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序     文 

 
独立行政法人国際協力機構は、モザンビーク共和国のマプト市医療従事者養成学校建設計画に

かかる協力準備調査を実施することを決定し、同調査を株式会社マツダコンサルタンツ・インテ

ムコンサルティング株式会社に委託しました。 

調査団は、平成 25 年 2 月から平成 26 年 1 月までモザンビーク共和国の政府関係者と協議を行

うとともに、計画対象地域における現地踏査を実施し、帰国後の国内作業を経て、ここに本報告

書完成の運びとなりました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つこと

を願うものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

 

平成 26 年 1 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

人間開発部 

部長 萱島信子 
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要     約 

1. 国の概要 

モザンビーク共和国（以下「モ」国という）はアフリカ大陸東南部に位置し、インド洋に面

して南北約 2,500km に広がる国土を有する。国土面積は 799,380ｋ㎡（日本の約 2.1 倍）、人口

は 23.7 百万人（国家統計局（以下、INE）推計、2012 年）。国土の中央を大河ザンベジ川が流

れ、その南部は標高 200ｍ以下の丘陵性の草原、北部は標高 200～1000ｍの高原となって、西方

の標高 1,500m を超える山岳地帯に連なっている。沿岸部は多数の河川による沖積平野が発達し、

人口密度の最も高い地域となっている。気候は、北部は熱帯モンスーン気候、南部は亜熱帯半

乾燥気候で、一年は雨季（11～3 月）と乾季（4～10 月）に分かれ、平均気温は雨季 22～31℃、

乾季 13～23℃で、沿岸部及びザンベジ川流域で高温傾向にある。年間降雨量は北部で 1,000～

1,400mm あるが、南下するにつれて減少し、南部の内陸部では 400mm 程度となる。 

プロジェクトの対象地域であるマプト市は南部沿岸部にある人口 1.19 百万人（同前）のモ国

の首都であり、同国の政治と経済の中心である。サイトはマプト市の北の外れにあり、国道 1

号に面し、国立精神病院に隣接している。 

「モ」国は 1992 年の内戦終了後、国際社会の支援を得て着実に民主化と平和構築を進め、2001

年以来毎年、実質 GDP 増加率 6～8%を記録するなど高い経済成長を続けており、「戦後復興の

優等国」とされている。一方で人口一人当たり GNI（国民総所得、Atlas Method）は 510US ド

ル（世界銀行、2012 年）、貧困率は 54.7%（INE、2009 年）、また人間開発指数は 187 カ国中 185

位（国連開発計画、2013 年）と依然として世界の最貧国の一つであり、国家財政の 40%（財務

省、2012 年）は援助を主とする国外資金に依存する状態にある。 

産業構造は GDP 比で第一次産業 32%、第二次産業 24%、第三次産業が 44%（世界銀行、2011

年）である。同国は肥沃な土地と森林資源に恵まれた農業国であり、カシューナッツ、砂糖、

綿花、茶等の換金作物の生産が多い。就労人口の 74.4%（INE、2007 年）が農業に従事するも

のの、その大部分は生産性の低い生産活動にとどまる。また、インド洋に面した長い海岸線を

有し、エビ等の水産漁業資源も豊富である。石炭、チタン、天然ガス等の豊富な天然資源を有

する資源国でもあり、外国直接投資による鉱業部門の大規模プロジェクトと、それらに関連す

る輸送・通信・エネルギー部門のインフラ整備への活発な投資が好調な経済発展を牽引してい

る。対外的には隣接する南アフリカ共和国と密接な関係にあり、最大の輸入相手国であると共

に第二位の輸出相手国となっている。投資においても件数・額共に首位を占めるが、近年は中

国・ブラジル・インド等の新興国の進出もめざましい。 

2. プロジェクトの背景、経緯及び概要 

「モ」国では内戦終結後の 90 年代前半から保健人材養成を継続的に進めてきた。この結果、

2000 年から 2010 年の 10 年間で保健人材の数は 2 倍以上に増加し、医師、看護師、助産師の人

口に対する割合は、2010 年において 10 万人あたり 46 人（保健セクターレビュー、2012 年保健

省）、2015 年には 65 人にまで向上すると予想されている。しかし、改善がみられるとはいえ
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WHO が奨励する人口 10 万人あたり 230 人（医師、看護師、助産師）のレベルを達成するには

ほど遠く、保健サービス網のさらなる拡張とこれに必要な保健人材の増員が大きな課題となっ

ている。また、量のみならず質についても、従来の養成カリキュラムは実習の機会が少なく座

学に偏った内容となっているため、臨床技術の修得が不十分なものとなり、現場での質の高い

保健サービスの障害となっている。これに対して日本を含む各国ドナーは保健人材養成カリキ

ュラムの見直しを支援し、より質の高い保健人材の養成を目指している。特に日本は 2005 年か

ら継続的に教育の質の向上を目標に支援をしてきた。 

保健人材養成機関のうち主に中級レベルの人材を養成している医療従事者養成学校（Instituto 

Ciencias de Saúde：ICS）は全国の主要 4 都市（マプト、ベイラ、ナンプラ、キリマネ）にある

が、首都マプトにあるマプト市医療従事者養成学校（ICS マプト）の学生数は 1,099 人（2012

年）と全国で最大規模を誇る。しかし、上級医療従事者養成学校（Instituto Superior de Ciencias de 

Saúde: ISCISA）が 2004 年から同施設を共用してからは、千人以上の学生数に対して、わずか 6

教室と実技演習室、生物化学演習室と PC 室で運営されており、著しい施設･機材の不足状況に

ある。また、施設的な制約から実習を重視した教育の実施ができず、教育の質の問題にも影響

を与えている。政策上求められている中級人材の養成を強化するために、ICS マプトの施設と

機材を整備することが喫緊の課題となっている。 

こうした状況を踏まえ、「モ」国政府は ICS マプトの校舎を新設し、一部機能を移転する計画

を策定し、我が国に対してその実施に係る無償資金協力を要請した。 

3. 調査結果の概要とプロジェクトの内容 

上記要請を受け、独立行政法人国際協力機構（JICA）は無償資金協力の活用を前提として準

備調査の実施を決定し、これに基づき 2013 年 3 月 3 日から 3 月 29 日、同年 6 月 25 日から 8

月 13 日の 2 度に亘り調査団を現地に派遣し、保健省を初めとする「モ」国側関係者と協議を行

い、確認された要請内容に基づいてサイト調査を実施した。その後、同調査団は現地調査の結

果を踏まえた国内解析を行い、協議で最終的に確認された施設コンポーネントの建設と機材の

調達を内容とする概略設計を準備調査報告書（案）にとりまとめ、2013 年 9 月 21 日から同月

29 日まで「モ」国側関係者への現地説明を行って、本準備調査報告書をとりまとめた。 

先方との協議に基づきまとめられた本プロジェクトの概要は以下のとおりである。 

1） 協力対象範囲・協力規模 

本プロジェクトでは、看護師、助産師、医療技師、保健師、臨床検査技師、薬剤師の主要 6

コースに加えて、機材メンテナンス技師コースと歯科技師コースの 8 コースを対象とする。ま

た、2011-2015 年の既存 ICS マプト（以下、既存 ICSM という）ならび 2016 年以降の既存 ICSM

と新設 ICS（本プロジェクトで建設される ICS、以下同じ）でのコース運営計画にもとづき、施

設規模を 15 クラス×30 人の定員 450 人、2 部制で授業が行われるため最大 900 人を延べ定員と

して設定した。学生寮は既存 ICSM での規模などを参考に、男女各 160 人の計 320 人の施設規

模とした。 

施設内容は人材養成に必要なコンポーネントとして一般教室、各種演習室、事務諸室の他、
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学生寮、食堂（250 席×約 4 回転）、各種セレモニーを行う講堂（300 席）、施設の保安、管理の

ため敷地内に居住する必要性が認められる 4 戸の教員宿舎、ならびに機材アイテムとなる送迎

用バスの保管とメンテナンスのための車庫を協力対象とした。 

機材内容は機材選定基準によりコース運営に必要な教育機材及び家具等の 114 品目を対象と

して選定し、適切な仕様の設計を行った。 

2） 施設の概略設計 

各施設の内容・仕様・寸法は「キリマネ医療従事者養成学校」および既存 ICSM を参考に計

画した。日射対策から棟は東西方向を基本とし、敷地の制約、将来拡張余地の確保やコスト縮

減のため、建物は極力 2 階建てとする。教育・事務管理ゾーンと住居ゾーンを南北に配置し、

その間に食堂・講堂をはさみ、これら全てを南北に貫く屋根付き歩廊で接続する配置計画とす

る。 

荷重条件・構造計算は現地事情を踏まえて日本の基準に基づき行う。地盤は比較的弱く、幅

広の連続基礎として設計する。電気設備は高圧受電となり、非常用発電、照明、コンセント、

通信の各設備を計画する。給水源は地下水となり高架水槽による重力式給水とする。機械設備

は給排水衛生設備のほか、空調換気、ガス、消防の各設備を計画する。 

本プロジェクトにおける協力対象施設の内容、規模を表 1 に、同じく機材の内容、数量を表

2 に示す。 

表 1 施設計画概要 

  棟名 棟数 階数 諸室（カッコ内は室数） 延べ床面積

A 演習・教室棟 1 1 
2 階
建て 

機材メンテナンス演習室（2）、生物化学演習室、一般
教室（5） 

1,125.70m2

B 演習・教室棟 2 1 同上 実技演習室（2）、歯科演習室、一般教室（5） 1,143.78m2

C 
事務管理・教室
棟 

1 同上 教員室（4）、会議室、給湯室一般教室（5） 1,143.78m2

D 図書・教員室棟 1 同上 
図書室、受付、印刷室、PC 室、コンピューター課室、校
長室、副校長室（2）、各部門事務室（6）、打合せ室、面
談室、書庫、倉庫、給湯室 

1,008.02m2

E トイレ棟 3 同上 各棟とも男女別、2 棟が学生用、1 棟が教職員用 330.78m2

F 講堂 1 平屋 客席（300 席）、ステージ、控室、倉庫、トイレ 480.00m2

G 食堂 1 同上 
食堂（250 席）、配膳スペース、手洗い・トイレ、厨房、食
材庫、冷蔵・冷凍庫、事務室、スタッフ用更衣・シャワー
室 

649.25m2

H 女子寮 1 
2 階
建て 

寮室（8 人部屋×19）、自習室（16 席）、トイレ・洗面・シ
ャワー室 

1,391.64m2

I 男子寮 1 同上 同上、ただしトイレの一部が小便器となる。 1,391.64m2

J 教員宿舎 1 2 階
建て 

4 世帯用の共同住居 481.60m2

    居間・食堂、3 寝室、台所、トイレ・シャワー室 

K 車庫 1 平屋 
バス 3 台の車庫、器具・パーツ庫、スタッフ用更衣・トイ
レ・シャワー室 

150.00m2

L 守衛室 1 同上 受付、スタッフ用更衣・トイレ・シャワー室 24.00m2
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M 渡り廊下 1 平屋   386.25m2

N 給水塔 1 - ポンプ室 26.63m2

O 貯水槽 - - パネル式タンク、貯水容量 60 トン -

P 電気室 1 平屋   35.00m2

合計  9,768.07m2

 

表 2 機材計画概要（主要なもののみ） 

分類 機材名 用途 
品目
数 

実技演習室
機材 

クランクベッド 
実技演習室にて各種マネキンをおき、介護、出産などの
実習に使用する 

10

患者介護訓練用模型 
看護師・助産師・医療技師・保健師コースの学生が患者
介護の実習に使用する 

5 

出産シミュレーター（高機
能型） 

看護師・助産師・医療技師・保健師コースの学生が分娩
介助の実習に使用する 

4 

生物化学演
習室機材 

双眼顕微鏡 生物化学演習室に設置し、細胞などの観察に使用する 15

蒸留装置 生物化学演習室に設置し、蒸留の実験に使用する 5 

中央実験台 生物化学演習室に設置し、各種実験に供する 5 

歯科演習室
機材 

ファントムヘッドユニット 
歯科技師コースの学生が歯科治療の姿勢やさまざまな
口腔処置を実習する 

15

歯科治療ユニット 
歯科技師コースの学生が歯科治療の姿勢やさまざまな
口腔処置を実習する 

1 

卓上型滅菌器 
歯科技師コースの学生が歯科治療器具の滅菌実習に使
用する 

1 

機材メンテ
ナンス演習
室機材 

卓上ドリル 
機材メンテナンス技師コースの学生が、機器修理実習に
使用する 

2 

除細動器シミュレーター 
機材メンテナンス技師コースの学生が、機器の動作確認
の模擬実習に使用する 

2 

小型オシロスコープ 
機材メンテナンス技師コースの学生が、機器の動作確認
の実習に使用する 

5 

施設運営用
機材 

バス 学生が病院実習に行く際の送迎用 3 

デスクトップ型パソコン 
PC 室に設置され、各コースの学生がワード、表計算ソフ
ト、ネット検索などの基本操作を学ぶ 

41

厨房機材セット 厨房に設置し、調理に使用する 1 

 

4. プロジェクトの工期及び概略事業費 

本プロジェクトの実施に必要な工期は、詳細設計・積算に 7 ヶ月（JICA による積算審査の期

間を含む）、入札・契約に 3 ヶ月（入札図書の承認を含む）、また、施設規模や立地条件から想

定される施設建設ならびに機材調達の期間は 15 ヶ月となる。以上から全体工期は 25 ヶ月と見

込まれる。本プロジェクトに必要な「モ」国政府が負担する概略事業費は免税負担分を含めて

1.79 億円と見込まれる。 



v 

5. プロジェクトの評価 

以下のように、本プロジェクトの妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 

本プロジェクトは保健人材の養成を通じて、国民保健サービスの質の向上を図ることが上位

目標となっており、「モ」国民すべてが間接的な裨益対象となる。また同様にして本プロジェク

トは BHN（Basic Human Needs）に合致しており、国民の生活改善に直接的に貢献するため緊急

性は十分に高い。 

「モ」国政府は国家開発計画において経済成長を通じた貧困削減を主目標としているが、「人

間・社会開発」分野の優先的な戦略目標として「社会サービスの効率と質」を打ち出している。

保健人材養成については「人材管理の改善を通して質の高いケアの提供と利用者のニーズに合

致することを強調した、より人間味のあるサービスの提供を行う」としており、本プロジェク

トはこれに合致するものである。また、我が国の対「モ」国への国別援助方針として「潜在力

を活かした持続可能な経済成長の推進と貧困削減 」を基本方針として掲げ、「人間開発」を重

点分野の一つとして援助を行っている。本プロジェクトは「保健サービスへのアクセス改善の

ための支援」にあたり、我が国の援助方針に整合するものである。 

本協力対象事業の実施により定量的効果が期待されるアウトプットは以下の通りである。 

表 3 協力対象事業の実施により期待される定量的効果 

指標名 基準値（2013 年） 目標値（2019 年）

新設 ICS における歯科技師コースの年間卒業生数 0 人 48 人 

新設 ICS における機材メンテナンス技師コースの年間卒業生数 0 人 24 人 

新設 ICS における教室数あたりのクラス数 6.7 クラス/教室* 2.0 クラス/教室 

*比較のため、既存 ICSM における使用可能な教室数あたりのクラス数を記載した。 

 

また、本協力対象事業の実施により定性的効果が期待されるアウトプットは以下の通りであ

る。 

・教室や教育機材の数の不足が解消され学生の学習環境及び教員の労働環境が改善する。 

・実習室及び実習機材が量・質ともに改善され、演習重視のカリキュラムが適切に実施さ

れる。 
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第1章 プロジェクトの背景･経緯 

1-1 保健セクターの現状と課題 

1-1-1 現状と課題 

（1） 「モ」国保健事情の概要1 

モザンビーク共和国（以下、「モ」国）は内戦終結以降、着実な経済成長を続けるなか、貧困

削減を目標とした政府の施策とドナー支援により保健サービス拡充を図り、1990 年には非常に

低い水準だった各種保健指標はこの 20 年間で大きな改善をみせている（表 1-1）。しかし、改善

がみられるとはいえ、低開発国の多い近隣七カ国の中でも、今なお同国の保健指標は低い水準

となっており、今後の更なる改善が必要である（表 1-2）。世界保健機構（World Health Organization: 

WHO）の推計によると、同国の全死亡原因の 65％を感染症、周産期死亡、栄養や貧困を起因

とする疾病が占めており、疾病構造と感染症の分布パターンは熱帯地域における貧困層の多い

開発諸国に共通したものとなっている。 

同国では特に、マラリア、HIV/AIDS、結核に対応するための保健サービス網の拡張とこれら

に必要な保健人材の増員が大きな課題となっている。法定伝染病の中ではマラリアの患者が最

も多く、WHO の統計によると 2010 年のマラリアによる死亡数は人口 10 万あたり 125 であり、

アフリカの平均値 72 より高い。WHO の推計によるとほとんどの国民が高感染地域に居住し、

5 歳児未満児死亡の 19％を占めるなど、深刻な状況に直面している。同国の HIV 感染率は、感

染時期こそ南部アフリカ諸国と比べると遅かったものの、感染拡大は深刻なレベルに達してお

り、人的資源の損失が国の発展に大きな影響を与えている。しかし HIV/AIDS 対策は諸ドナー

の重点支援分野であることから進歩もみられ、罹患率は減少、HIV 陽性妊婦のうち、抗レトロ

ウィルス薬を服用した妊婦の割合は 2005 年に 6％であったのが、2011 年には 51％にまで増加

した。他方、2010 年における結核罹患率は 548（人口 10 万対）で、2000 年の 513 から増加し

ており、世界で結核が最も蔓延している 22 か国のうちの一つとされている。 

表 1-1 「モ」国の主要保健指標の推移 

ﾐﾚﾆｱ
ﾑ開発
目標 

項目 単位 1990 2000 2010/11 
アフリカ
平均
2010/11

MDG4 幼児死亡率 対 1,000 出生 151 116 72 68 

 5 歳未満児死亡率 対 1,000 出生 226 172 103 107 

 1 歳未満児はしかワクチン接種率 % 59 71 82 75 
MDG5 妊産婦死亡率 対 100,000 出生 910 710 490 480 

MDG6 HIV/AIDS 死亡率 対人口 100,000 人 na 245 310 219 

 HIV/AIDS 罹患率 対人口 100,000 人 na 752 535 205 
 結核罹患率 対人口 100,000 人 na 513 548 262 

                                                                 
1この節の記述は、世界保健統計(2007&2013、WHO)、World Malaria Report (2013, WHO)、保健セクター情報収集・確認調

査(2012、JICA)による。 
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MDG7 衛生的な飲料水が利用可能な人口 % 34 41 47 63 

 衛生的なトイレ利用可能な人口 % 9 14 19 34 

出所：世界保健統計（WHO、2007 及び 2013 年） 

表 1-2 主要保健指標の近隣国比較 

  MDG4 MDG5 

項目 
出生時 

平均余命 
新生児 
死亡率 

幼児 
死亡率 

5 歳未満児
死亡率 

妊産婦 
死亡率 

産前検診
（1 回以上） 

助産専門
技能者立
会出産率

単位 歳 対 1,000
出生 

対 1,000
出生 

対 1,000
出生 

対 100,000
出生 

% % 

年次 2011 2011 2011 2011 2010 2005-12 2005-12 

モザンビーク 53 34 72 103 490 91 54 

マダガスカル 66 23 43 62 240 86 44 

マラウイ 58 27 53 83 460 95 71 
タンザニア 59 25 45 68 460 88 49 

ザンビア 55 27 53 83 440 94 47 

ジンバブエ 54 30 43 67 570 90 66 
アフリカ平均 56 34 68 107 480 74 49 

世界平均 70 22 37 51 210 81 70 

 MDG7  

項目 
衛生的な
飲料水が
利用可能 

衛生的なト
イレが利用

可能 
医師数 

看護師、
助産師数

病院 
ベッド数

保健分野
総支出 

保健分野
政府支出

単位 % % 対人口
10,000 人

対人口
10,000 人

対人口
10,000 人

対 GDP 
(%) 

対政府支
出総額(%)

年次 2011 2011 2005-12 2005-12 2005-12 2010 2010 

モザンビーク 47 19 0.3 3.4 7 6.3 10.4 

マダガスカル 48 14 1.6 na 2 3.6 13.5 

マラウイ 84 53 0.2 3.4 13 8.4 18.5 
タンザニア 53 12 0.1 2.4 7 7.2 11.1 

ザンビア 64 42 na 7.8 20 6.0 16.0 

ジンバブエ 80 40 0.6 12.5 17 na na 
アフリカ平均 63 34 2.5 9.1 na 6.2 9.6 

世界平均 89 64 13.9 29.0 30 9.2 15.1 

出所：世界保健統計（WHO、2013 年） 

（2） 「モ」国の保健人材の概要と課題 

1） 現在の保健人材の概況 

「モ」国の保健指標の改善には国家保健サービスアクセスの拡大および質の向上が必須である。

2010 年時点で適度な距離内で国家保健サービスへアクセスできる国民は 60％以下であると推

定されており2、特に地方部における適切な技術をもつ保健人材数の深刻な不足が大きな課題と

なっている。このような状況下、保健人材開発は保健システム強化のための最優先事項の一つ

として位置づけられ、内戦終結後の 90 年代前半から明確な中長期計画に従って継続して進めら

                                                                 
2出所：保健セクターレビュー（保健省、２０１２） 
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れ、現在は国家保健人材開発計画（National Plan for Health Human Resources Development: 

NPHHRD）2008-2015 にもとづいて進められている。保健主要ドナーの支援を受けて 2012 年に

出版された「モ」国保健セクターレビューによると、概ね成功裏に実施されていると評価され

ている（人材増加実績については事項参照）。 

現行の保健人材育成計画である NPHHRD 2008-15 では、人口 10 万人あたりの保健サービス

関連職員数を、2006 年の 126 から 2015 年には 187 まで増加させることを目標としており、現

在のところ順調に推移している。一方、医師・看護師・助産師のみの数でみると、WHO が推

奨する 10 万人あたり 230 人にはほど遠く、71 人にとどまっており、世界的基準を達成するた

めには、2015 年以降も継続して保健人材養成に取り組む必要がある。 

表 1-3 国家保健人材開発計画ベースラインおよび目標数 

  2006 2015 増加率 

人口 20,366,795 24,517,582 20% 

国民保健サービス職員総数 25,683 45,904 79% 

1000 人あたりの保健人材数 1.26 1.87 

医師数 874 1,915 119% 

1000 人あたりの医師数 0.043 0.078 

看護師数 4,282 7,195 68% 

1000 人あたりの看護師数 0.21 0.29 

出所：Sufficient and Competent Health Workers for Expanded and Improved Health Services for the Mozambican People 

(n.d., 保健省)  

 

2） 保健人材数の推移 

表 1-4 に主な職種の保健人材数の推移を示す。2000 年から 2010 年の 10 年間で、保健人材の

数は 2 倍以上（増加率 127％）になっている。特に 2004 年以降の伸びが大きく、年平均の伸び

は 12％に達する。職種別では医療技師、助産師、保健師、薬剤師の増加率が大きく、ほぼ 3 倍

になっている。 

表 1-4 職種別保健人材数の推移 

職種 2000 年 % 2004 年 % 2010 年 % 00-10 
増加率 

医師 424 2.8 702 3.6 1,106 3.2 161% 
看護師 3664 23.9 4,025 20.7 5,397 15.5 47% 

助産師 1,414 9.2 2,380 12.2 4,110 11.8 191% 

事務、医療統計等 1,273 8.3 1,457 7.5 2,907 8.4 128% 
医療技師 820 5.3 1,169 6.0 2,453 7.1 199% 

保健師 466 3.0 495 2.5 1,285 3.7 176% 

臨床検査技師 653 4.3 677 3.5 1,384 4.0 112% 
薬剤師 419 2.7 530 2.7 1,221 3.5 191% 

その他資格保持者 689 4.5 774 4.0 1,088 3.1 58% 

歯科 - - - - 282 0.8 - 
リハビリ - - - - 228 0.7 - 

放射線技師 - - - - 196 0.6 - 
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補助 5,517 36.0 6,710 34.5 11,702 33.7 112% 

ドライバー等 587 3.8 738 3.8 1,391 4.0 137% 

合計 15,926 100.0 19,657 100.0 34,750 100.0 127% 

出所：保健セクターレビュー（保健省、2012 年） 

 

3） 保健人材の質  

保健人材の量的な不足だけでなく、質の向上の必要性も同時に認識され、施策に反映されて

きている。保健分野戦略計画（2001-2010）には、保健人材の質に関する課題に関して、保健人

材の多くが低資格保有者である点、高資格保有者が都市に集中し保健人材の分布が不均衡であ

る点が挙げられている。このため、保健人材養成のための施策については、数的な増加のみで

はなく、十分な技術をもった保健人材の養成に重点がおかれている。「モ」国の保健人材は、養

成期間・内容、技術・職務権限などの違いにより、上級、中級、基礎、初級レベルにわかれて

いたが、初級の技術レベルが適正でないという理由で新規養成を廃止、基礎レベル養成も段階

的に減らし、中級レベルの人材の割合を増やして行く事に力点をおくことを方針として打ち出

すことにより、全体的な質の向上を目指している。また、現職員の質に関しても、2011 年から

個人評価の仕組みが導入されはじめており、今後は一層人材の質や実績について重視されると

推測される3。 

また、保健人材の質を向上させるためのもうひとつの重要な施策として、養成学校の教育の

質の向上が保健分野戦略計画等において重要と位置づけられている。養成コースについては、

特に適正な臨床技術の修得を目的とした、実習を重視したカリキュラムの改訂が進められてい

る（詳細についてはカリキュラムの項参照）。また、年次評価による養成学校の教育の質保証の

仕組みも導入されている4。 

4） 国家保健サービス人材配置 

保健人材養成機関の卒業者は、基本的に全員を保健省および国家保健サービス（どちらも保

健省が一括して人事を行う）で雇用する方針をとっている5。ただし、本省の人材配置の責任者

への聞き取りによると、3％程度は家庭の事情などで辞退し、実際の雇用率は 97％程度とのこ

とである。2010 年から 3 年間の保健人材養成機関の卒業者数および、基礎、中級職員合計の保

健省下新規配置数を表 1-5 に示す。養成コースの中には有資格者向けの昇級コースや教員養成

のためのコース等あるため、既に職員として働いている人が含まれることを考慮すると、ほぼ

全ての卒業生が保健省に雇用されているという発言が裏付けられる。 

表 1-5 保健人材養成機関卒業生数および新規配置数 

  2010 年 2011 年 2012 年 

保健人材養成機関卒業者総数 2,293 1,692 N/A 

保健省新規配置数（基礎、中級） 2,099 1,512 2,176 

                                                                 
3 保健セクターレビュー（保健省、2012）による。 
4 保健セクターレビュー（保健省、2012）による。 
5 養成機関入学時に、卒業後最低 2 年間は国家保健サービスで働くという誓約書を書かせるとのことである。 
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出所：保健省、2012 年卒業者数については集計中とのこと。 

 

ただし、近年の国家保健サービス職員の急増は国家予算の負担となっており、現在（2013 年）、

予算の不足から保健省および国家保健サービス職員約 35,000 人のうち、約 4,700 人がドナーか

ら給料支援を受けている状態である6。これは国や州を通して行われるのが主で、通常の職員と

同様の規定で雇用・支払いがされている。保健省は順次これらの職員を国で雇用していく方針

であり、ドナー給料支援を受ける保健省職員の数は 2010 年の 6,157 人と比較して減少している
7。短期間での解決は難しいが、保健人材の重要さは認識されており、保健人材増加、全員雇用

の方針は今後も堅持していく方針とのことであった。 

配置の仕組みに関しては、保健省本省、州および郡の保健局が配置を行う。本省は保健人材

養成機関のナショナルコース卒業者の州への割り当てを行い、その州内での配置およびローカ

ルコース卒業者の配置は州および郡の保健局が行う。本省はナショナルコースの配置を行う際、

医療施設別保健人材数基準など国で定められた基準を考慮し、より人材を必要とする州へ優先

的に配置を行うことで、州間の格差が是正されるよう調整している8。人口あたりの医療従事者

は、2000 年の 1,947 人あたり１人から、2010 年の 1,004 人に１人へ改善されている。この比率

が最も悪かった州（ザンベジア、カーボデルガード、ナンプラ）での向上が顕著であり、州間

の格差が是正されてきている。最も状況が改善したのはイニャンバネ州で、同指標が 2000 年に

人口 1,957 人あたり１人から、2010 年には 753 人あたり 1 人へ 3 倍近く改善されている。医師、

看護師、助産師の人口に対する割合は、2010 年において 10 万人あたり 46 人だが、これが 2015

年には 65 人にまで向上すると予想されている。ただし、初級、基礎レベルの人材を含めると、

2010 年で 10 万人あたり 63 人である。改善がみられるとはいえ、WHO が奨励する人口 10 万人

あたり 230 人（医師、看護師、助産師）のレベルの達成には遠い9。 

5） 国家保健サービスの定着状況について 

「モ」国における保健セクター人材の離職率は概して低く、特に問題とは見なされていない

が、これは流出先が限られていることも一因のようである。前出の保健セクターレビューによ

ると、2000 年の離職率は 1.4%（15,926 人中 226 人）だったものが、2010 年には 2.5%（34,496

人中 869 人）と増えてはいるものの、この増加の多くは定年退職者数の増加によるものである

（2000 年に 68 人だったものが 2010 年に 368 人に増加）。死亡率の増加はみられず、懲罰解雇

もごく少数である。休職による人員のロス（2000 年代後半で年間 200 人程度）が、唯一特筆に

価する。国際機関を主とする非営利組織への転職もみられるが、この現象は特に高学歴の職員

に顕著である（修士または博士号をもつ医師 23 人中 14 人が 2005 年から 2010 年の間に離職）。

民間の医療機関への転職による影響は不明であり、海外への流出は問題になっていない。 

                                                                 
6 数字は人材局副局長からの聞き取りによる。ただし、人材局年次レポートにも、その時点で外部予算で雇用されている職員

数が報告されている。 
7 保健セクターレビュー（保健省、2012） 
8 ただし、州内での配置は州保健局が行っているため、本省では州内での詳細な配置（遠隔地への配置割合等）については

情報を把握していない。 

9 保健セクターレビュー（保健省、2012） 
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離職率が大きな問題になっていないとはいえ、特に地方の医療機関において労働環境が整っ

ていないことは問題として指摘されてきており、保健省は、定着率を高め、都市部と農村部の

格差を是正するために各種の方策をとっている。主要なものとしては、①保健人材を増やすこ

とで過剰労働を是正する、②新人職員を農村部などの条件の悪い地域に配属する、③農村部に

配置された職員へ優遇措置をとる、④州レベルでの継続教育を増加させる、⑤職種間の権限と

責任の移転によって技術的な見直しを行う、が挙げられる。 

（3） 保健人材養成機関の現状と課題 

1） 保健人材養成機関概要 

現在、「モ」国における保健医療人材の養成機関としては、以下がある。 

・大学：医師、上級専門技師などを養成する機関 

・上級医療従事者養成学校（Instituto Superior de Ciencias de Saúde: ISCISA）：上級専門技師

を養成する機関 

・医療従事者養成学校（Instituto Ciencias de Saúde: ICS）：主に中級レベルの医療人材を養成

する機関 

・保健人材訓練センター（Centro de Formação de Saúde: CFS）：基礎、中級レベルの医療人

材を養成する機関 

「モ」国における保健医療人材の職種には上級、中級、基礎の 3 つのレベルがあり、同種の

職種であってもレベルにより養成期間・内容、就業時の職務権限などに違いがある。また、昇

級コースの履修により、同職種で昇級できる仕組みになっている。上級レベルの人材育成は大

学および ISCISA で行われるが、これは高等教育に相当するため教育省が管轄している。これ

に対し中級および基礎レベルの育成は保健省の所管であり、全国にある 4 校の ICS と 11 校の

CFS で行われており、本プロジェクトの対象となる既存 ICSM もこの一つである。上級レベル

の人材養成を行う大学医学部は公立私立ともにあるが、基礎・中級レベルの人材養成は公立の

みであり、この重要性は高い。また、今後の方針としては、ICS ナカラの新設および全国の CFS

の ICS への昇格移行を計画している。これは、段階的に基礎レベルを減らし、中級レベルの保

健人材の割合を増やしていく方針に基づくものである。 

表 1-6 に保健省所轄の養成機関の教室数、教員数、学生数（2012 年）を示す。この表から分

かるように既存 ICSM は最大の学生数を有しているのに対して、教室は 9 と少なく、1 教室あ

たりの学生数では他校と比較して格段に多く、教室数の不足が著しい。さらに教室数 9 の内訳

は一般教室 6、実習室などが 3 となるため、現状は一層深刻なものとなっている。なお、常勤

教員１人あたりの学生数も最大となっているが、これは既存 ICSM が中央病院に隣接している

ために非常勤教員の確保が容易であるためであり、教員の数・質ともに十分で、問題はないと

のことであった。 
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表 1-6 保健人材養成機関の概要（2012 年） 

 
養成機関名 教室数 

教員 学生 常勤教員
学生比 

教室あた
り学生数常勤 非常勤 寮生 合計 

北
部 

ICS Nampula 11 41 118 400 861 1/21 78 
CFS Pemba 6 25 35 111 251 1/10 42 
CFS Moçimboa da 
Praia 

1 10 6 43 49 1/5 49 

CFS Lichinga 2 14 28 69 135 1/10 68 
CFS Cuamba 2 6 21 66 75 1/13 38 
北部小計 22 96 208 689 1,371 1/14 62 

中
部 

ICS Beira 11 33 48 291 628 1/19 57 
ICS Quelimane 12 41 53 344 487 1/12 41 
CFS Nhamatanda 4 8 27 144 197 1/25 49 
CFS Mocuba 2 11 18 68 157 1/14 79 
CFS Chimoio 5 28 28 154 322 1/12 64 
CFS Tete 10 29 42 133 400 1/14 40 
中部小計 44 150 216 1,134 2,191 1/15 50 

南
部 

ICS Maputo 9 38 298 229 1,099 1/29 122 
CFS Chicumbane 8 19 30 171 288 1/15 36 
CFS Inhambane 6 19 21 81 234 1/12 39 
CFS Massinga 4 11 22 141 219 1/20 55 
南部小計 27 87 371 622 1,840 1/21 68 

 全国合計 93 333 795 2,445 5,402 1/16 58 

出所：人材局年次レポート （保健省、2012） 

 

2） 養成コースの概要 

医療従事者の職種はこれまで行政システムの見直しにより度々改正されてきた。現在の保健

人材の養成コースは表 1-7 に整理したように、全部で 24 コースとなるがこのうち機材メンテナ

ンス技師コースはまだ開設されていない（本プロジェクトで初めて実現が期待される）。コース

種別がかなり細分化されていること、医師不足を解消するため中級レベルの医療技師、歯科技

師、麻酔技師等が医師に代わり医療行為をすることができることが特徴となっている。また、

同職種の中でも異なるレベルのコースがある場合もあり、カリキュラム、養成期間の他、業務

内容や責任範囲、配属される医療機関も異なっている。保健省は基礎レベルの医療人材育成を

減少させ、中級レベルを増加してゆく方針である。なお、新規養成コースの他に昇級コースが

設定されているが、これは有資格者が一定期間の実務経験を積んだのち昇級するためのコース

である。基礎、中級コースの入学条件は前期中等教育（10 学年）を修了していることであり、

また履修期間は基礎レベルで 1.5 年、中級レベルではコースにより差があり 2.0～2.5 年となっ

ている。 

表 1-7 保健省が実施している養成コース一覧 

 養成職種（日本語、ポルトガル語） 内容 
1 看護師（一般看護師） Enfermagem Genal 病院における看護専門業務を行う。 
2 助産師（母子保健看護師） 

Enfermagem de Saude Materno Infantil 
母子保健に係る看護業務、助産業務を行う。 

3 医療技師 Tecnicos de Medicina Geral 医師の補助を行う職種であるが、医師が不在の場合、
医師に替わり診療を行う。 
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4 保健師（予防医学技師） Tecnicos de 
Medicina Preventiva e Saneamento do Meio 

予防接種、住民に対する衛生教育など、予防衛生に
係る業務を行う。 

5 薬剤師 Tecnics de Farmacia 薬剤管理、患者に対する薬剤の引渡を行う。 
6 臨床検査技師 Tecnicos de Laboratorio 臨床検査を行う。 
7 機材メンテナンス技師 

Tecnico de Manutencao de Equipamentos 
医療設備•機材、一般機材のメンテナンスを行う。コー
スはまだ未開設だが、カリキュラムはある。 

8 歯科技師 Tecnico de Odontoestomatologia 歯科医師の補助を行う職種であるが、歯科医師が不
在の場合、医師の代わりに医療行為を行う。 

9 麻酔技師 Tecnicos de Anestesiologia 手術時に麻酔科医の補助を行う職種であるが、医師
が不在の場合、麻酔科医に替わり麻酔管理を行う。 

10 器械出し技師 Tecnicos de Instrumentacao 手術時の器械出しを専門に行う。 
11 心理療法師 

Tecnicos de Psiquiatria e Saude Mental 
心理療法を行う。 

12 放射線技師 Tecnicos de Radiologia X 線撮影を行う。 
13 医療統計技師 

Tecnicos de Estatistica Sanitaria 
各施設、行政の現場で医療統計情報の管理を行う。 

14 耳鼻咽喉技師 
Tecnicos de Otorrinolaringologia 

耳鼻咽喉医の補助を行う職種であるが、医師が不在
の場合、医師の代わりに医療行為を行う。 

15 栄養士 Tecnicos de Nutricao 住民に対する栄養教育、病院における給食の栄養管
理などを行う。 

16 理学療法士 Tecnicos de Medicina Fisica e 
Reabilitacao Fisioterapia 

理学療法を行う。 

17 物理療法士 Tecnicos de Medicina Fisica e 
Reabilitacao Ortoprotesia 

整形外科で物理療法を行う。 

18 ソーシャルワーカー 
Tecnicos de Accao Social 

社会福祉業務を中心として、患者に対する支援業務を
行う。 

19 眼科技師 Tecnicos de Oftalmologia 眼科医の補助を行う職種であるが、医師が不在の場
合、医師の代わりに医療行為を行う。 

20 幼児教育技師 
Tecnicos de Educacao em Infancia 

病院、学校、幼稚園、孤児院等で子供の支援をする。

21 病院管理技師 
Tecnicos de Administracao em Saude 

病院の運営管理業務を行う。 

22 集中治療看護師 
Enfermagem em Cuidados Intensivos 

集中治療室における看護業務を行う。 

23 教員養成 Especializacao em Ensino 養成学校で教える教員養成 
24 看護師管理 Especializacao em Administracao 

e Gestao de Cuidados de Emfermagem 
看護分野の経営、運営、管理に特化したコース 

出所：保健省提出資料 

 

養成職種および数の決定は NPHHRD 2008-2015 に基づいて行われ、各職種の需要と優先度、

各施設が受け入れ可能なコース数等を勘案して「人材養成機関のための国家教育計画 2011-2015

年」に養成機関ごとの計画としてまとめられている。保健省人材局では、この計画書とその年

の予算を考慮し、毎年 2 回（前期、後期）の開設コースと数を決定し、全国の養成機関に割り

当てている。ただし、地方分権により州レベルに直接ドナーがつくことで実施される場合も増

えているとのことである。現在の養成計画数については「1-1-2 開発計画、（2）保健セクターの

上位計画」を参照。 

職種ごとにその需要には大きな開きがあるが、多くの医療機関で普遍的に需要が高い看護師、

助産師、医療技師、保健師、薬剤師、臨床検査技師は優先 6 コースとして位置づけられ、多数

の人材育成がされている。これに対し麻酔技師などの特殊分野の技師は配置先が限定され、需
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要は少ない。このような需要の差に効率的に対応するため、需要が少ない職種などに対し広く

全国から学生を募集し、全国に配置するナショナルコースと、逆に普遍的で需要も配置先も広

い職種に対し、卒業後にその地域への配置を前提としたローカルコースに区分されている。こ

の他に特定の病院や機関に配属するための特別コースが実施される場合もある。既存 ICSM は

その立地からナショナルコースや特別コースの養成も多く、最も重要な養成機関と考えられて

いる。 

3） 学生募集の概要 

保健省管轄の保健人材養成機関入学のための学生選抜は、入学時期にあわせて年に 2 回、保

健省人材局が一括して準備し、各機関を指導して行う。全国で一斉に応募および試験が行われ、

受験する州外のコースへの応募もできる仕組みとなっている。学力テストと計量的心理テスト

の 2 種類が課される。2011 年の人材局年次レポートによると、応募者の数は近年増加傾向にあ

る。全般的に定員に対し非常に多数の応募があるが、コースにより応募者数に差があり、特殊

コースでは合格者が定員に達しない場合もある。応募者がこれほど多い理由には学費、寮費、

生活費が全て国により賄われるため、平均的または貧困世帯の子弟でも応募しやすいこと、卒

業後の就職が確保されていることが挙げられる。同レポートにまとめられた優先 6 コースへの

応募数を表 1-8 にまとめる。ドロップアウト等を考慮して定員より多めの人数に入学許可を出

している。コース、時期によって 5.5 倍から 108.8 倍とばらつきはあるものの、全体的には非常

に高い倍率となっている。 

表 1-8 優先 6 コースの応募状況（2011 年）  

コース 
前期 後期 年合計 

[A]
応募 

[B] 
定員 

[C] 
合格

[A/C]
倍率

[A]
応募

[B]
定員

[C]
合格

[A/C]
倍率

[A] 
応募 

[B] 
定員 

[C]
合格

[A/C]
倍率

看護師 8,498 210 185 45.9 1,539 210 247 6.2 10,037 420 432 23.2
助産師 4,805 270 315 15.3 2,449 120 221 11.1 7,254 390 536 13.5
医療技師 2,038 120 128 15.9 2,201 30 32 68.8 4,239 150 160 26.5
保健師 2,028 240 263 7.7 3,591 30 33 108.8 5,619 270 296 19.0
薬剤師 1,367 210 249 5.5 972 30 70 13.9 2,339 240 319 7.3 
臨床検査技師 1,644 150 185 8.9 667 90 68 9.8 2,311 240 253 9.1 
合計 20,380 1,200 1,325 15.4 11,419 510 671 17.0 31,799 1,710 1,996 15.9

出所：人材局年次レポート（保健省、2011 年） 

 

本プロジェクトの対象コースのひとつである歯科技師コースについては、現在 ICS ベイラで

のみコースが実施されているが、保健省人材局でデータをまとめていないため応募者数は不明

である。機材メンテナンス技師コースについてはまだ実施されておらず参考になる過去データ

は存在しない。 

4） ドロップアウト率 

人材局年次レポート（2011 年）によると、ドロップアウト率 の全養成機関平均は 2009 年が

22.6％、2010 年が 22.2％、2011 年が 14.2％とかなり高くなっている。その原因としては学業不

振が突出して多く 60%を占めており、学期の終わりの定期試験の成績が基準に達しない学生は

退学となるシステムによる。これは現在、国家資格試験がないこと、また卒業者を全員採用す
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る方針から、保健人材の質を確保するために、コース中に厳しい審査を行っているものと推測

される。前出レポートより 2011 年のコース別ドロップアウト率のうち、本プロジェクトに関係

する 7 コースのデータを表 1-9 にまとめた。全コース平均 14％に比して、医療技師がやや高め

の 21％、保健師、薬剤師がやや低めの 9％となっている。 

表 1-9 卒業生数およびドロップアウト数 （2011 年） 

コース 卒業生数 
ドロップアウト 

男 女 合計 ％ 

看護師 394 36 27 63 14% 
助産師 351 0 56 56 14% 

医療技師 233 42 21 63 21% 

保健師 152 9 6 15 9% 
薬剤師 230 19 4 23 9% 

臨床検査技師 142 18 4 22 13% 

歯科技師 25 3 1 4 14% 

出所：人材局年次レポート（保健省、2011 年） 

 

既存 ICSM における本プロジェクト対象コースのドロップアウトデータを表 1-10 にまとめる。

2012 年の ICSM 年次レポートによると、この年に終了したコースのドロップアウト率平均は

13%、原因では学業不振が突出して多く 75%を占める。 

表 1-10 既存 ICSM 卒業生数およびドロップアウト数（2012 年） 

コース 卒業生数 
ドロップアウト 

合計 ％ 
看護師 157 20 13% 
助産師 64 11 17% 
薬剤師 140 21 15% 
臨床検査技師 78 5 6% 

出所：ICSM 年次レポート（ICSM、2011 年） 

 

卒業時に行われるのは通常の学内定期試験のみで、各職種の国家資格試験は課されず、卒業

すれば自動的に資格が得られる仕組みになっている。ただし、保健省は近い将来に資格試験を

始める予定であり、既にドナーの協力により準備が始まっているコースもある。資格試験が始

まれば、試験による落第も加わり養成数は現在よりも減少すると見込まれる。 

5） カリキュラム 

カリキュラムの改訂は保健省人材局の管轄である。新規の機材メンテナンス技師コースを含

め、全てのコースのカリキュラムが揃っており、学内実習、病院実習の内容や時間も明記され

ている。保健省はカリキュラムをコンピテンシー基盤型（Competency-based）のものに変えて

ゆく動きがあり、看護師、助産師、医療技師の 3 コースではすでにドナーの協力により、近年

コンピテンシー基盤型のカリキュラムに改訂されている。コンピテンシーとは専門職業人が知

識、技術を統合してある状態において業務を行う能力を指し、コンピテンシー型教育では教育

プログラムの到達目標として、求められるコンピテンシーを具体的に設定する。コンピテンシ
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ー習得のための実践に力を入れられる傾向があり、また、目標設定が具体化することで、到達

度が計りやすくなる。優先 6 コースのうち、残りの 3 コース（保健師、薬剤師、臨床検査技師）

については、後述の JICA 技術協力プロジェクトにより、カリキュラムが改訂される見込みであ

る。 

（4） 既存 ICSM 概要 

1） 既存 ICSM の運営概要 

前述のように、保健人材養成機関のうち主に中級レベルの人材を養成している ICS は全国の

主要 4 都市（マプト、ベイラ、ナンプラ、キリマネ）にある。保健省は中級保健人材の増加を

方針としてうちだしているため、ICS の重要性は高いが、その中でも首都マプトにある既存

ICSM は、最大規模の学生数、立地上の優位性、特殊コースの多さなどから、最も重要な養成

機関と考えられている。既存 ICSM は 1968 年に開設され、既存校舎はマプト市の保健省や中央

病院と同じ区画にある。 

既存 ICSM では 2013 年 3 月現在、18 コース、40 クラスが運営されており、学生総数は 1,156

人、授業は午前、午後クラスの二部制となり、このほか夜間（18:00～22:15）も行われている。

施設はマプト市内にあり、上級医療従事者養成学校（ISCISA）と施設を共用しているため、わ

ずか 6 教室と実技演習室、検査演習室、PC 室で養成をしており、施設･機材の不足状況が著し

い。施設内の授業の他に病院での実習（Estagio）が授業の間に散発的あるいは一定期間集中的

に行われる。調査時にも施設内で授業を行っていたのは 40 クラス中 30 クラスで、残り 10 クラ

スは病院実習に出ているとのことであった。2013 年前学期における開設コースおよび学生数を

表 1-11 に示す。 

表 1-11 既存 ICSM 開設コースおよび学生数（2013 年前期）   

 コース クラス数 女子学生 男子学生 合計数 
1 看護師 7 165 57 222 
2 助産師 5 158 0 158 
3 医療技師 1 22 10 32 
4 保健師 2 38 20 58 
5 薬剤師 4 79 37 116 
6 臨床検査技師 1 11 15 26 
7 麻酔技師 3 15 50 65 
8 器械出し技師 1 23 8 31 
9 心理療法師 2 32 29 61 
10 放射線技師 2 8 51 59 
11 医療統計技師 3 16 68 84 
12 耳鼻咽喉技師 1 10 12 22 
13 栄養士 2 39 22 61 
14 理学療法士 2 32 22 54 
15 物理療法士 1 20 6 26 
16 ソーシャルワーカー 1 18 13 31 
17 幼児教育技師 1 11 14 25 
18 集中治療看護師 1 10 15 25 
 合計 40 707 449 1,156 

出所：ICSM 提出資料 



12 

2） 既存 ICSM 卒業生数 

既存 ICSM の 2008 年から 2011 までの卒業生数を以下に示す。年によってかなりのばらつき

があるが、これは他校でも同様であり、年によって財務省から配分される予算が異なることに

加えて、養成期間が 1 年半から 2 年半と開きがあり、入学時期も年 2 回あることから、年ごと

に一定数の卒業生があるわけではないことによる。 

表 1-12 既存 ICSM の卒業生数 （2008-2011 年） 

 コース 2008 2009 2010 2011 合計 
1 看護師 102 28 91 12 233 
2 助産師 85 0 73 85 243 
3 医療技師 22 20 52 62 156 
4 保健師 27 0 44 30 101 
5 薬剤師 31 0 89 23 143 
6 臨床検査技師 24 0 21 0 45 
7 麻酔技師 0 0 39 39 78 
8 器械出し技師 0 22 41 33 96 
9 心理療法師 0 2 27 0 29 
10 放射線技師 0 16 22 0 38 
11 医療統計技師 0 25 0 24 49 
12 耳鼻咽喉技師 20 0 0 0 20 
13 理学療法士 23 0 32 0 55 
14 物理療法士 7 0 25 0 32 
15 眼科技師 17 1 26 0 44 
16 集中治療看護師 35 0 0 0 35 
 合計 393 114 582 308 1,397 

出所：保健省提出資料 

1-1-2 開発計画 

（1） 国家上位計画 

1） 政府 5 カ年計画（Plano Quinquenal do Governo: PQG）2010-2014 年 

現行の国家上位計画である第 4 次政府 5 カ年計画（PQG 2010-2014）では、平和、調和と静け

さの環境で「モ」国民の生活条件を改善するために貧困と闘うことを目標とし、次の 5 項目を

主要な政策目標として掲げている。 

① 国の団結、平和、民主主義の統合 

② 貧困との闘いと労働文化の促進 

③ グッド·ガバナンス、地方分権化、腐敗防止とアカウンタビリティの文化 

④ 主権の強化 

⑤ 国際協力の強化 

2） 貧困削減行動計画（Plano de Acção de Redução da Pobreza: PARP）2011-2014 年 

PQG が国家開発のビジョンを示す政策文書である一方、PARP は「モ」国の貧困削減戦略書

であり、開発 5 カ年計画による政策目標を達成するための行動計画として位置づけられている。
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2011 年 5 月に閣議承認された PARP 2011-2014 では「包括的経済発展と国内の貧困・脆弱性削

減を通じた貧困との戦い及び労働力の向上」を実現するため、2014 年末までに以下のマクロ経

済目標を掲げている。 

① 2014 年までに貧困率を 42％に低減 

② 平均インフレ率 5.6％の達成 

③ 平均経済成長率 7.7％の達成 

また、貧困削減のための包括的経済成長達成のため、政府が取り組む方向を示すものとして

①農業・水産業分野における生産量増加及び生産性の向上、②雇用促進、③人間・社会開発の

3 つの政策目標を定めており、共通課題としては④ガバナンス、⑤マクロ経済と財政管理を挙

げている。このうち「③人間・社会開発」は教育、保健、食糧、栄養、水、衛生、住宅、社会

保障と雇用保障の提供を通じて、農業・水産業分野における生産量増加及び生産性の向上、雇

用促進を達成する上で優勢的な役割を果たすものと位置づけられている。また、同目標を実現

するための優先的な 3 つの戦略目標として以下を取り上げている。 

a. 社会サービスの効率と質 

b. 基礎的社会保障 

c. 社会インフラ 

このうち a の中で保健人材について「人材管理の改善を通して、質の高いケアの提供と利用

者のニーズに合致することを強調した、より人間味のあるサービスの提供を行う」と記述され

ており、また人材管理・計画・能力強化や、医療スタッフの適切な訓練と配置、非財政的なイ

ンセンティヴによる採用、交代、保持、市民社会が参加した質の高いサービスの実現などがう

たわれている。 

（2） 保健セクターの上位計画 

1） 保健分野戦略計画（Plano Estrategico do Sector Saúde: PESS）2014-2019 年 

最新の保健分野の上位計画である保健分野戦略計画（2014-2019 年、閣議承認手続き中）の戦

略的目標として、下記の 7 点があげられている。 

①保健サービスのアクセスと利用の拡大 

②保健サービスの質の向上 

③保健サービスのアクセスと利用に関する地域間および人口集団間の格差の改善 

④サービス提供および資源利用における効率向上 

⑤相互間の尊敬に基づくパートナーシップの強化 

⑥公共の資産利用における透明性と説明責任の強化 

⑦「モ」国保健システムの強化 

また、国家保健サービスで計画されているプログラムや診療サービスを実現するために必要

な年間診療時間（A）を算出し、これと規定の就労日数と NPHHRD の人材養成計画から割り出
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される可能年間診療時間（B）を比較し、職種ごとの過不足状況を試算している。表 1-13 は B

÷A の推移を示したものとなる。 

表 1-13 可能年間診療時間（B）÷必要な年間診療時間（A） 

  2014 2015 2016 2017 2018 2019 

一般医 53% 55% 61% 67% 67% 66% 

その他専門医 16% 16% 19% 22% 22% 22% 

産婦人科、上級助産師 12% 12% 12% 12% 12% 12% 

初級・中級助産師 110% 111% 111% 114% 115% 116% 

看護師（初級・中級・上級） 81% 82% 87% 91% 91% 92% 

出所: PESS 2014-2019 から調査団作成 

 

2） 国家保健人材開発計画（National Plan for Health Human Resources Development: 
NPHHRD）2008-2015 年 

保健人材の不足が深刻な問題であることから、保健人材に関わる政策をまとめた NPHHRD

が作成されており、以下のように 2015 年までと 2025 年までの 2 段階での保健サービス整備を

構想している。 

①2015 年までに人材養成システムと管理能力を大幅に改善し、質を伴った保健制度の拡充

を行う 

②2025 年までに中級・上級レベルの人材を急激に増大させる 

この実現のため、2015 年までの構想として、以下の 4 つの戦略を定めている。 

1. 国民保健サービス（NHS）と標準的枠組みの組織化 

2. NHS の全レベルでのマネジメント能力の向上 

3. NHS スタッフの配属、動機づけ、保持の改善 

4. 新卒訓練、卒後訓練、現職訓練のネットワークの拡充 

このうち人材養成に関わる項目は 4 となるが、期待される活動内容として施設面では「中核

的施設としての規準策定」、「マプトでの ICS 建設」、「患者中心型医療のためのラボやライブラ

リーの機材整備」、「文書・情報センターの設立」などが上げられている。この他、コース毎に

4 人の専任教員の配属などの教育能力に関わるものや、教授法の改善なども活動内容として取

り上げられている。 

また、NPHHRD に定められた目標数に対する国家保健サービス正規職員数の推移を表 1-14

に示す。目標数に比較すると、2011 年のみ目標値に達していないが、概ね順調に職員が増加し

ていることがわかる。ただし、この政策書に掲げられた目標数は、ナカラとインフレネに 2 つ

の ICS ができることを想定して算出されているため、実際の養成能力を超えており、2015 年の

目標値の達成は難しいと考えられている10。注意点としては、この数には教育省の管轄で養成さ

れる上級レベルの職員が含まれているため、保健省だけでは達成できない。 

                                                                 
10 2011 年人材局年次レポート、保健セクターレビュー、人材局聞き取りによる 
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表 1-14 国家保健サービス正規職員数推移 

職員種類 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年

NPHHRD 目標数 - 27,087 28,920 30,522 32,932 36,235 39,873 41,856 43,831 45,654 

職員数合計実績 25,683 27,316 29,370 32,881 33,402 34,092 N/A N/A N/A N/A 

目標数達成度 - 101% 102% 108% 101% 94% N/A N/A N/A N/A 

出所：Year Book（INE、2011 年）、NPHHRD（保健省、2006 年）をもとに作成 

 

3） 人材養成機関のための国家教育計画（Plano Nacional de Formação por Institutição de 
Formação: PF）2011-2015 年 

PF は NPHHRD に定められた保健人材数目標を達成するための行動計画として、2011～15 年

の保健省所轄の中級、基礎レベル人材の養成計画を定めたものである。表 1-15 は NPHHRD に

定められた保健人材目標数、ならびに PF での同目標を整理したものである。PF は NPHHRD よ

り後に作成されており、ニーズが高くなっている職種については目標値が上方修正されている。 

表 1-15 中級・基礎レベル保健人材養成目標数 

 [A] [B] [C]=[B]-[A] [D]=[C]*0.1 [E]=[C]+[D] [F] 
2010 年 
人材数 

2015 年 
目標値 

必要数 損失予測 NPHHRD 
養成目標数 

PF 
養成目標数

看護師 5,397 7,618 2,221 222 2,443 2,504 
助産師 4,110 5,740 1,630 163 1,793 2,082 
医療技師 3,320 3,583 263 26 289 1,452 
保健師 1,285 1,684 399 40 439 925 
薬剤師 1,221 2,002 781 78 859 879 
臨床検査技師 1,206 1,574 369 37 406 739 
小計 16,539 22,201 5,663 566 6,229 8,581 
麻酔技師 114 335 221 22 243 219 
器械出し技師 183 421 238 24 262 245 
その他 1,751 2,680 929 93 1,022 1,369 
合計 18,587 25,638 7,051 705 7,756 10,414 

出所：PF 2011-15 

 

全国の養成目標数にもとづき、養成学校ごとの個別のコース運営計画が計画されており、各

養成校は、基本的にはこの計画に従ってコースを開設している。ただし予算状況などにより実

施状況は異なってくるとのことである。以下に養成機関ごとの卒業生目標数を示す。2011 年に

ついては卒業生の統計がでているためこれを加えたが、目標数をほぼ達成している。 

表 1-16 養成機関ごとの卒業生目標数および 2011 年実績 

 実績 卒業生目標数 
2011 2011 2012 2013 2014 2015 合計 

ICS Maputo 308 351 450 250 350 450 1,851 
ICS Beira 283 271 220 275 200 325 1,291 
ICS Quelimane 383 354 200 250 200 375 1,379 
ICS Nampula 262 320 350 350 375 350 1,745 
CFS Chicumbane  88 80 100 100 50 200 530 
CFS Inhambane 79 50 75 175 75 175 550 
CFS Massinga 12 0 100 75 75 100 350 
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CFS Nhamatanda 50 56 75 75 50 50 306 
CFS Chimoio 52 60 75 150 75 100 460 
CFS Tete 70 27 100 100 125 125 525 
CFS Mocuba 27 25 75 50 50 50 252 
CFS Pemba 22 25 200 25 150 100 500 
CFS Moçimboa da Praia 28 25 25 50 0 75 175 
CFS Lichinga 28 0 75 50 50 75 275 
CFS Cuamba 0 0 50 0 50 50 150 
IMEPS11 N/A 0 0 0 50 25 75 
合計 1,692 1,719 2,170 1,975 1,925 2,625 10,414 

出所：目標数は PF2011-15、実績数は保健省人材局提出資料より 

 

4） 追加養成計画（Plano de Aceleração da Formação de Tecnicos de Saúde: PAF II）
2013-2015 年 

上級の医療従事者の養成については、上級医療従事者養成学校（ISCISA）が教育省所管であ

り保健省が管理できないことと、高等教育機関の自治権が大きいことから、養成数を国家が主

導しにくいという事情から、表 1-17 に示すように NPHHRD で掲げた上級専門技師養成の目標

達成が困難との見込みとなっている。この事態への対策として、2012 年に中級医療者が代替可

能である職種についての追加養成（PAF II）が計画された。前項の PF と同様に、学校ごとの養

成計画がされており、PF での職種別目標数に PAFII での目標数を加えたものが現行の養成計画

となっている。既存 ICSM においても、特に不足が著しい看護職の上級専門技師を中心として、

看護師 3 コース、薬剤師、臨床検査技師各 1 コースが追加されている。このような状況から、

中級保健人材養成の重要性は現在、いっそう高まっている。 

表 1-17 上級レベル技師の不足 

 

[A]  [B]  [C]=[B]-[A] [D]  [E]=[D]-[C] 
2010 年 
実数 

2015 年 
目標* 

養成必要数 
2011-15 年 
養成予測数 

不足数 

看護師 107 1,835 1,728 125 -1,603 
助産師 23 211 188 24 -164 
医療技師 859 1,106 247 125 -122 
保健師 4 19 15 8 -7 
薬剤師 48 0 - 100 - 
臨床検査技師 20 6 - 50 - 
麻酔技師 11 0 - 5 - 
合計 1,072 3,177 2,178 437 -1,896 

出所：PAF II（保健省、2012） 

*NPHHRD に記載された養成目標数より。 

（3） 2016 年以降の保健人材需要予測について 

上述の人材開発計画は全て 2015 年までのものであり、2016 年以降の具体的な養成計画はたて

られていないため、現在保健省として出せる養成数値目標はない。ただし、PESS 2014-2019 に

                                                                 
11 2014 年以降に開設予定で、「病院設備メンテナンス技師」「疫学調査技師」「保健管理技士」のコースが予定されている。 
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以下の記述があり、今後の中級レベル人材の需要および養成数の伸びが確認できる。 

・現行の人材開発計画により 2013 年から 2015 年までに中 1,475 人の保健人材が輩出され

る予定であるが、この 85%が中級レベルであり、中級レベルの人材養成の優先性が更に

強化される 

・現行の人材開発計画における新規養成校入学者は年間 2,000 名を超えるが、WHO が推奨

する最低限の保健人材数レベルの達成には遥かに及ばない。現在の養成ペースを維持し

た場合、今後も国は最低限のニーズにも対応できない状況である 

・保健人材不足の解消のため、中級・上級レベルの人材の新規人材養成の更なる拡充が検

討されるべきである 

1-1-3 社会経済状況 

（1） 政治状況 

「モ」国の政治体制は共和制であり、立法機関は一院制で共和国議会と呼称され、議員数は

250 名、任期は 5 年である。1992 年にモザンビーク包括和平協定が調印され、独立後 17 年にわ

たって続いた内戦が終了した後、政情は基本的に安定している。1994 年には複数政党制の下で

第 1 回総選挙（大統領選挙および国会議員選挙）が行われ、モザンビーク解放戦線（FRELIMO）

のシサノ党首が新大統領に選出された。その後も選挙は着実に実施され、2009 年の第 4 回総選

挙では、ケブーザ大統領が再選（2 期目、任期 5 年）され、与党 FRELIMO の勝利という結果

となった。2013 年下半期に州議会議員選挙が、2014 年に大統領選挙が予定されている。 

（2） 経済状況 

「モ」国は、紛争終結後、アフリカで最も経済が好調な国のひとつとなっている。近年、年 6

〜8% 程度の経済成長率を維持しており、今後も、好調な外国投資・インフラ整備投資などに

支えられ年 8% 程度の経済成長が予想されている。しかし、堅調な経済発展の一方、2012 年の

人口一人当たり GNI（国民総所得、Atlas Method）は 510US ドル（世界銀行、2012 年）と依然

として低く、世界における最貧国の一つとして位置づけられており、世界銀行によると低所得

国（Low income level）に区分けされている。 

同国は肥沃な土地と森林資源に恵まれた農業国であり、カシューナッツ、砂糖、綿花等の輸

出用換金作物の生産が多い。基幹産業である農業は就業人口の 8 割を吸収するが、その大部分

は生産性の低い零細な生産活動にとどまる。また、インド洋に面した長い海岸線を有し、エビ

等の水産漁業資源が豊富であるだけでなく、隣接する内陸国への玄関口としての経済効果の潜

在性は高い。また、同国の経済をけん引してきた、アルミ精錬等の大型プロジェクトに加え、

近年では良質の石炭、大規模天然ガス田の発見により、鉱物資源・エネルギーの開発投資が増

加しており、我が国企業の参画が進むとともに、関心が高まっている。更なる経済発展のため

に、経済活動の多様化、政府の貧困削減戦略と資本集約的なメガプロジェクトの統合、非効率

な農業分野の開発、投資環境の改善などが課題としてあげられる。 
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表 1-18 主要経済指標 

  2007 2008 2009 2010 2011 2012 

GDP 成長率(%) 7.3 6.8 6.3 7.1 7.3 7.4 

GDP 総額 (百万 UDS) 8,035 9,891 9,674 9,274 12,568 14,587 

一人当たり GNI （Atlas Method） 330 380 420 430 450 510 

出所： World Development Indicators（世界銀行、2013 年） 

（3） 社会状況 

堅調な経済成長を通じた貧困削減・社会開発が同国の開発課題の柱であるものの、近年の経

済発展の一方で、保健・教育等の社会分野の開発の遅れにより、UNDP の人間開発報告書 2013

年版では、人間開発指数は 0.327、順位も評価対象 187 ヶ国中 185 位と低迷している。「モ」国

より下位に位置するのは、コンゴ民主共和国とニジェールの 2 カ国のみである。 

表 1-19 に近隣諸国の人間開発指数およびこの算出に使用される社会・経済指標をまとめた。

人間開発指数は、長寿で健康な生活、知識へのアクセス、人間らしい生活の水準という 3 つの

基本的な側面に着目して人間開発の達成度をまとめてあらわす指標であるが、「モ」国は、近隣

諸国中、一人当たり GNI 順位から人間開発指数順位を引いた差が最大になっており、経済発展

のレベルと比較して社会開発が立ち遅れていることがわかる。 

表 1-19 近隣諸国との経済・社会指標の比較 

  
人間開発指
数順位[A] 

人間開発
指数*1 

出生時平
均余命 

平均就学
年数 

予想就学
年数 

一人当たり
GNI(PPP) 

一人あたり GNI
順位–[A]*2 

データ年 2012 2012 2012 2010 2011 2012 2012 

単位 187 国中 値 年 年 年 USD 

モザンビーク 185 0.327 50.7 1.2 9.2 906 -9 

マダガスカル 151 0.483 66.9 5.2 10.4 828 28 

マラウイ 170 0.418 54.8 4.2 10.4 774 10 

タンザニア 152 0.476 58.9 5.1 9.1 1,383 10 

ザンビア 163 0.448 49.4 6.7 8.5 1,358 0 

ジンバブエ 172 0.397 52.7 7.2 10.1 424 14 

出所：人間開発報告書 2013（UNDP） 

*1 人間開発指数 : 出生時平均余命（長寿で健康な生活）、平均就学年数・予想就学年数（知識へのアクセス）、

一人あたりGNI (PPP)（人間らしい生活の水準）の指標から算出される。 

*2 一人あたりGNI順位−[A] ： 一人当たりGNI順位から人間開発指数順位を引いた差。経済発展と社会開発とのバラ

ンスを表す。 

1-2 無償資金協力の背景・経緯及び概要 

「1-1-1 現状と課題」で見たように、「モ」国では内戦終結後の 90 年代前半から保健人材養

成を継続的に進めてきた。この結果、2000 年から 2010 年の 10 年間で保健人材の数は 2 倍以上

に増加し、医師、看護師、助産師の人口に対する割合は、2010 年において 10 万人あたり 46 人

（保健セクターレビュー、2012年保健省）、2015年には 65人にまで向上すると予想されている。

しかし、改善がみられるとはいえ WHO が奨励する人口 10 万人あたり 230 人（医師、看護師、
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助産師）のレベルを達成するにはほど遠く、保健サービス網のさらなる拡張とこれに必要な保

健人材の増員が大きな課題となっている。また、量のみならず質についても、養成カリキュラ

ムは実習の機会が少なく座学に偏った内容となっているため、臨床技術の修得が不十分なもの

となり、現場での質の高い保健サービスの障害となっている。これに対して日本を含む各国ド

ナーは保健人材養成カリキュラムの見直しを支援し、より質の高い保健人材の養成を目指して

いる。特に日本は 2005 年から継続的に教育の質の向上を目標に支援をしてきた。 

保健人材養成機関のうち主に中級レベルの人材を養成している医療従事者養成学校（Instituto 

Ciencias de Saúde：ICS）は全国の主要 4 都市（マプト、ベイラ、ナンプラ、キリマネ）にある

が、首都マプトにあるマプト市医療従事者養成学校（既存 ICSM）の学生数は 1,099 人（2012

年）と全国で最大規模を誇る。しかし、上級医療従事者養成学校（Instituto Superior de Ciencias de 

Saúde: ISCISA）が 2004 年から同施設を共用してからは、千人以上の学生数に対して、わずか 6

教室と実技演習室、生物化学演習室と PC 室で運営されており、著しい施設･機材の不足状況に

ある。また、施設的な制約から実習を重視した教育の実施ができず、教育の質の問題にも影響

を与えている。政策上求められている中級人材の養成を強化するためは、既存 ICSM の施設と

機材を整備することが喫緊の課題となっている。 

こうした状況を踏まえ、「モ」国政府は既存 ICSM の校舎を新設し、一部機能を移転する計画

を策定し、我が国に対してその実施に係る無償資金協力を要請した。 

 

1-3 我が国の援助動向12 

我が国は「モ」国に対して 1975 年の災害緊急援助から援助を開始し、1992 年の内戦終結後、

同国の経済発展を促進する観点から 1990 年代は無償資金協力および技術協力を中心に援助を

実施した。無償資金協力については、食糧援助および食糧増産援助を実施してきたほか、水供

給分野、保健•医療分野、運輸分野などにおける援助を実施し、技術協力については保健・医療、

農林水産業、インフラ、人的資源等の分野で研修員受け入れや開発調査を中心とする援助を実

施した。また、2006 年には同国に対して初めての円借款を供与した。2011 年度までの累計実績

は政府貸付等 51.09 百万ドル、無償資金協力 825.61 百万ドル、技術協力 124.27 百万ドル、合

計で 1,000.98 百万ドルにのぼる。 

我が国の同国への政府開発援助（Official Development Assistance: ODA）の基本方針には、「モ」

国の貧困削減活動計画をふまえ、高い潜在力を発揮して持続可能な経済成長を実現しつつ、貧

困削減ができるよう、（ア）回廊開発を含む地域経済活性化、（イ）人間開発、（ウ）防災、気候

変動対策の 3 分野への支援を重点的に展開していくこととしている。本プロジェクトに関係す

る（イ）人間開発については、世界で最下位層に低迷する人間開発指数の改善およびミレニア

ム開発目標達成をめざし、保健サービスおよび基礎教育へのアクセス改善のための支援、給水

施設の整備を通じた安全な水へのアクセス拡充のための支援を行うとしている。 

近年の同国保健分野へ援助活動としては、保健省人材養成局への技術協力、無償資金協力、

                                                                 
12 本節の記述は、外務省「政府開発援助(ODA)国別データブック 2012」を参考にしている。 
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青年海外協力隊(保健隊員)の派遣が行われている。近年の保健分野での技術協力と無償資金協

力の主なプロジェクトは表の通りである。 

表 1-20 我が国の技術協力の実績（保健分野） 

協力内容 実施年度 案件名/その他 概要 

技術協力プ
ロジェクト 

2005–2008 
年度 

保健人材養成機関能力
強化プロジェクト 

保健人材養成機関における養成教育を標準化 

2006–2009 
年度 

テテ州拡大予防接種計画
実施体制強化プロジェクト

拡大予防接種計画カバー率と質向上のため、予防
接種サービス内容の向上、情報システムの改善、巡
回サービス改善、コールドチェーンの整備、州・郡保
健局による監督能力の強化活動を実施 

2007-2010 
年度 

ソファラ州におけるエイズ
啓発のための情報教育コ
ミュニケーション活動強化
プロジェクト 

ソファラ州の若者のエイズ感染予防行動の変化、エ
イズ感染者に対する差別的態度の緩和を目的とし
た情報教育コミュニケーション活動の実施 

2011–2015 
年度 

保健人材養成機関教員
能力強化プロジェクト 

優先 6 コースのカリキュラム、シラバスの標準化、教
員研修と教員の質の継続的管理(モニタリング評
価、統一試験の導入、等) 

2011-2014 
年度 

ガザ州エイズ対策委員会
能力強化プロジェクト 

成人 HIV 感染率の最も高いガザ州のエイズ対策委
員会の調整、コミュニケーション、モニタリング・評価
能力の強化 

専門家派遣 2009-2011 
年度 

保健人材育成アドバイザ
ー 

保健人材養成機関で使用される教材の質向上のた
め教材作成と関係する技術的・人的能力向上の強
化、実習室の活用促進 

研修員受入 2013-2015
年度 

国別研修 医療従事者学
校教員指導力強化 

医療従事者養成学校教員及び実習指導者の教授
能力強化のための研修 

出所：JICA ホームページをもとに作成 

表 1-21 我が国の無償資金協力の実績（保健分野） 

実施年度 案件名 供与限度額 概要 

2004 年度 キリマネ医療従事者養成
学校整備計画 

9.26 億円 教室、演習実習施設、管理諸施設、講堂、学生寮
及び職員宿舎 6,350 ㎡の施設建設及び機材を整備

2006 年度 マラリア対策計画 4.49 億円 北部・中部 5 州の妊産婦、5 歳未満児童を対象に
121 万人分の蚊帳を配布 

2007 年度 保健人材養成機関施設及
び機材拡充計画（詳細設
計） 

0.48 億円 5箇所の保健人材養成機関の教室・演習室及び寮、
並びに全国 12 箇所の養成機関の実習機材等を整
備する「保健人材養成機関施設及び機材拡充計
画」の詳細設計を実施 

2008 年度 保健人材養成機関施設及
び機材拡充計画 

10.45 億円 5箇所の保健人材養成機関の教室・演習室及び寮、
また 12 箇所の養成機関の実習機材等を整備 

出所：JICA ホームページをもとに作成 

 

 

 

1-4 他ドナーの援助動向 
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（1） 「モ」国における他ドナー援助の枠組み 

「モ」国はサブ・サハラ・アフリカにおいて援助協調が最も進んだ国の一つである。保健、

教育、農業、水等の各分野においてセクター・ワイド・アプローチ（SWAp）型支援が行われて

おり、保健分野においても、テーマ別のサブグループが定期的に開合を開き、政府およびドナ

ー間の協調がはかられている。また、セクター別の一般財政支援のためのコモンファンドが設

立され、保健分野では PROSAUDE と呼称されている（2-1-2、（2）参照）。一般財政支援により

政府の政策に沿った支出が可能となるため、保健人材育成という優先度の高いプログラムの予

算確保の一助となっており、これまでも保健人材増加に伴う国の人件費予算が不足した場合は

ここから支払われている。一般財政支援に加えプロジェクト単位による個別支援、直接支援も

多く、その中でも特に HIV/AIDS 関係に特化した支援は額が大きい。 

（2） 人材育成分野、既存 ICSM への主要ドナー 

人材育成を支援するドナーは、ドナーコーディネーションサブグループの定期会合を通して

相互に情報共有、調整、協力を行っており、活動の重複が無いようにしている。2012 年夏まで

はデンマーク政府支援のコンサルタントが中心となって人材育成政策の策定とモニタリングを

支援してきたが、これが中断されたために政策モニタリングが一部弱くなっている様子が伺わ

れ、データの所在が不明なことがあった。この状況を改善するため、人材局新規教育部では、

モニタリング担当チームを 2013 年中に再編成する予定である。 

人材育成支援分野には政策、新規教育、継続教育、管理職の育成などのサブ分野があるが、

本プロジェクトに関係の深い新規教育および既存 ICSM への主なドナーを表 1-22 にまとめた。

新規教育への援助形態としては、複数もしくは全体の養成機関を対象とした技術援助（カリキ

ュラム改訂など）と、養成機関のコースを指定しコース運営費総額を援助する形態が主であっ

た。 

表 1-22 他ドナー国･国際機関による援助実績（保健人材養成分野） 

実施 
年度 

機関名 案件名 
金額 

（千 US$）
援助
形態

概要 

2000 年度-
現在 

コモンフ
ァンド 

PROSAUDE 
85,706(10)

102,768(11)
84,021(12)

無償
保健コモンファンドによる財政支援。ここか
ら既存 ICSM へも運営資金の一部を拠出
（2009-11 年 499 千ドル、2012 年 34 千ドル）。

2006 年度-
現在 

I-Tech13 
保健人材養
成機関強化 

4,086 無償
アメリカ政府資金により、医療技師養成コー
スのカリキュラムの改訂、これに伴う訓練を
行う。毎年見直ししており、実施年度は未定。

2009-2014
年度 

Jhpiego14 
人的資源開
発強化 

7,000 無償

アメリカ政府資金により、看護師および助産
師養成コースのカリキュラムの改訂、これに
伴う訓練、機材供与等を行う。人材養成以外
の保健分野でも７つのプログラムがある。 

2010-2013 ICAP15 保健人材支 430* 無償 アメリカ政府資金によるマプト市、イニャバ

                                                                 
13 International Training & Education Center for Health、ワシントン大学、カリフォルニア大学によるプログラム 
14 アメリカ、ジョンズホプキンス大学のプログラム 
15 International Center for AIDS Care and Treatment Programs、コロンビア大学によるプログラム 
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年度 援 ネ、ザンベジア、ナンプラでのエイズケアの
拡充と人材育成を支援。既存 ICSM へは防衛
省向けの保健人材コースに資金援助。 

2010-2013
年度 

イタリア
政府 

人的資源開
発支援 

1,945* 無償
既存 ICSM、ICS ベイラ、CFS ニャマタンダの
人材育成コースに資金援助。14 年まで延長の
見込み。施設修復、機材支援もあり。 

* 全体額ではなく、既存 ICSM 向けの支援額 



 

第 2 章 プロジェクトを取り巻く状況
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第2章 プロジェクトを取り巻く状況 

2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織･人員 

本プロジェクトの所管官庁は保健省であり、実施機関は保健省計画協力局（Direcção de 

Planificação e Cooperação: DPC）である。DPC は事業全体の調整と推進を担い、人材局（Direcção 

de Recursos Humanos: DRH）がカリキュラムや運営面から助言を、また総務財務総務局（Direcção 

de Administração e Finanças: DAF）が免税手続きなどを協力する体制となる。許認可手続きや敷

地整備、インフラ引き込み、門塀の建設は計画協力局インフラ部（Departamento de Infra-estrutura: 

DI）が行う。計画協力局は保健省が行う病院などの施設建設プロジェクト全てを管理しており、

スタッフにも多数、技術者がいるが、実際の仕事はプロジェクトごとに外部のコンサルタント

を雇用し、監理を委託する体制を取っている。 

 

図 2-1 保健省組織（太線は関係部局） 

 

プロジェクト実施後の協力対象施設・機材の運営・維持管理は新設 ICS の運営組織が行う。

新設 ICS の人員体制ならびに、既存 ICSM からの移転と新規採用の種別は表 2-1 のように、常

勤教師 60 名を含む 146 人からなる。新設 ICS が既存 ICSM と共通の組織により運営されるか、

別組織により運営されるかは未定である。 

地方分権政策の一環から、既存 ICSM を除く保健人材養成機関 14 校（ICS3 校、CFS11 校）
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はすでに州政府・郡政府へ移管されており、既存 ICSM についてもマプト市州政府への移管が

2012 年から検討されている。このため新設 ICS についても、マプト市州政府側での受け入れ体

制が整い次第、移管される可能性がある。マプト市州政府の所管となった場合、予算手続は保

健省からマプト市州政府に移るが、施設・機材の所有者は依然として中央保健省であり、ICS

の教職員は保健省職員、国家保健サービス職員とともに保健省人事下にあり、職員の所属には

本質的な変更はない。また調査の中で、これまで州政府に移管された養成機関についても移管

後の運営には支障が無かったと聞き取っている。 

表 2-1 新設 ICS の組織 

職位 人数     備考 

    
既存 ICS

からの異動
省内 
異動 

計   

管理職 3 0 3   
  校長 1 1   
  副校長（教務担当） 1 1   
  副校長（事務担当） 1 1   
教員部門 26 34 60   

  常勤教師 26 34 60 
1 クラスあたり 4 名×15 クラスとして算定
している。 

事務管理部門 24 8 32   
  図書課 2 2 4   
  コンピューター課 2 2   

  学生課 2 2 4 
文書保管、各種手続き、社会的問題、
進級、健康管理 

  財務・総務課 4 4 会計、財務 
  人材課 4 4   
  調達監理ユニット 4 4 調達全般、購入、入札 
  在庫・資産管理課 4 4   
  総務課 2 2 4 受付、文書保管、秘書室 
  新規教育・継続教育課 2 2   
サービス部門 30 21 51   
  警備課 6 6   
  栄養・食事課 8 8   
  学生寮・ランドリー課 4 4 8   
  清掃・美化課 8 8   
  スポーツ課 1 1   

  メンテナンス課 10 10 20 
電気工、大工、機械工、配管工、機材
担当、塗装工、学生送迎（運転手） 

合計 83 63 146   

 

2-1-2 財政･予算 

（1） 国家予算 

2011 年から 2013 年の国家予算は表 2-2 のように順調に増加している。近年の国内経済発展に

よる GDP 拡大に伴い、歳入の増加及び国内予算の比率は今後も増加してゆくと見込まれる。 
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表 2-2 国家予算の推移 

（単位：百万 MTn） 

 2011（改定予算） 2012（予算） 2013（予算案） 

国家予算総額 141,757 163,035 174,955 

（前年度比） 120.2% 115.0% 107.6% 

経常予算 77,006 97,518 106,430 
投資予算 64,752 65,518 68,525 

出所: 各年の国家予算書（または案）より作成（予算執行年度は 1 月～12 月） 

（2） 保健省予算 

2013 年版の世界保健統計（WHO）によれば、GDP に対する保健支出の割合は、2000 年に 6.2％、

2010 年には 6.3％とほぼ一定であるが、国家予算に対する保健支出の割合は同時期に 17.0％か

ら 10.4.％に減少している。ただし、実質的な支出額としては増加傾向にあり、人口一人あたり

の国家保健支出額は、同時期に平均為替レートで 10US ドルから 13US ドル、購買力平価で 19US

ドルから 30US ドルに増加している。今後の国家保健予算確保のためには国家の税収能力が鍵

となるが、国家の歳入は南部アフリカの平均を超える GDP の 30％に達している。このうち国

内歳入は 21％を占め、このほとんどが税収である 。過去の好調な経済成長、資源の発見によ

る新たな産業の振興等、今後の歳入の増加が見込まれる条件下にあると見られている。 

保健省予算は国家予算と、ドナーからの保健分野への一般財政支援である PROSAUDE（Fundo 

de Apoio ao Sector de Saúde）、ならびに医薬品から構成される。国家予算の半分程度は人件費で

あり、国家予算および医薬品予算の一部を除く全てがドナー支援予算となっている。過去 3 年

間の保健省予算を整理すると表 2-3 のようになるが、保健省予算における外部資金（オンバジ

ェット）の割合は、2012 年に 31％にのぼる16。ドナー支援のうち保健省予算に含まれないもの

（オフバジェット）もあり、ここには表れない。最大ドナーである米国の支援がオフバジェッ

トのため、保健支出全体としては非常に大きな割合がドナーからの支援となる17。  

表 2-3 過去 3 年の保健省予算（執行額） 

（単位: 千 Mt） 

 2010 年 2011 年 2012 年 

 執行額 % 執行額 % 執行額 % 

1. 国家予算 4,218,613 41 3,263,448 32 4,159,540 37 

 1.1 経常予算（中央＋州） 3,907,169 38 2,980,573 29 3,581,610 32 

  内訳：人件費 2,082,883 (20) 1,636,462 (16) 1,982,589 (18) 
  内訳：物品、サービス 1,804,309 (17) 1,286,162 (13) 1,551,005 (14) 

  内訳：資本支出 19,977 (0.2) 57,949 (1) 48,015 (0.4) 

 1.2 投資予算（中央＋州） 311,444 3 282,875 3 577,930 5 
2. PROSAUDE 中央 1,833,440 18 1,008,931 10 710,210 6 

                                                                 
16 出所：Health Sector Budget Brief（FDC & UNICEF, 2012） 

17 2012 年の米国による支援は PROSAUDE 総額に匹敵する 112 万ドルにのぼる。出所：Health Sector Budget Brief（FDC & 
UNICEF, 2012） 
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3. PROSAUDE 州 744,876 7 1,076,098 11 994,941 9 

4. 医薬品18 3,218,262 31 3,909,904 38 4,949,398 44 
保健省管理予算合計 10,015,192 97 9,258,381 91 10,814,088 96 

5. 保健省管理外投資予算
19 

348,275 3 963,173 9 425,027 4 

6. グローバルファンド 8,181 0.1 0 0 0 0 

総計 10,371,648 100 10,221,555 100 11,239,115 100 

出所：保健セクター予算執行報告（保健省、2010 年、2011 年、2012 年） 

 

過去 3 年の PROSAUDE 拠出国と額をまとめると表 2-4 のようになり、84～103 百万 US ドル

程度と安定しており、比較的信頼できる財源と考えられる。政府がこれを計画的に利用できる

環境にあり、保健人材増員に伴う人件費増加分も一部ここから支払われている。ただし、拠出

内訳を見ると、2010 年に 15 あった拠出機関が 2012 年には 9 にまで減少しており、欧州通貨危

機の影響でヨーロッパ数か国が支援をとりやめたことによる減額をカナダの増額が補ったかた

ちになっている。2010 年には最大拠出支出国であったアイルランドの割合が 22％だったのに対

し、2012 年のカナダの拠出額は全体の 41％に達しており、一国の負担が大きくなることで財源

としての安定性が減じている。 

表 2-4 PROSAUDE 拠出機関および金額（2010-2012 年） 

（単位千 US ドル） 

ドナー 2010 年 2011 年 2012 年 
カナダ 8,698 35,251 34,198 
ベルギー 2,739 2,644 0 
デンマーク 6,584 7,078 0 
フランス 4,082 0 0 
国連人口基金 500 500 500 
オランダ 9,525 9,255 10,811 
アイルランド 18,491 17,848 18,243 
英国 11,336 10,899 11,078 
スイス 3,543 5,137 4,839 
国連児童基金 1,200 1,200 1,200 
フィンランド 4,899 0 0 
欧州連合 8,265 7,933 0 
スペイン 4,082 3,966 2,027 
カタルーニャ政府 672 0 0 
イタリア 1,089 1,058 1,124 
合計 85,706 102,768 84,021 

出所：保健セクター予算執行報告（保健省、2010 年、2011 年、2012 年） 

 

（3） 既存 ICSM 予算 

                                                                 
18 国家予算、PROSAUDE、その他の支援が財源。医薬品金額は各種ファンドからの現物寄付を含む。 

19 ドナー支援のうちドナー直接管理のもの。データはドナーからの報告額。 
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既存 ICSM の財務システムでは使途・費目に応じた支出報告がされておらず、単に国庫、コ

モンファンド、二国間援助という 3 つの財源に分類されているのみとなっており、過去 3 年間

分を整理すると表 2-5 のようになる。また、既存 ICSM の年次レポートにも会計面での記述が

乏しく、2011 年版にのみに国家予算および PROSAUDE 実質予算が当初予算額を下回ったため、

イタリア政府支援予算を運営資金として使用した旨が記述されているにとどまる。2010 年、

2012 年については実質予算の状況は提出資料からは不明だが、当初予算額が実質の額と異なる

ことが、執行率が一律でないことの原因である可能性もある。ICS キリマネでは通常の使途に

応じた会計処理がされていると回答があったことから、州政府の所管であれば適切な会計の記

録がされると思われ、新設 ICS がマプト市州政府の管轄となった場合には、同様に会計処理が

される可能性はある。 

表 2-5 過去 3 年の既存 ICSM 予算（当初または実質）ならびに執行額 

（単位: 千 Mt） 

 2010 年 2011 年 2012 年 

 予算 執行額 予算 執行額 予算 執行額 

国家予算合計 15,151 15,152 16,971 266 22,500 13,049 

経常予算 15,151 15,152 16,971 266 22,500 13,049 
投資予算 0 0 0 0 0 0 

財政支援総計 14,899 5,272 14,899 3,382 1,000 977 
PROSAUDE 14,899 5,272 14,899 3,382 1,000 977 

垂直支援合計 5,472 0 47,662 35,649 18,602 12,083 
ICAP 5,472 0 5,472 4,609 2,736 2,736 

イタリア 0 0 42,190 31,040 15,866 9,347 

総額 35,522 20,424 79,532 39,297 42,102 26,110 

出所：保健省提出資料をもとに作成。2011 年執行額だけは ICSM 年次レポート 2011 年版より。 

 

2-1-3 技術水準 

プロジェクトの実施機関である保健省計画協力局は 6 部から構成され、このうち担当部署は

インフラ部（DI）となり、建築家・エンジニアなど工学系の技師 12 名のほか、法務と税務、経

済担当者 3 名をスタッフとして擁する。DI はこれまでに多くの建築プロジェクトをドナー支援

にもとづき実施しており、十分な経験とノウハウを蓄積している。過去の日本の無償資金協力

案件（以下、無償案件とする）でも実施機関としての役割を問題なく果しており、本プロジェ

クトで期待される技術的事項についても技術レベルに問題は無く、支障なくその役割を果すこ

とが可能と判断される。 
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2-1-4 既存施設･機材 

（1） 既存施設の現状 

既存 ICSM は 1968 年に現在の位置に開設されており、4 階建ての教育・事務管理棟と学生寮・

食堂棟、250 人収容の階段教室スタイルの講堂、平屋の実験室棟の 4 棟が運動場を囲むロの字型

の平面配置となっている。施設は全般によく維持管理されており、状態は良好である。 

一般教室は全部で 13 室あるが、2004 年から上級医療従事者養成学校（ISCISA）と施設を共用

しているため、6 教室のみを既存 ICSM が使っている。このほかに、一般教室と同じユニットの

実技演習室と PC 室があり、30 席前後に対して十分な広さと言えるが、実技演習室のみ室内に機

材庫があるため狭く演習活動に支障を来している。一般教室は天井扇、プロジェクター、スクリ

ーンを備える。窓が東向きであることが多いため、遮光のためカーテンや窓にペンキを塗るなど

している。生物化学演習室は 2 室あるが、1 室のみ使われており、もう 1 室は改修され代替教室

または演習前のブリーフィングに使われている。一般教室以外はエアコンを備えている。 

事務管理部門は教育・事務管理棟の 2 階にまとまっており校長室、副校長室、事務室がある。

この他、1 階に受付や ISCISA の事務管理部門がある。図書室は既存 ICSM と ISCISA のそれぞれ

の閉架式書庫（3,000 冊）を備えた閲覧室と PC コーナーからなる。事務管理ならびに図書室に

はエアコンが備わっている。 

学生寮は既存 ICSM の生徒のみが使用しており、定員が 244 名であり、現在は 238 名が居住し

ている。この他に敷地外に施設を賃貸し 28 名を住まわせている。3 階に分かれており各階おお

むね 80 名定員で、4 階を女子用に 2、3 階を男子用に割り当てていて、男子寮生は 169 名、女子

寮生は 69 名となっている。学生寮の棟の 1 階部分は定員、約 150 人の食堂となっており、学生

と教師に朝昼夕食を供している。 

既存 ICSM のある区画はマプト中央病院に隣接しており、病院とその関連施設とともに広大な

一画を形成している。このため専門性の高い技師が容易に既存 ICSM に来ることができる。既存

ICSM は中央病院を挟んで保健省にも近く、講堂は保健省の各種イベントに使われることもある。 

（2） 既存機材の現状 

a. 実技演習室 

「保健人材養成機関施設及び機材拡充計画（2007 年、以下「前回計画」とする）」で、既存 ICSM

の看護師と助産師コースを対象にした実技演習室向けの機材が整備されている。等身大のマネキ

ンが置かれるベッドが大小 6 台（クランクベッド 2 台含む）、各種人体模型、プロジェクターと

スクリーン、デスクトップ PC がある。教員へのインタビューや実機のチェックで活用状況を確

認したところ、基本的に有効に活用されており、目立った破損もなく丁寧に取り扱われていた。

器具類では特に滅菌器が各コースの演習で良く使用されており、マネキン類では、患者ケアマネ

キンや出産シミュレーターも良く使われている形跡があった。一部未使用の筋肉注射シミュレー
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ター等があったが、スペースの制約から複数あるシミュレーター全部の同時使用ができないこと

による。 

b. 生物化学演習室 

生物化学演習室には中央実験台が 3 台あるが、各実験台には流しと電源ソケット・ガスバーナ

ーが付いている。実験台は壁に寄せられて設置されているが、教員へのインタビューによると使

い勝手が悪いとのこと。前回計画での生物化学演習室への機材整備はされておらず、既存機材は

すべて ISCISA 所有の機材であり、蒸留器、遠心器、顕微鏡、分光光度計、培養器、電気滅菌器

等の基本的な機材が一通り揃っている。このほか、微生物学の演習用の安全キャビネットがある

が、不具合があり使用されていない。 

c. 病院実習用バス 

既存 ICSM には 30 人乗りのバスが 2 台あり、維持管理は適切に行われており状態は良い。運

行表によると、看護師と助産師コースが同時に複数クラス開講されているため、特に病院実習

が集中する期末を中心に余裕のない運行状況が確認された。現在は隣接する中央病院での実習

もあり、徒歩で移動する学生もいるため何とか運営できているが、新設サイト近隣には精神病

院しかないため、病院実習のための移動用のバスの必要性は高まる。 

 

2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況 

2-2-1 関連インフラの整備状況 

（1） 立地、アクセス及び周辺地域 

サイトはマプト市の郊外、市の中心部（保健省、中央病院所在地のあたり）から北側約 15km

のインフレネ地区にあり、サイト東側は国道 1 号（幅員 12m）に面している。国道 1 号は南北

に長い国土を持つ「モ」国の主要幹線道路であり、マプト市街地や輸入材の荷揚げ港であるマ

プト港、各種工業製品の調達先となるマトラ市からのアクセスは良好で、季節による影響もな

い。ただし、郊外からの通勤者によって朝夕は渋滞しており、ラッシュ時には中心部からは車

両で 1 時間程度掛かることもある。 

サイトの北側は精神病院（Hospital Psiquiátrico do Infulene）、南側は比較的大規模な自動車修理

工場に面している。周辺の土地利用状況は、比較的大きな区画の病院、倉庫、工場などである。

また、西側は敷地境界から約 500m 離れた Mulasze 水路までの範囲が耕作地として利用されてい

るが、マプト市都市計画局によると、この耕作地には 200 区画の宅地整備計画が予定されている。 
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図 2-2 サイトと周辺状況土地 

（2） 所有権 

サイトはマプト市の郊外、国道 1 号線に面した矩形の敷地であり、国立精神病院に隣接する。

土地の所有権は精神病院とともに保健省にある。また、すでにマプト市役所から土地使用許可

書（DUAT）も取得している。一部、近隣農民の耕作地が掛かっているが、耕作の許可は隣接

する病院が申請を受け付け、これを名簿として管理している。プロジェクトの実施により耕作

ができなくなることはすでに通知してあり、時期が来たら耕作を中止することについて耕作者

は了解している。 
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（3） 都市計画 

サイトが面する国道 1 号の道路境界からのセットバックに関する規定があり、道路中心線から

50m は施設建設が規制される。50m の範囲内に建設するにはモザンビーク道路公社

（Administração Nacional de Estradas: ANE）と協議し、了解を得る必要がある。また、サイトの

西側には住宅地開発が予定されており、サイトの南側・西側に道路整備が予定されている。 

（4） 給水 

既存水道網はサイトの南 1km 強の地点（ミサウロキ、国道 1 号沿い）まで来ているものの、

水圧が低くこれ以上の延伸は難しい。給水投資・資産基金（Fundo de Investimento e Património de 

Abastecimento de Água: FIPAG）によるマプト市に関連する水道整備計画には、次の 2 つがあり、

ともに EU と WB による資金調達を予定している。これらの水道整備計画を前提に本プロジェク

トを計画することはできない。 

①サイトの北側の地域をカバーするものでサイト周辺地域は供用エリア外となる。 

②Moamba からの広域給水プロジェクト。95km 離れた河川を水源とするプロジェクトで、

2015 年に着工し、2017 年完工の予定で現在計画中。サイト周辺地域が含まれるかは未定。 

このような事情から本プロジェクトでは 2-2-2 で記述するように地下水を水源とする。 

（5） 排水 

サイト周辺には公共下水網は整備されていない。サイトに隣接する病院では、排水を Mulasze

水路に放流している。本プロジェクトではサイトの西側に住宅地開発が計画されていることか

ら、敷地外に延伸させることはできず敷地内の浸透処理となる。2-2-2 で記述するとおり、土質

の浸透性能は高い。 

（6） 電力 

サイトの東側、国道 1 号線と南側境界線に沿って中圧20高架線（3 相 33kV）が配線され、また

サイト内の北側部分にも中圧高架線が横断している。本プロジェクトの電力もこの中圧配電網か

ら引き込むことになる。モザンビーク電気公社（Electricidade de Moçambique : EDM）によると、

サイトへの引き込みは国道 1 号線沿いの分岐ポイントからの引き込みとなり、サイト内のトラン

ス位置までの引き込み距離は想定で 1.5km とのことである。また、電力事情としては、EDM と

隣接する病院へのヒアリングによれば、サイト周辺地域の電力事情は雨期に不定期な停電がある

ものの、比較的に安定しているとのことである。 

 

                                                                 
20 EDM では 1Kv 以下を低圧、1kV から 66kV までを中圧、66kV を超える電圧のものを高圧と区分している。 
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（7） 通信 

サイトが面する国道 1 号線沿いに電話及びインターネット用のファイバーケーブルが地中埋

設されており、サイトの北側に位置するスタジアムへの通信用となっている。モザンビーク電

話公社（Telecomunicações de Moçambique : TDM）によると、サイトへの引き込みのためにはケ

ーブルの拡張が必要とのことである。 

2-2-2 自然条件 

（1） サイト内と周辺の状況 

サイトは国道 1 号線に沿って南北に長い敷地形状となっている。地形は西側に向かって 1/50

程度で緩く傾斜し、中央付近に東西方向のワジがある。サイトは一部、耕作地として使われて

いる他、基本的に未利用地となっている。サイト内は大小さまざまな廃屋や変圧塔、地下の貯

水槽が散在しており、電力架空線と柱もサイトを横断している。植生としてはマンゴーなどの

樹木が点々と植わっている他は雑草地となっている。サイト西側はサイト内と同じような植生

の土地が 500m ほど緩い傾斜のまま、南北に流れる水路まで続く。水路の回りは区画された農

地となっており、蔬菜などを作っている。この水路は雨期に氾濫するが、水路の回りは被害に

遭うものの、土地が傾斜しているためサイトには影響がない。 

（2） 敷地測量 

保健省担当者との立会いにより境界杭（コンクリート）を確認し、現地再委託によりデジタル

測量機器による平面測量とレベル測量を実施した。測量結果は巻末資料を参照。測量の結果、敷

地の位置は南緯 25°51’、東経 32°34’、敷地形状は南北に長い長方形（東西方向 127-134m×南

北方向 301-324m）で、面積は約 4.1ha であることが分かった。長方形は 5 度ほど西に振れてい

る。敷地は国道 1 号線に平行な傾斜地であり、西側に向かって 1/50 程度の緩やかな勾配となっ

ている。 

（3） 地盤調査 

建物の基礎設計のため、現地再委託により以下の要領でボーリング調査、ラボ試験ならびに浸

透性試験を行った。 

表 2-6 地盤調査の仕様 

ボーリング 8 本×深さ 10m 

試験位置 敷地を八等分し、各区画の中央付近に設定した。 

標準貫入試験 各孔 1m おき、ASTM D-1586 による。 

試料のラボ試験 
4 孔から採取した試料（最大 20）の含水量、液性限界、粒度分布、湿潤・乾燥密度、
土質分類、せん断試験ならびに三軸圧縮試験を実施。試験方法は ASTM による。

浸透性試験 敷地内の 3 地点で実施。 
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調査結果は巻末に添付する。その概要は以下の通りである。 

・地層と地質：サイトの地層は 20m ほど第四紀の地層（完新世または上部更新世の内陸砂

丘）が第三紀の砂岩層（鮮新世）を覆う構造となっており、表土は粒度が悪いまたはシ

ルト質の砂質土で緩い。 

・地耐力：N 値は地表付近（1m）で 6～10、10 までは深くなっても N 値は高くならない。

三軸圧縮試験から導かれる内部摩擦角による許容地耐力は 130kPa と想定される。 

・地下水位：地表から 1.6～2.3m。なお雨期終了時の数字なので、季節変動の中で最も浅い

レベルと考えられる。 

・地盤の透水性能：毎秒 1.4～3.4m の透水性能であり、非常に透水性が良いといえる。 

（4） 地下水調査 

サイト及び周辺での水源調査の結果を踏まえ、サイト内で井戸を新規掘削して地下水による

給水を確保することとし、物理探査及び井戸の試掘調査を実施した。調査結果の概要は以下の

通りである。 

・物理探査（電気探査）：最大電極間隔を 360m とし、地表面下 70～100m 程度までの地下

構造を推定するため建設予定敷地内及び隣接地の 14 地点に於いて、垂直電気探査を実施

した。その結果、深度 70m 井深では地層の比抵抗値が低減し、地下水塩水化の可能性が

考えられたため、試掘井深度は最大で 70m にとどめることとした。 

・試掘、揚水試験結果：揚水試験（段階、24 時間連続、回復の各試験）の結果、No.1、No.2

試掘井（深度 70m、60m）はそれぞれ 8m3/h、6m3/h の揚水量が確保できると確認された。

上部帯水層を対象とした No.3 試掘井（深度 45m）の揚水可能量は非常に少なく、継続的

に揚水するには非効率で適さない。詳細な調査結果は巻末に添付する。 

表 2-7 試掘井の掘削ならびに揚水試験結果 

  掘削工事 揚水試験（24 時間） 

  掘削 
深度 

ｹｰｼﾝｸﾞ スクリーン位置 水中ﾎﾟﾝ
ﾌﾟ位置

揚水量 静水位 動水位 
水位 
降下 

比 
湧出量  底部深度 自－至（長さ）

  GL-m GL-m GL-m (m) GL-m m3/hr GL-m GL-m m m3/hr/m

No.1 71.0 69.8 
38.9 - 56.0 

(17.1) 
38 8.6 10.10 24.79 14.69 0.59 

No.2 61.0 60.1 
40.65 - 54.9 

(14.3) 
38 6.0 11.90 27.41 15.51 0.39 

No.3 45.0 45.0 
29.75 -38.3 

(8.6) 
39 (0.6-0.5) 8.70 

30< 
(90min.) 

(21.3<) (0.03>)

 

・水質試験：国内の試験所で 21 項目の試験をした結果、表 2-8 のような結果となった。No.1

の方でカルシウム、塩化物、ナトリウムなどの項目が基準値を超えており、飲用には適

さない。また、大腸菌類について現地で確認した結果、No.1、No.2 ともに基準値を上回
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っていた。 

表 2-8 水質検査結果（網掛け部分は基準を満たしていない項目） 

項目 単位 「モ」国基準 試掘井 No.1 試掘井 No.2 
1 色度 TCU 15 1 0 
2 臭気 - - 異常なし 異常なし 
3 味 - - 異常なし 異常なし 
4 蒸発残留物 mg/l 1000 1360 570 
5 濁度 NTU 5 0 1 
6 アンモニア mg/l 1.5 0.05 未満 0.05 未満 
7 砒素 mg/l 0.01 0.001 未満 0.001 
8 カドミウム mg/l 0.003 0.001 未満 0.001 未満 
9 カルシウム mg/l 50 74 27 

10 鉛 mg/l 0.01 0.005 未満 0.005 未満 
11 塩化物イオン mg/l 250 460 140 
12 銅 mg/l 1 0.05 未満 0.05 未満 
13 総硬度 mg/l 500 460 150 
14 鉄 mg/l 0.3 0.03 未満 0.03 未満 
15 フッ素 mg/l 1.5 0.3 0.2 未満 
16 マグネシウム mg/l 50 68 19 
17 マンガン mg/l 0.1 0.01 未満 0.01 未満 
18 亜硝酸性窒素 mg/l 3 0.1 未満 0.1 未満 
19 硝酸性窒素 mg/l 50 0.1 未満 0.1 未満 
20 ナトリウム mg/l 200 260 140 
21 硫酸イオン mg/l 250 170 47 

 

利用に関しては以下が推奨される。 

・No.1、No.2 試掘井は、それぞれ 1 本を一日 8～11 時間稼動することで予定必要水量をま

かなうことが出来る。水質の点からは No.2 が飲用、調理用には適している。だたし、大

腸菌類が検出されていることから、塩素滅菌処理が必要と考えられる。 

（5） 気象条件 

「モ」国は南緯 13～27 度の間で南北約 2,500km に亘る国土を有し、気候は概ね北部は熱帯モ

ンスーン気候、南部は亜熱帯半乾燥気候と区分される。一年は雨季（11 月～3 月）と乾季（4

月～10 月）に分かれ、平均気温は雨季で 22～31℃、乾季は 13～23℃で、沿岸部及びザンベジ

ア川流域で高温傾向にある。年間降雨量は北部で 1,000～1,400mm であるが、南下するに連れて

減少し、南部の内陸部では 400mm 程度となる。 

気象条件: 計画対象サイトが位置するマプトは熱帯サバナ気候に属し、年間平均気温は摂氏 23

度（最高平均気温 27 度、最低平均気温 20 度）、年間平均降雨量は 770mm である。年間降雨量

は多くないが 11 月から 3 月が雨期に当たる。風速は過去 20 年間（1992-2012 年）のマプト空港

（Mavalane）での記録風速は 30m/sec となっている。 
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で浸透させるよう設計する。 

・本プロジェクトでは地下水を給水源とするが過剰な汲み上げによる地下水の枯渇をさけ、

また学校の運営面で節水対策を講じる。 

建設用地はマプト市郊外の国道 1 号沿いに位置し、周囲にはすでに病院や工場などが立って

いる。周辺に民家等は少なく、本プロジェクト実施による生活環境への大きな負の影響はない

ものの、敷地の一部エリアが周辺住民による農耕地となっており、本プロジェクトの実施によ

り、耕作の中止がある。耕作人は同敷地を事実上管理している病院に登録をしており、開発に

伴い耕作できなくなることについては了解している。 

以上より、本プロジェクトは国際協力機構環境社会配慮ガイドラインのカテゴリー分類 C（環

境や社会への望ましくない影響が最小限或いはほとんどないと考えられる事業）に分類される。 

（2） 環境影響評価に係る「モ」国側の制度・手続き 

「モ」国では国家環境政策（Política Nacional do Ambiente, Resolution No. 5/95, of 03 August）及

び環境法（Law 20/97, of 01 October）に基づき環境影響評価規則（Decree 45/2004 of 29 September）

が策定され、これに従って環境に影響を及ぼす可能性のある活動に対する事前承認手続きが定

められている。同規則では第一に全ての開発プロジェクトを対象に事前スクリーニングを行い、

環境に与える影響の規模・範囲等を基準に A、B、C の三カテゴリーに分類して EIA 実施の要

否が決定される制度となっている。各カテゴリーの概要は以下の通りである。 

・カテゴリーA：環境への深刻な又は大規模な影響が予想される活動であり、EIA（Estudo de 

Impacto Ambiental）の完全実施が必要となる。 

・カテゴリーB：カテゴリーA に比べて環境への負の影響が限定的であり、比較的簡易な内

容の EAS（簡易環境評価：Estudo Ambiental Simplificado）の実施が求められる。 

・カテゴリーC：環境への負の影響が無いか、ほとんど無い活動で、EIA、EAS の実施は免

除され、適切な環境管理の基準として事業実施段階で遵守すべき項目が示される。 

これまで行われた過去の無償資金協力による施設建設ではスクリーニングによってカテゴリ

ーC との評価を得ており、本プロジェクトも環境に負の影響を与える特別な要素はなく、同様

の評価になると想定される。 

「モ」国の EIA に係る許認可は環境問題調整省（Ministério para Coordenação da Acção 

Ambiental：MICOA）が所管し、中央レベルに EIA 局（Direcção Nacional de EIA）、州レベルに

州環境問題調整局（DPCA）を置いて EIA プロセス全般を担当している。カテゴリーA と判定

されたプロジェクトについては中央レベルの管轄となるが、それ以外はサイトの位置する州の

DPCA が管轄し、最初の手続きとなる事前スクリーニングの申請から許可証明書の発行までを

担当する。また、保健省の行うプロジェクトについては同省計画協力局インフラ部（DPC/ DI）

が申請者として EIA に係る全手続きを行っており、本プロジェクトでも DPC/ DI が取得する予

定となっている。 
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2-3 その他（グローバルイシュー等） 

「モ」国政府は「貧困削減行動計画」の中で 2014 年に貧困率を 42％に削減することを目標

に、人間・社会開発をそのための 3 つの中心課題の一つと位置付けている。保健分野は生活条

件を改善し貧困を削減していくための鍵となる分野であり、保健省は「国家保健人材開発計画」

を通じ保健サービスを担う保健人材の量と質の確保を目指している。本プロジェクトはマプト

市において保健人材の養成能力を拡大し、質の高い保健人材を育成することを通じて保健サー

ビスの質を改善し、貧困削減に必要な社会経済成長の基礎づくりを目指すものである。 

また、本プロジェクトでは女子の就学阻害要因にならないよう、適切な施設環境を整えるこ

ととし、男子・女子均等の学生寮、衛生設備や更衣室を整備する。



 

第 3 章 プロジェクトの内容
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第3章 プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 

（1） 上位目標とプロジェクト目標 

本プロジェクトは「医療従事者数の増加と教育の質の改善により、「モ」国における保健医療

サービスが改善する」ことを上位目標とし、既存 ICSM のための施設建設と機材整備を行うも

のである。現在、日本の技術協力プロジェクトなどによる保健人材養成カリキュラムの見直し

が進められており、すでに一部が導入されているが、本プロジェクトの実施により、十分な数

と広さを持つ演習室が整備されることで実習を重視した新しいカリキュラムの実施が可能な養

成環境が提供される。また、これまでは施設の制約条件から既存 ICSM では開設できなかった

歯科技師コースと、構想のみが先行し長く実現しなかった同国では初となる機材メンテナンス

技師コースが、本プロジェクトの実施によって実現する。 

（2） プロジェクトの概要 

本プロジェクトは上記目標を達成するために、既存 ICSM の校舎をマプト市インフレネ地区

に新設し、そこに既存 ICSM の機能を一部移転するものである。プロジェクトの実施により、

実習を重視した新しいカリキュラムにもとづいた教育の実現と、これまで既存 ICSM で行われ

ていなかった歯科技師と機材メンテナンス技師の養成が実現する。このうち協力対象事業は新

校舎の施設を建設することと機材を調達することである。 

新設 ICS では、既存 ICSM が開設するコースのうち、病院に隣接していなくとも支障なく運営

可能な 6 コース（看護師、助産師、医療技師、保健師、臨床検査技師、薬剤師）を移設し、さら

に歯科技師コース21と全国で初となる機材メンテナンス技師コースを加えて計 8 コースを運営す

る。これらのコースは校舎内に実習室が備えられているため、病院が隣接していなくても運営が

可能であることを理由に選定されている。施設規模は保健省の人材養成計画にもとづき定員 450

名とし、2 部制での授業運営を計画している。プロジェクトの完了後の 2016 年以降の開設コー

ス予定は表 3-1 のようになる。 

表 3-1 新設 ICS と既存 ICSM の開設コース予定（2016-2018 年） 

（太字は新設 ICS の対象コース） 

  

2016 年 2017 年 2018 年 
新設 
ICS 

既存
ICSM 

新設 
ICS 

既存
ICSM 

新設 
ICS 

既存
ICSM 

プロモーションコース 

看護師 30 30 

助産師 

                                                                 
21 歯科技師コースは、現在ベイラ ICS でのみ開設している。ただし、大幅な増数が必要であるため、今後は新設 ICS を含む複

数の ICS での開設を計画、準備中とのことであった。 
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医療技師 

保健師 30 30 

臨床検査技師 30 30 30 

薬剤師 30 30 30 

麻酔技師 30 30 30 
器械出し技師 30 30 30 

新規教育 

看護師 60 30 60 

助産師 60 30 60 

医療技師 30 30 30 

保健師 60 30 30 

臨床検査技師 30 60 60 

薬剤師 60 30 90 

物理療養士 30 30 30 
機材ﾒﾝﾃﾅﾝｽ技師 30 30 60 

栄養士 30 30 30 
医療統計技師 30 30 30 
歯科技師 60 60 60 

耳鼻咽喉技師 30 30 
放射線技師 30 30 30 
人数 450 210 450 180 630 120 
クラス数 15 7 16 6 19 4 

 

3-2 協力対象事業の概略設計 

3-2-1 設計方針 

（1） 基本方針 

1） 協力規模の設定 

本プロジェクトでは、学生の施設定員を 450 人規模で要請されており、1 クラスの学生数は

30 人となるため 15 クラス、2 部制で運営することから全体では 900 人／30 クラスという規模

を計画している。ここでは以下の通り、協力規模の妥当性について検証する。 

2015 年までの既存 ICSM の開設コース予定（Plano Nacional de Formação 2011-15）と 2016 年

以降 3 年分の新設 ICS、既存 ICSM の開設コース予定、各コースの就学年数から半年ごとの学

生数を整理すると表 3-2 のようになる。新設 ICS はプロジェクトが順調に進んだ場合、2016 年

後期からスタートし、その後学生数は徐々に増加し、2018 年の後期では千人超となる。一方、

既存 ICSM でも病院に隣接していないと成立しない麻酔技師や器械出し技師などのコースは新

設 ICS が 2016 年後期以降も存続し、定員が 210～390 人で推移する。これら 2 つの ICS を合わ

せた在籍学生数は開校の翌年からは約 1,100～1,300 人となり、既存 ICSM の 1,156 人（2013 年

3 月）と同程度の規模となる。 

一方、国家保健人材開発計画（NPHHRD）では 2011～15 年における保健人材目標数を定めて

おり、これを達成するために既存 ICSM が受け持つ養成数（卒業生数）は 250～450 人で、平均
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370 人となる22。NPHHRD では 2015 年までの養成目標しか記述されていないが、構想としては

2015 年までは人材養成システムと管理能力を向上させ、その後 2025 年までは中級・上級レベ

ルの保健人材の急激な増加させる、と記述されている。このため、2016 年以降も同程度かそれ

以上の養成を継続していくものと考えられる。 

ドロップアウト率を 14%としたときの卒業生数を試算すると、表 3-2 にあるように新設 ICS

のみで約 260～460、2 校合わせると 360～540 程度となり、ほぼ NPHHRD の養成目標に近い水

準となっている。 

このように要請規模は妥当なものと考えられ、本プロジェクトでは施設規模を 450 人×2 部

＝900 人として計画することとする。 

表 3-2 新設 ICS と既存 ICSM のコース別クラス数、想定卒業生数（2016-2018 年） 

 

      2016 年 2017 年 2018 年 2019 年 
      前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期

新設
ICS 

クラ
ス数 

看護師 4 5 4 4 4 
助産師 4 4 3 4 3 
医療技師 2 2 3 2 3 
保健師 3 3 4 3 3 
臨床検査技師 2 3 4 5 6 
薬剤師 3 4 4 5 5 
機材ﾒﾝﾃﾅﾝｽ技師 1 1 2 3 4 
歯科技師 3 4 4 5 6 
栄養士   1 1 2 2   
医療統計技師     1 1   
小計  22 27 29 34 37 

学生数 660 810 870 1020 1110  
終了クラス 1 7 3 11 7 9 7 
想定卒業生 26 258 464 413 

既存
ICS
M 

クラ
ス数 

看護師 3 
助産師 1 
医療技師 2 
保健師 1 
歯科技師 1 
麻酔技師 1 1 2 1 2 1 
器械出し技師 1 1 2 1 2 1 
心理療法師 1 1 1 
放射線技師 1 1 2 2 3 2 
耳鼻咽喉技師 1 1 2 2 2 1 
栄養士 1 1 1 1 
物理療法師 1 1 2 2 3 2 
眼科技師 1 1 1 
小計 16 8 13 9 12 7   

学生数 480 240 390 270 360 210 
終了クラス 1 3 1 3 0 3 0 

                                                                 
22 既存 ICSM の卒業生数（2008～2011 年）は年によるばらつきがあり 114～582 人となっている。 
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想定卒業生 26 103 77 77 
 学生数合計 480 900 1,170 1,110 1,290 1,230   
  想定卒業生合計 52 361 541 490 

出所: 保健省人材局資料にもとづき、調査団作成 

 

2） 施設コンポーネントの検討 

調査では保健省との協議を通じて、以下のような施設コンポーネント、優先順位を確認、合

意した。 

表 3-3 施設コンポーネントの要請内容 

優先
順位 

コンポーネント 数量 定員 備品、内容 

A 一般教室 15 室 30 人 黒板、収納キャビネット、プロジェクター、スクリーン 

A 
実技演習室(laboratorio 
humanistico) 

2 室 30 人 機材室を付設する 

A 
特定コース向け演習室
(laboratorio 
multidisciplinar) 

4 室 30 人 
生物化学演習室、歯科用演習室、機材メンテナンス演
習室（2） 

A PC 室 1 室 30 人

A 男子寮 1 棟
150 
人 

各寮室 8 人定員 

A 女子寮 1 棟
150 
人 

各寮室 8 人定員 

A 教員室棟 1 棟 60 人 15 人部屋×4 室 

A 事務管理棟 1 棟 32 人
校長室、副校長室（2）各部門事務室、コピー室、受付、
面談室 

A 食堂・厨房 1 棟
250 
人 

食堂、厨房、食材庫、事務室、配膳スペース 

B 講堂 1 棟
300 
人 

多目的、フラットフロア（階段教室ではなく） 

A 図書室 1 棟 60 人 受付、書庫、インターネット接続コーナーを備える 
B 教員宿舎 - 4 世帯 校長、副校長（事務担当）、舎監、夜間責任者用として

C 継続教育用ｾﾐﾅｰﾊｳｽ 1 棟 30 人 宿舎、セミナー室、作業スペース 

C 屋外運動スペース 1 - 
フットサル、バスケットボールに対応、屋根と観覧席を
備える 

- 駐車施設 1 - 本プロジェクトでバスを調達する場合 

A 設備サービス - - 
給排水衛生設備、換気空調設備、照明設備、通信設
備、避雷設備など 

 

本プロジェクトでは以下の選定基準により施設コンポーネントの選定、計画を行う。 

・保健人材養成のカリキュラムの実施又は学校の運営・管理に必要かつ不可欠であること。 

・既存 ICSM を含む類似施設で標準的に整備され、有効に利用され、良好に維持管理され

ていること。 

・他の機能、コンポーネントとの共用、兼用が困難であること 

表 3-3 のコンポーネントのうち優先順位 C となっている継続教育用セミナーハウスは、保健

省が各ドナーによる継続教育を調整し、政策として積極的に推進していることは確認したもの
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の、市内に比べて不便な立地にあることから、将来にわたり利用されるか確実でないとして、

協力対象から外すこととした。また、屋外運動スペースについてはカリキュラムで位置づけら

れておらず、協力対象から外すこととした。なお、機材計画の中でバスを計画するため駐車施

設を協力対象とする。 

以下では表 3-3 のコンポーネントのうち優先順位 A、B についてその妥当性について検討す

る。 

a. カリキュラム分析による授業形態別時間数 

施設・機材コンポーネントの妥当性を検証する上で、各コースのカリキュラムから授業形態

別の時間数を算定する。カリキュラムによると授業は大きく座学（Aulas teorico praticas）、演習

（Aulas no laboratorio humnistico）、病院実習（Estagio）に分かれており、その時間数はコースに

より表 3-4 のようになる。看護師コースでは全体授業時間数の半分が病院実習に充てられてい

るのに対して、医療技師や薬剤師コースでは全体授業時間数の 6 割が座学に充てられている等、

授業形態の構成がコースによって大きく異なることがわかる。授業は週 5 日であり、一日あた

り平均 5.2～6.6 時間となる。なお、評価・試験の時間は便宜上、座学に含めた。 

表 3-4 対象 8 コースの授業形態別時間数（a は通期、b は週あたり） 

  
看護師 助産師 医療技師 保健師 検査技師 薬剤師 

機材ﾒﾝﾃﾅﾝ
ｽ 

歯科技師

a b a b a b a b a b a b a b a b 
座学 910 11.1 1,331 16.2 2,260 20.5 1,558 15.6 1,593 15.9 1,820 20.7 1,558 15.6 1,593 15.9
演習 396 4.8 145 1.8 325 3.0 542 5.4 439 4.4 385 4.4 542 5.4 439 4.4
病院 1,414 17.2 1,226 15.0 1,055 9.6 700 7.0 905 9.1 560 6.4 700 7.0 905 9.1
合計 2,720 33.2 2,702 33.0 3,640 33.1 2,800 28.0 2,937 29.4 2,765 31.4 2,800 28.0 2,937 29.4
一日コマ数 6.6  6.6  6.6  5.9  5.2  6.3  5.6  5.9
週 82 82 110 100 100 88 100 100
年数 2.0 年 2.0 年 2.5 年 2.5 年 2.5 年 2.0 年 2.5 年 2.5 年

出所: 各コースカリキュラム（Curriculo de Formaçãｏ、人材局） 

※保健師と歯科コースは実施週について不明であり、1 学期 20 週と想定した。 

表 3-4 で示した週当たりの座学、演習、病院実習の時間数を、前述した 2016 年から 2018 年

のコース別クラス数に掛けると同期間の週当たりの平均時間数となる（表 3-5）。各コースにお

ける座学、演習、病院実習の時間数は前期、後期のタームによって異なり、後期になると集中

的に病院実習が行われることもあるが、異なるコース、クラスが半年ずつずれて運営されてい

るため、これらはある程度平均化されるものと考えられる。なお、ここでは対象コースではな

い栄養士、医療統計技師の授業時間は考慮されていない。 

表 3-5 新設 ICS における座学、演習、病院実習の週当たり平均時間数（2016-2018 年） 

  2016 年 2017 年 2018 年 
  後期 前期 後期 前期 後期 

座学 
看護師 45 56 45 45 45 
助産師 65 65 49 65 49 
医療技師 42 42 62 42 62 
保健師 44 44 59 44 44 
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臨床検査技師 27 40 53 67 80 
薬剤師 63 83 83 104 104 
機材メンテナンス技師 16 16 32 47 63 
歯科技師 48 64 64 80 96 
合計（一般教室での授業） 350 410 447 494 543 

演習 
看護師 20 25 20 20 20 
助産師 8 8 6 8 6 
医療技師 6 6 9 6 9 
保健師 23 23 30 23 23 
小計 1（実技演習室での授業） 57 62 65 57 58 

臨床検査技師 10 15 20 24 29 
薬剤師 14 18 18 22 22 
小計 2（生物化学演習室での授
業） 

24 33 38 46 51 

機材メンテナンス技師 6 6 11 17 22 
歯科技師 14 18 18 22 27 

病院実習 
看護師 69 87 69 69 69 
助産師 60 60 45 60 45 
医療技師 20 20 29 20 29 
保健師 23 23 30 23 23 
臨床検査技師 16 24 32 40 48 
薬剤師 20 26 26 32 32 
機材メンテナンス技師 7 7 14 21 28 
歯科技師 28 37 37 46 55 
合計（バスでの送迎対象） 243 284 282 311 329 

 

b.教育機能に係る施設コンポーネント 

プロジェクトの中心的なコンポーネントであり、カリキュラムならびに既存 ICSM での使用

状況、過去の無償案件の内容と視察した結果を考慮し、各活動に対して過不足ない広さと、必

要な設備、家具を備えたものとする。クラス定員はコースにより若干の差はあるもののおおむ

ね 30 人前後となっており、施設計画する上では 30 人をクラス定員として計画する。 

①一般教室 

定員 30 人の一般教室 15 室を計画する。学生数 450 人、15 クラスで午前午後のクラス固定制

となるためクラス数と同数を計画する。 

②実技演習室 

看護師、助産師、医療技師、保健師コースの学生が実習で使用し、採血、血圧測定や内科検

査、傷の縫合、出産介助、一般介護などの基礎的な技能を主にマネキンなどを用いて演習する。

演習を重視した新しいカリキュラムの実施には不可欠なコンポーネントであり、定員 30 人の演

習室 2 室を計画する。上記 4 つの対象コースの週当たり演習時間は表 3-5 から 57～65 時間とな

り、一日 12 時間23使用するとすれば、1 室ではカバーできず 2 室が適当とといえる。演習室は

                                                                 
23表 3-5 からシフトごとの時間数は 6 時間前後と推定される。 
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異なるマネキンを置いた異なる 5 つのベッドを十分な間隔をおき配置し、また機材庫を併設す

る。 

③生物化学演習室 

定員 30 人の演習室 1 室を計画する。臨床検査技師、薬剤師コースの学生が生物、化学の理論

と実技を学ぶ。 

④機材メンテナンス演習室 

定員各 15 人の演習室 2 室を計画する。機材メンテナンス技師コースの学生が金工、電気の理

論と実技を学ぶ。 

⑤歯科演習室 

定員 30 人の演習室 1 室を計画する。歯科技師コースの学生が頭部ファントムと歯科治療ユニ

ットを使い、歯科治療の理論と実技を学ぶ。 

⑥PC 室 

各コースとも最初の学期で集中的にコンピューターの操作方法を学ぶ。コンピューターを用

いて記録・報告や連絡、情報収集を行うことはもはや基本的な社会技術となっている。医療の

現場でも同様で、ここではワード、表計算ソフト、メール、インターネットブラウザーの使い

方を習得する。 

⑦図書室 

定員 60 人の図書室を計画する。自習や教科書・参考書などの貸出・保管のほか、PC を用い

た情報収集が目的となる。図書室の規模は既存 ICSM と同規模のものが要請された。調査時に

複数回訪れたとき、いつも学生で席が埋まっており、また自習に励む様子が見られた。利用率

は高く、また有効に使われることが期待されることから、要請内容は適切と判断した。情報収

集の PC も高い稼働率であり、既存と同じ 12 席（定員に含まれる）を閲覧室内に設ける。 

c. 事務管理機能に係る施設コンポーネント 

事務管理部門は施設運営を支える必須コンポーネントであり、保健省が予定する組織表（表

2-1）のうち、警備・厨房・車両などのサービス部門を除く 95 人の教職員のための諸室を計画

する。部門ごとに室を設定し、デスク、キャビネットなど必要家具をレイアウトし、必要最小

限の広さと設備を備えたものとする。 

①監督職員用の個室 

校長、教務担当と事務担当の副校長用の個室を計画する。既存 ICSM と過去の無償協力案件

でも個室であったこと、迎賓の機会が多く、また金銭や機密を扱うことも多いため個室である

ことが適切と判断される。 

②各部門事務室 

学生課、財務・総務課、人材課、調達監理ユニット、在庫・資産管理課、総務課、新規教育・

継続教育課については各定員 4 人の事務室を計画する。 
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③教員室 

定員 15 人の教員室を 4 室計画する。常勤教師は 60 人で、開設コースは 8 つとなるが、教授

科目は横断的であり、コースごとの室として計画するのではなく、定員 15 人を 4 室として要請

され、これを適当と判断した。 

④会議室・倉庫・給湯室・打合せ室・面談室 

常勤教師の約半数にあたる定員 28 人の会議室を計画する。定例会議のほか、小規模なセミナ

ー、広いスペースが必要なときの作業の場として利用される。また、各種資機材、書類などを

保管する雑倉庫と書庫を計画する。学生やその父兄との面談のための面談室、小会議室や外部

の委託業者との打ち合わせのための打合せ室、給湯室などを計画する。 

d. 居住・生活機能に係る施設コンポーネント 

①学生寮 

男女別、定員各 150 人の学生寮が要請されているが、以下のように十分な需要があると判断

する。学生寮は 8 人部屋として計画するため、男女別で 8 人×19 室＝152 人を定員として計画

する。学生寮には自習室のほか、トイレ、シャワー、洗濯スペースを設ける。 

既存の寮生定員が 244 人で敷地外に 28 人借りており、都合 272 人の需要が確認されている。

この他に寮に入る資格を有しないマプト州出身者で通学できない遠隔地から来る学生は、自力

または親族の家に寄宿しているケースも多くある（実数は把握できない）。 

開設コースのうち機材メンテナンスコースは全国で唯一となり、募集も全国からとなる。表

3-2 からも分かるように、2018 年後期には同コースに 4 クラス 120 名が在籍し、人口比で 89%24

となるマプト市・マプト州以外からの出身者は 107 名程度と想定される。 

このほか、歯科技師コースも現在は全国で ICS ベイラでしか運営されておらず、新設 ICS で

開設されると、こちらも全国から募集されることになる。表 3-2 によると、開校後 3 年の間に

歯科技師コースは最大 5 クラス 150 人となり、前項と同じくマプト市・マプト州以外からの出

身者は 130 名程度となる可能性がある。 

②教員宿舎 

監督職員のための教員宿舎を 4 世帯分計画する。朝から夜遅くまで運営される ICS では、運

営上、保安上の理由から、責任ある監督職員が敷地内に常駐することが必要と考えられる。ま

た、他の地域からの赴任や外国人が教員となることもあり、優秀な人材の確保のためにも住宅

の確保は望ましい。本プロジェクトでは校長、事務担当の副校長、舎監（学生寮責任者）、夜間

責任者の 4 人分を妥当と判断する。 

なお、過去の無償協力案件である ICS キリマネでは 8 世帯分が建設されているが、やや狭い

こともあり、恒久的な住居とは見なされずゲストハウスとして認識されていた。現在は新任の

教員の一時的な宿舎や州外からの保健省関係者の宿舎として利用されており、保安のための監

督職員用の住居を切望していた。 

                                                                 
24年次統計 2011（INE）による全国州別人口による 
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③食堂 

定員 250 人の食堂、ならびに厨房、食材庫、配膳スペースなどを計画する。ICS は朝から夜

まで活動し、一定数の学生寮も備えるため朝、昼、晩と三回の食事を提供する必要がある。ま

た、マプト市の郊外に立地するため周囲に軽食を扱う店もなく、敷地内の食堂に依存せざる得

ない。本プロジェクトでは学生+教職員で約 1,000 人に対してを 4 回転で食事を提供することと

して 250 人の食堂を計画する。 

e. その他付帯的な施設コンポーネント 

①講堂 

定員 300 人の平床タイプのステージ付き講堂を計画する。入学式、卒業式や朝夕の国家斉唱

などのセレモニーが行われる。また、各種ドナーによる継続教育に係る各種セミナーの場、保

健省の会議などにも利用されることが見込まれる。また、類似施設では ICS キリマネと既存

ICSM で講堂が備わっており、定員はそれぞれ 270 人、250 人となる。2016-2018 年までの入学

クラス数は最大で 19 クラスとなり、半数の入学が半年ずれるとしても 10 クラスになるため、

入学式用として 300 人の定員は適切と判断される。 

②車庫・サービス棟、守衛室 

本プロジェクトで整備するバス 3 台とサービス要員の控室、スペアパーツと工具の保管スペ

ースを有する車庫・サービス棟を計画する。バスを雨や紫外線から守り、耐用年数を延ばし、

盗難を防止するために、屋根と門扉の付いた建屋内でバスを保管することはプロジェクトの効

果を高める上で重要である。特に、マプト市は盗難が多くバスの防犯対策の必要性は高い。同

様の理由から、人、車両の出入りを管理する守衛室も必須である。 

③ユーティリティ設備 

以上のほか、ユーティリティとしてトイレ、受変電施設、受水槽・高架水槽、排水設備など

が必要となる。 

3） 機材コンポーネントの検討 

先方政府からは、本プロジェクトにおける要請機材リストも ICS 標準機材リストも予め提示

されなかったため、現地調査・協議を通じて機材の要請内容を表 3-6 のように整理した。要請

機材リストは協議を通じて優先順位の A,B,C を確認した（巻末の機材検討表を参照）。 

表 3-6 機材アイテムの要請内容 

コース種別 要請内容にかかる協議・調査の経緯と内容 

看護師・助産
師・医療技師・
保健師コース  

再提出された機材リストはコース間での重複が多く整理されていなかったため、前回計
画の看護師、助産師コース用の機材リストをベースに、医療技師・保健師コースで要請
された汎用機材を追加した。 

検査技師・薬
剤師コース 

検査技師、薬剤師コースの要請内容に重複があったため、前回計画の検査技師コース
の機材リストをベースに要請機材を整理した。薬品も要請されたが、消耗品扱いとなり、
無償資金協力による整備は困難であることを説明し、理解を得た。 
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歯科技師コー
ス 

要請機材リストをベースに公立病院・保健センターでの機材の使用状況、ICS ベイラの
既存演習機材を参考に取りまとめた。要請内容は ICS ベイラにもある歯科用頭部ファン
トム、歯科治療ユニットの他、歯科用 X 線撮影装置や修復治療用の機材が含まれてい
た。 

機材メンテナ
ンス技師コー
ス 

提出されたリストをベースに保健省内の機材メンテナンス課の活動状況も参考にしつ
つ、要請機材を取りまとめた。要請内容はメンテナンス工具類、電気計測機器類、小型
工作機器類、医療機材の調整や校正用の機材等であった。 

一般教室・演
習室備品 

既存 ICSM の一般教室、演習室にはプロジェクターとスクリーンがあり、授業で使用され
ている。本プロジェクトでも同様に一般教室と演習室にプロジェクター、スクリーン、ノー
ト型パソコンの要請があった。 

PC 室備品 
学生用 30 台、教員用 1 台の計 31 台のデスクトップ型パソコンの要請があった。上記同
様、プロジェクター、スクリーン及びノート型パソコン、またネットワーク用のスイッチング
ハブ 2 式、カラープリンター1 台も含まれる。 

事務管理/教
材作成用備品 

事務管理用としてコピー機 2 台、教材作成用として印刷機 1 台の要請があった。 

図書室備品 
情報検索等のための PC コーナー用に 10 台のデスクトップ型パソコン、出力用にモノク
ロプリンター1 台、ネットワーク用にスイッチングハブ 1 式の要請があった。 

講堂備品 プロジェクター、スクリーン及び音響機器各 1 式の要請があった。 

厨房備品 
調理機材（ガスコンロ、蒸し器、調理器具等）、厨房家具（調理台、流し台等）が要請さ
れた。 

運動器具 
サッカーゴール、バスケットゴールの要請があったが、施設計画で運動施設が含まれる
場合に適用すると説明し、理解を得た。 

車両 病院実習用の学生移動用 30 人乗りバス 3 台の要請があった。 

 

a. 前回計画で整備した機材の扱いについて 

本プロジェクトの対象コースのうち、看護師と助産師の 2 コースについては前回計画で機材

整備を実施している。これらの既存機材については、下記の仕分けにより、機材選択及び数量

調整を行った。 

①既存 ICSM で存続するコースの運営への影響 

前回計画で既存 ICSM の実技演習室に整備された既存機材のうち、存続するコースで使用し

ない機材は新設 ICS に移転する。具体的には看護師・助産師・医療技師コースのみで使用する

専門的な機材（出産シミュレーターや皮膚縫合トレーニングセット等）が挙げられる。他方、

既存 ICSM で存続するコースで使用される、より汎用性の高い機材（人体模型や滅菌器等）に

ついては、既存 ICSM に残すとともに、新設 ICS に新たに整備する。 

②ISCISA の活動への影響 

既存 ICSM の実技演習室機材は実質的には ISCISA と共用されているものの、ISCISA は教育

省の管轄であり、前回計画でも ISCISA の活動は考慮せずに機材整備を行った経緯からも、

ISCISA 向けの新規機材の整備は考慮しない。また、ISCISA からは、①で示した判断による

ISCISA の運営への支障はない点、汎用機材のみを残すという方針について、了解を得た。 

③演習機材の追加的整備 

保健省は ICS のカリキュラムを従来の座学中心から演習重視へとシフトしている。本プロジ

ェクトで計画する機材の数量についてもクラス全員が同時に演習を行うことが可能な数量を原
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則とする。既存演習室では十分な数量の機材を配置するスペースがなかったが、本プロジェク

トで新設する実技演習室はクラス全員が同時に実習を行うことのできる広さを確保できるため、

前回計画で整備した演習機材についても、必要数量に満たない場合には、今回の整備対象に含

める。 

b.バス台数について 

保健省より要請があった 30人乗りバス 3台の妥当性および算定根拠については以下のように

説明される。なお、要請されたバスは 30 席であり、これは既存 ICSM の保有バスと同程度の仕

様となる。 

①要請の背景 

現在、既存 ICSM の実習先は 22 か所あり、隣接する中央病院を除き、実習先への学生の送迎

はマイクロバス 2 台によるクラス単位（30 人）での輸送を行っている。実習が集中する各学期

最終月の 6 月・11 月は乗合バスを併用している。 

一方、移転先のインフレネ地区は、既存 ICSM から約 15km 離れており、現在の実習先まで

は遠くなる（表 3-7）。隣接の精神病院を除き、実習先への学生の送迎はバスにより行われるこ

とになるが、実習先まで遠くなること、郊外に位置するため朝夕の渋滞の影響を受けることか

ら、輸送の効率は低くなる。 

表 3-7 既存 ICSM ならびに新設 ICS から実習先までの距離と数 

  5km 圏内 10km 圏内 

既存 ICSM 10 か所 13 か所 

新設 ICS 3 か所 10 か所 

 

②検討内容・結果 

表 3-5 によると 2016～18 年の間で週当たりの病院実習の時間数は、243～329 時間となる。1

日 6 時間の授業が連続して病院実習に割り当てられ、またクラス単位で移動すると考えると以

下のようにして、毎日 8～12 回程度の送迎が平均的に発生することになる。 

247243～329 時間÷5 日÷6 時間＝8～11 回 

実習先が 5km 以遠に散らばり、朝夕のラッシュ時に移動することから、片道で 30 分から 1

時間程度かかることから、バス 1 台 1 日あたり 2 回の送迎が適切と考えられ、必要台数は 4～6

台となる。将来的には、近隣の病院・保健センターに実習先をシフトすることでバス 1 台 1 日

あたりの送迎回数を増やす、また既存 ICSM の保有バスを新設 ICS に移設する、などの可能性

を考えれば 3 台での運営も可能と判断できる。 

また、講堂の整備も予定されており、ここで保健省や各ドナーによる継続教育や啓発活動な

どのイベントで利用されることが予定されるが、マプト市郊外に立地するため参加者の送迎用

としても利用が可能であり、バスの必要性はあると考えられる。 
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c. 厨房機材について 

本調査で視察を行った ICS キリマネでは、整備した屋内キッチンの他に別途、煮炊き用とし

て屋外に増築した炭コンロが利用されている。視察時間帯により、稼働状況の詳細は確認でき

なかったが、屋内キッチンがフルに活用されていない理由としては主に使い勝手（ガス供給の

事情等）が関係しているものと思われる。本プロジェクトにおいても施設コンポーネントとし

て屋内キッチン及び調理器具等の厨房機材を機材コンポーネントとして計画するが、既存 ICSM

にて屋内キッチンが支障なく使用されていること、マプト近郊という立地条件からガス供給に

ついても地方と比べ安定していることから、本プロジェクトにガス調理器具等の厨房機材を含

めることについては問題のないものと考えられる。 

d. 機材メンテナンス技師コース用機材について 

本機材は「モ」国では初となる機材メンテナンス技師コース用の演習機材である。要請内容

は医療器具（ECG モニタ、麻酔器等）の調整または校正用の ECG シミュレーター、麻酔器校

正器等およびメンテナンス用のマルチメーター、オシロスコープ、シグナルジェネレーター等

の電気計測機器類、卓上ドリルや工具類等である。操作方法や日常のメンテナンスに関しては、

高度な技術を要するものはなく、また本コース担当者は、保健省管轄の機材メンテナンスワー

クショップの運営に従事しており、これらの機材の取扱いには精通しているため問題はないと

判断できる。 

e. 機材アイテムの選定基準 

本プロジェクトでは以下の選定基準により機材アイテムの選定、計画を行った。検討経緯及

び結果は別添資料の機材検討表に整理した。削除基準に一つでも該当した場合、本プロジェク

トの計画機材には含めないこととする。 

表 3-8 機材選定基準 

選定基準 

① 新設 ICS の施設運営・活動内容と整合する機材 

② 既存 ICSM で活用実績が有り、必要性が認められる機材 

③ 既存 ICSM に機材を残すため、新規に整備が必要となる機材 

④ 既存機材が有るが、追加的に整備の必要性が認められる機材 

⑤ 各コースのカリキュラム・演習内容と整合する機材 

削除基準 

I  使用頻度が低いと見込まれるなど、費用対効果の低い機材 

II  他の機材で代用が可能である等、要請内容が重複する機材 

III 入札による調達上、支障が生ずる機材（銘柄指定が必要かつ妥当な理由がない等） 

IV 優先順位が低く、予算上の制約等により協力対象事業に含めることが難しい機材 

V  前回計画での整備又は既存機材が有り、数量が十分な機材 

 

なお、高額な消耗品を必要とする機材はなく、消耗品については、本プロジェクトの整備対

象外とする。 
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（2） 自然環境条件に対する方針 

1） 気象条件への対応 

サイトのあるマプト市の気候は熱帯サバナ気候に属し、年間平均気温は 23 度、年間平均降雨

量は 770mm である。雨期である 11 月～4 月は気温が高く、月間最高平均気温が 30 度近くにな

り高温多湿である。乾期である 5 月～10 月は気温が低く、月間最低平均気温は 15 度まで下が

り（6～7 月）比較的過ごしやすい。年間降雨量は多くないが、多いとき月間降雨量が 800mm

という年もある。風速は過去 20 年間（1992-2012 年）のマプト空港（Mavalane）での記録風速

は 30m/sec となっている。本プロジェクトではこのような条件に対して、以下の方針で計画を

行う。 

・朝夕の低い角度で射す強い日射から室内環境を守るため、建物は原則として東西方向に

配置し、東西面は壁とする。 

・直接光が室内に入るのを避け、柔らかい間接光による採光となるように努め、日中は極

力、照明に頼らずに活動できるようにする。 

・南半球に位置するため日中は北側から日が差すため、原則として廊下は北側に配置し、

幅広い廊下で直射光が室内に射しこむのを防ぐ。 

・維持管理費の低減に留意しつつ、高温が続く雨期に対して自然通風を促し、空調機や天

井扇等の最小限の機械設備を計画する。 

・降雨時にも雨に濡れず行き来できるように、建物相互をつなぐ渡り廊下は屋根付きとす

る。 

2） 自然災害への対応 

マプト市では地震の発生記録は無く、サイクロン、強風等による被災歴はないが落雷はあり、

比較的周囲に建物が少ない環境であるため落雷の可能性は高い。また、サイトの西側、500m の

距離に水路があり、雨期には氾濫するが、サイトには影響しない。逆にサイト東側の国道 1 号

から雨水がサイト内に流れ込む。本プロジェクトではこのような条件に対して、以下の方針で

計画を行う。 

・地震力は考慮しないが、日本の基準にしたがい風荷重を考慮した設計を行う。 

・最も高い建物となる給水塔について避雷設備を計画する。 

・強い降雨による表土流出、建物の冠水を防ぐためサイト全体の雨水排水対策を行う。ま

た、国道 1 号から流入する雨水の対策もとる。 

・マプト市はマラリア汚染地域であり、サイト西側に水路や湿地などがあるため、防虫対

策が必要となる。 

3） 地形・地盤、給水条件への対応 

サイトは東西に 130m 前後、南北に 300～320m の長方形の敷地形状である。地形は西側に向

かって 1/50 程度で緩く傾斜し、中央付近に東西方向のワジがある。また、ボーリング試験の結

果、10m より浅い層はほぼ均一な緩い砂質土であり、地表（GL）から 1.6～2.2m に地下水位が

確認されている。標準貫入試験やラボ試験の結果から、GL-0.5m～1.0m の範囲で 5.0ton/m2 の許
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容支持力が期待できる。また、サイトは市水道の供給エリアから外れており、水源は地下水を

使うことになり、敷地内に井戸を設ける。地下水容量は決して豊富でないと想定される。以上

のような地形・地盤条件に対して、以下の方針で計画を行う。 

・地盤は比較的緩いものの、幅広の連続基礎とすることで、杭などによらず直接基礎によ

る支持形式とする。 

・基礎底を深くすると積載土が不利に働くため、基礎底レベルを標準 GL-0.5m と比較的浅

く設定する。 

・雨水、雑排水、汚水の排水経路は傾斜にしたがって東西方向とし、敷地の西側を浸透エ

リアとする。 

・衛生機器の選定については、使用に支障のない範囲で節水タイプを選定する。 

・雨水利用を計画し、植栽や清掃、車両洗浄などに使うこととする。 

（3） 社会経済条件に対する方針 

1） 生活習慣、文化への対応 

「モ」国は 1992 年の内戦終結以降、安定した国内政治状況を背景に近年は名目で年 6％を超

える高い経済成長を維持している。このため、首都マプトでは先進国の日用品や生活環境が整

い、多くの市民の生活は先進国に準じる水準となっている。本プロジェクトでは全国を対象と

したナショナルコースも開設しているが、多くは生活水準の高いマプト市民の子弟となるため、

施設や設備仕様には配慮が必要となる。また宗教的には同国南部地域ではカソリックが優位で

あるが、北部ではイスラムが優位となるため、特に衛生設備の設計にあたっては異文化への配

慮が求められる。 

マプト市内はポルトガルによる植民地建築や、独立後の社会主義時代のロシア構成主義的な

中層ビルなどが散見され、特にコンクリート製の日よけルーバーに特徴がある。隣接する国立

精神病院も植民地時代のものでスペイン瓦の明るいオレンジ色の屋根とコンクリート製の日よ

けを備える。本プロジェクトでも機能とコスト性に配慮しつつ、国道 1 号に面し目につきやす

い立地ということを踏まえ、デザイン性も備えたものとする。 

2） 社会・経済状況への対応 

「モ」国では高い経済成長の一方で、地域間や社会階層の格差拡大等、経済成長の負の側面

も拡大しており、政府が統制する食料・燃料の値上げ等を契機にデモや騒乱がしばしば発生し

ている。また特にマプトなどの都市部では盗難事件が多く、組織的に高額な資機材を車両など

で大量に強奪するといった事件も報告されている。サイトは国道 1 号に面し目立ち、また周囲

が十分に市街化されていないことから狙われる要素が多い。これらの状況に対しては以下を方

針とする。 

・工事中の資機材の盗難を防ぐため、仮囲い設置や警備員配置等の適切な内容を計画する。 

・サイト外周の門塀は「モ」国側負担とするが、警備員常駐のための守衛所を設置する。 

・機材等が設置され、防犯性能が要求される室の開口部（窓・扉）には鉄格子設置等によ
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る適切な防犯措置を計画する。 

・敷地内、特に建物周りに防犯灯を設置し、盗難への抑止効果を期待する。 

・近年バリアフリーへの要求が高まっているものの、本プロジェクトでは多目的トイレの

設置や 1 階部分でのスロープの設置のみの対応とする。 

・ジェンター配慮として、トイレブース数や学生寮定員を男女同数として計画する。 

3） 都市計画条件 

サイトの東側、国道 1 号には国道管理局（ANE）による壁面後退規制があり、道路中央線か

ら 50m 以内は建築ができないこととなっている。また、サイト西側はマプト市による住宅開発

計画があり、南側と西側に道路整備が予定されている。これらの都市計画条件に対し、以下を

施設計画の方針とする。 

壁面後退規制を守り、施設の計画を行う。ただし、メンテナンス性や施設配置の制約が高く

なることから、守衛所、駐車施設、受変電施設については壁面後退規制ライン内に計画する。

この点については保健省が ANE と協議し、事前に確認しておく必要がある。 

雨水や汚水・雑排水の処理水は敷地内で浸透させることとするが、処理しきれない場合のオ

ーバーフローは敷地西側の将来計画道路部分に出すものとする。 

（4） 建設事情／調達事情に対する方針 

1） 許認可、建築基準等 

「モ」国では建設行政を所管する公共事業住宅省が建設及び建築・設備に係る様々な基準を

発行している他、構造設計については旧ポルトガル基準、材料規格については主な輸入元であ

る南アフリカ共和国（以下南ア国）基準等が広く準用されている。公共施設の建設に当たって

は施主から管轄機関に図面等を提出してプロジェクト許可を得る必要があり、本プロジェクト

の所轄機関はマプト市役所となる。保健省では建設プロジェクト全般を担当する DPC/DI が申

請機関となるため、実質的には同機関が技術面のチェックを行う体制にある。 

本プロジェクトでは過去の日本による無償協力案件と日本の建築基準を参照し、随時 DPC/DI

の確認を得ながら設計を進めることで建築の安全性と基本性能を確保する方針とした。 

2） 建設事情･調達事情 

「モ」国の首都マプトでは、好調な経済成長に後押しされ、建設市場は活況を呈しており、

外資や現地資本による大手建設会社による高層ビルや大型開発プロジェクトが見られる。同国

では内戦終結から順調に社会インフラの復興を進めており、この 20 年の間に現地建設業者は経

験と技術力を蓄積してきている。経験ある技術者や熟練工の調達は比較的容易であるが、多く

は大手、中堅の建設会社の所属であるため、調達に留意する必要がある。同国では長く社会主

義であったため労働者保護の制度が強く、労働争議の可能性についても留意する必要がある。 

また、建設市場の活性化に伴い、建設資機材と労務が高騰しており、建設価格は軒並み高く

なっている。建設資機材は現地で南ア、EU、中東、インド、ASEAN、中国などからの製品が

入手可能であり、またサイトは国道 1 号に接道しており、容易にアクセスできるため、雨期の
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影響も受けにくい。 

本プロジェクトに含まれる機材のうち、PC関連機材およびコピー機等のOA機材については、

同国内に一定規模のマーケットが有る流通品であり、アフターケアの観点からも現地調達とす

ることが適当である。またバスについては国内に複数の販売代理店があるが、メーカーまたは

型式毎に生産国が異なるため、現地・本邦・第三国調達を含めた形で輸送経路・コスト面を勘

案しつつ最適な調達方法を検討する。 

（5） 現地業者の活用に係る方針 

「モ」国では公共工事に係る施工業者は公共事業住宅省に登録し、「Alvará」と呼ばれる建設

業許可を得る必要がある。登録は請負可能金額に応じて 7 段階に分かれ、最上位の 7a クラスに

は 80 社が登録されている（2011 年時点）。保健省が実施する施設建設の多くはこれら 7a クラ

ス企業が受注しており、施工品質、施工管理体制、資機材･労務調達能力等に問題はない。本プ

ロジェクトでも本邦企業の下、これら現地業者の活用が十分に見込まれる。 

（6） 運営･維持管理に係る方針 

新設 ICS は既存 ICSM の移転、新設によるもので、校長を中心に新たに設立される運営組織

が中央保健局または州保健局25の指導、監督の下で施設の運営・維持管理を行う。新設 ICS の

メンテナンス課には、既存 ICSM からの異動および新規採用含め、電気工・大工・機械工・配

管工・機材担当など計 20 名が配属される予定であり、日常的な施設・設備の運転と維持管理は

十分に可能である。また、運営・維持管理に係る予算は中央または州保健予算として計上され

るが、人件費を除いた運営経費は限られている。これらの現状を考慮し、本プロジェクトでは

新設される施設の運営と維持管理に係る負担が可能な限り少なくなるよう、維持管理に特殊な

技術を要さない現地標準の工法・仕様の採用を基本に、堅牢で維持管理が容易な設計を行う。

また、設備等は特殊な操作・運用指導等を必要とせず、運営を行うメンテナンススタッフが容

易に管理・運転できる標準的な計画とする。 

機材については、測定機器などについて電子部品の使用割合が増しており、修理の際に基盤

の交換が必要となる場合が多くなってきている。安全の確保や修理精度の確保、部品の取り寄

せ等の観点から、機材選定においては現地または近隣国における代理店の有無に十分配慮する。 

（7） 施設･機材等のグレードの設定に係る方針 

施設のグレードは過去の無償案件と既存 ICSM に準じるものとし、機能性、経済性、維持管

理のしやすさ等の観点から主要部位の仕様を比較検討し、保健人材養成施設として必要な機能

と耐久性が確保できるグレードを採用する。 

演習機材については基本的かつ使用方法も簡易で、必要最低限の機能に限定したシンプルな

機材仕様とする。特殊な用途や高度な機能を有する機材は本プロジェクトには含まれず、また

銘柄指定を必要する機材もない。なお、自動電圧安定器（AVR）については、歯科治療ユニッ

                                                                 
25既存 ICSM は現在、保健省直轄であるが、マプト市州政府への移管が進められている。 
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ト、ファントムヘッドユニット、PC、コピー機、印刷機等、精密な駆動部が有り、電圧変動に

影響を受け易い機材に付属する計画とする。PC については、停電時の作業データ保護のため、

AVR 機能付の無停電電源装置（UPS）を付属するものとする。 

（8） 工法／調達方法、工期に係る方針 

本プロジェクトはマプト市で医療従事者養成学校を建設するもので、多様な機能の施設を含

み、総床面積で約 9,500 ㎡の大規模工事となる。建物はおおむね 2 階建てで RC ラーメン構造、

連続基礎、鉄骨小屋組みという、現地で標準的な架構形式となる。採用する工法は現地のもの

を標準とするが、耐久性や堅牢さなどの点から改良を加える。サイトは国道 1 号に面し、主要

建設資機材の調達元となるマトラ市、マプト市から近く、資機材調達の点では有利である。主

要道路から直接アクセスでき、サイトの地形は緩い傾斜地で、砂質土で水はけもよく雨期の影

響も少ないと思われる。これらの施工条件にもとづき、過去の無償案件での実施状況を勘案し、

適切な工期設定を行う。 

 

3-2-2 基本計画（施設計画／機材計画） 

（1） 敷地・施設配置計画 

1） ゾーニングの考え方 

本プロジェクトの機能ゾーンは、大きくは中心的な機能である教育・事務管理ゾーンと、学

生寮、教員宿舎、食堂からなる住居・生活ゾーンの 2 つがある。サイトはもともと南北に長い

敷地形状である上に、前面道路（国道 1 号）からの壁面後退規制により東側から、またサイト

西側（水下側）を浸透エリアとするため西側からも、それぞれ建築可能エリアが狭められる。

結果として、東西方向の幅が狭い敷地条件となっている。このため、前述の 2 つの機能ゾーン

（以下、2 つのゾーン）は南北に分けてレイアウトすることになり、国立精神病院のある北側

に教育・事務管理ゾーンを、南側に住居・生活ゾーンを、両者の間に講堂と広場を配置し集会

ゾーンとする。国道 1 号からのエントランスは 2 つのゾーンの結節部で集会ゾーンが配置され

ている部分に設ける。頻繁な往来の交通量に配慮して、エントランスの付近に通いの学生のた

めのバス停などの滞留スペースをとる。 

2 つのゾーンはいずれも、狭い敷地でコンパクトにまとめる必要があり、二階建てのブロッ

クとして計画する。教育・事務管理ゾーンは同じ長さのブロック 4 棟に必要諸室をレイアウト

し、これを適当な間隔で離隔させ、両サイドを廊下で接続することで、短い時間で一般教室、

演習室、教員室などを行き来する ICS のプログラムに対応するものとする。住居・生活ゾーン

では、講堂・広場と同じく集会機能を有する食堂を集会ゾーンに近い北側にレイアウトする。

教員宿舎は施設の中心的な活動から遠い南側にレイアウトする。 

2 つのゾーンの北側と南側に将来の拡張余地を設定する。外構配管・配線のレイアウトでは、

将来拡張余地を交差しないように配慮する。 
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各ゾーン内ではトイレ、シャワー、洗濯などのサービス部門は防臭、防湿の視点から主な諸

室から遠く、また排水の放流先である浸透エリアに近い、西側にレイアウトする。浸透エリア

は大きく 2 つのゾーンごとに設けられるが、井戸の位置は浸透エリアを避けて、敷地の北、中

央、南の 3 か所とする。 

2） 動線の考え方 

機能ゾーンが南北に分かれてレイアウトされるので、動線も南北方向になる。学生、教職員

の人の動線は敷地中央を南北に貫く。学生寮から食堂、講堂、教育・事務管理ブロックまでは

渡り廊下を配置し、降雨時に濡れずに移動できるようにする。また、車は国道 1 号からの後退

ライン沿いの道路側を南北に通し、北側の端にはバス車庫・サービス棟を配置する。敷地内道

路沿いには外来者や教職員のための駐車場を設ける。 

（2） 建築計画 

1） 平面計画 

各諸室の活動内容に応じた家具のレイアウトを行い、活動に支障のない適切規模を設定する。

なお、比較対象となる類似施設は過去の無償案件である ICS キリマネ（ICSQ）と「保健人材養

成機関施設および機材拡充計画（2007）」（前回計画）、既存 ICSM、ICS ナンプラ（ICSN）であ

る。 

a.教育・事務管理ブロック 

教育・事務管理ブロックは片廊下形式であり、各棟の中央付近に階段室を配置する。全部で

4 棟からなり、各棟の奥行長さを隣棟間隔とし、両端を開放廊下で接続する。これにより、短

い休み時間に一般教室や各種演習室、教員室などを行き来することができる。また、これによ

り各棟に階段室を一つしか計画せずに二方向避難を可能にする。さらに西側の廊下には各棟間

に 3 つのトイレユニット（2 階建て）を配置し、これを 4 つの棟の利用者がシェアすることも

可能にする。各棟は長さ 50m と長いため、中央に階段室があることで、建物の圧迫感を軽減し、

南北方向の通風を確保し、空気が淀みがちな並行配置の欠陥を補う。 

①一般教室 

保健人材養成カリキュラムの中心的な授業である座学や評価・試験を行う。定員は 30 人、室

のサイズは過去の無償案件では、巾 7.2m×奥行 9.9m と室の奥行方向が深いプロポーションだ

ったが、巾 8.0m×奥行 9.0m と幅広に調整し、最後列と教員の距離を縮めた。面積、定員一人

あたりの単位面積（以下、単位面積）はほぼ同じとなる。教壇はなく、黒板のほかプロジェク

ターとスクリーンを備える。類似施設でほぼ共通の機材などを収めるキャビネットは設置する。 

表 3-9 一般教室の広さ、定員と単位面積の比較 

  床面積 定員 単位面積 備考 

類似施設（ICSQ） 72.00 ㎡ 30 人 2.4 ㎡/人 キャビネット 

類似施設（前回計画） 71.28 ㎡ 30 人 2.4 ㎡/人 キャビネット、教壇 

類似施設（既存 ICSM） 64.80 ㎡ 30 人 2.2 ㎡/人 プロジェクター 
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本プロジェクト 71.28 ㎡ 30 人 2.4 ㎡/人 キャビネット、プロジェクター 

 

②実技演習室 

看護師、助産師、医療技師、保健師コースの学生が採血、血圧、介護などの基礎的な技能を

主にマネキンを用いて演習する。定員は 30 人、室サイズは異なるマネキンを置いた 5 つのベッ

ドを十分な間隔をおき配置し、周りを 30 人の学生が囲めるスペースとして設定した。結果とし

て室サイズ、単位面積は過去の無償案件と同程度となった。黒板、プロジェクター、スクリー

ンを備える。また、各種演習機材を収納するため、機材庫を設け物品棚を備える。 

表 3-10 実技演習室の広さ、定員と単位面積の比較 

  床面積 定員 単位面積 備考 

類似施設（ICSQ） 95.04 ㎡ 30 人 3.2 ㎡/人 機材庫(23.8 ㎡) 

類似施設（既存 ICSM） 64.80 ㎡ 30 人 2.2 ㎡/人 機材庫内蔵、狭くて活動に支障あり 

本プロジェクト 96.00 ㎡ 30 人 3.2 ㎡/人 機材庫(24.0 ㎡) 

 

③生物化学演習室 

臨床検査技師、薬剤師コースの学生が生物、化学の理論と実技を学ぶ。定員は 30 人、室サイ

ズは 6 人のグループになり、5 つの中央実験台を配置できるように設定した。結果として室サ

イズ、単位面積は過去の無償案件と同程度となった。黒板、プロジェクター、スクリーン、サ

イドカウンター、緊急シャワーを備える。また、各種実験機材、試薬類を収納するため、機材

庫を設け物品棚を備える。 

表 3-11 生物化学演習室の広さ、定員と単位面積の比較 

  床面積 定員 単位面積 備考 

類似施設（ICSQ） 95.04 ㎡ 30 人 3.2 ㎡/人 試薬庫・倉庫(両方で 23.8 ㎡) 

類似施設（既存 ICSM） 108.80 ㎡ 30 人 3.6 ㎡/人 試薬庫・倉庫(両方で 54.4 ㎡) 

本プロジェクト 96.00 ㎡ 30 人 3.2 ㎡/人 機材庫(24.0 ㎡) 

 

④機材メンテナンス演習室 

機材メンテナンス技師コースの学生が金工、電気の技術を学ぶ。金工は作業中に金屑や粉じ

んが発生するため、電気とは別の室が必要となる。定員各 15 人の演習室が 2 室となる。「モ」

国で初めての機材メンテナンス技師コースとなり、参考事例がなく機材レイアウトと活動範囲、

定員から適切な室サイズを設定した。各室とも黒板とサイドカウンターを備え、機材庫とロッ

カー（作業着に着替えるため）を併設する。電気コースの室にはプロジェクター、スクリーン

を設置する。 

表 3-12 機材メンテナンス演習室の広さ、定員と単位面積の比較 

  床面積 定員 単位面積 備考 

類似施設 ※同国で初めてのコースにつき、比較対象なし 

本プロジェクト 72.00 ㎡ 15 人 4.8 ㎡/人 機材庫、ロッカー室（ともに 12.0 ㎡） 
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⑤歯科演習室 

歯科技師コースの学生が頭部ファントムと歯科治療ユニットを使い、歯科治療の理論と実技

を学ぶ。定員は 30 人、歯科技師のコースは ICS ベイラでのみ実施されているが、室サイズに関

する資料が入手できず、頭部ファントムと作業台 15 セットのレイアウト、歯科治療ユニットと

その周りに 30 人が集まれるスペースを確保できる室サイズとした。黒板、プロジェクター、ス

クリーン、サイドカウンターを備える。また、歯科治療ユニットに圧縮空気と吸引を送る機械

室と機材庫を併設する。 

表 3-13 歯科演習室の広さ、定員と単位面積の比較 

  床面積 定員 単位面積 備考 

類似施設（ICSQ） 95.04 ㎡ 30 人 3.2 ㎡/人 実技演習室 

本プロジェクト 96.00 ㎡ 30 人 3.2 ㎡/人 機材庫、機械庫（ともに 24.0 ㎡） 

 

⑥PC 室 

各コースの学生が PC の基本的な使い方を実習する。定員は 30 人で同数の PC と机・椅子が

レイアウトできる室サイズとし、結果として室サイズは過去の無償案件と同程度となった。白

板、プロジェクター、スクリーンを備える。施設全体の LAN 構築のためのサーバー室、コンピ

ューター課室を隣接させ、コンピューター関連の人、機材などのリソースを集約させた。 

表 3-14 PC 演習室の広さ、定員と単位面積の比較 

  床面積 定員 単位面積 備考 

類似施設（ICSQ） 71.28 ㎡ 15 人 4.8 ㎡/人 機材庫(11.9 ㎡) 

類似施設（既存 ICSM） 64.80 ㎡ 30 人 2.2 ㎡/人   

本プロジェクト 72.00 ㎡ 30 人 2.4 ㎡/人 機材庫は隣接するｺﾝﾋﾟｭｰﾀ課室を兼用 

 

⑦図書室 

各コースの学生が自習をしたり、教科書・参考書などの貸出・保管、PC を用いた情報収集を

行う。定員 60 人の開架式図書室とし、自主活動・研究などのためテーブル席を主とし、個別の

キャレルデスクも組み合わせる。情報収集用の PC は既存 ICSM と同程度の 12 とし、キャレル

席と併用する。室サイズはこれらのテーブル、デスクレイアウトから設定した。室サイズは既

存 ICSM と同程度、過去の無償案件よりやや広いのは定員数が倍近く多いためとなる。単位面

積では過去の無償案件より小さいが、机や書架との間隔は最小限とはいえ、活動に支障のない

広さとなっている。ほかに、図書課の職員の執務スペース、受付、閉架書庫、荷物を預かるク

ロークスペースなどを併設する。また、学生向けにコピーサービスを行うコピー室は、図書室

との関係が強く、隣接する位置に計画する。 

表 3-15 図書室の広さ、定員と単位面積の比較 

  床面積 定員 単位面積 備考 

類似施設（ICSQ） 106.84 ㎡ 32 人 3.3 ㎡/人 書庫（11.9 ㎡） 

類似施設（既存 ICSM） 118.40 ㎡ 60 人 2.0 ㎡/人 書庫・受付（34.7 ㎡） 
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本プロジェクト 120.00 ㎡ 60 人 2.0 ㎡/人 書庫・受付（40.0 ㎡） 

 

⑧一般事務室 

新設 ICS の組織表にしたがい、学生課、財務・総務課、人材課、調達監理ユニット、在庫・

資産管理課、総務課、新規教育・継続教育課の各部門について各定員 4 人の事務室を計画する。

室サイズは机・椅子 4 セット、書類を保管するキャビネットをレイアウトできる適切なサイズ

とした。単位面積は過去の無償案件と同程度となった。総務課は受付を兼ねることからエント

ランスにレイアウトする。 

表 3-16 一般事務室の広さ、定員と単位面積の比較 

  床面積 定員 単位面積 備考 

類似施設（ICSQ） 28.80 ㎡ 4-6 人 4.8-7.2 ㎡/人   

類似施設（既存 ICSM） 68.53 ㎡ 16 人 4.3 ㎡/人 同じ室内に打合せ・作業用テーブルあり

本プロジェクト 24.00 ㎡ 4 人 6.0 ㎡/人   

 

⑨校長室・副校長室 

新設 ICS の組織表にしたがい、校長室 1 室と副校長室 2 室を計画する。校長室は通常の執務

用の机、椅子とキャビネットのほかに来賓用の応接スペースと打合せのためのテーブルを置ける

広さとする。副校長室は机、椅子、キャビネットと打合せテーブルをおける広さとする。室サイ

ズは過去の無償案件と同程度となる。前室として待合スペースを併設する。 

表 3-17 校長室・副校長室の広さの比較 

  校長室 副校長室 備考   

類似施設（ICSQ） 36.00 ㎡ 36.00 ㎡ ICSQ では副校長室はなく、教務顧問室がある 

類似施設（既存 ICSM） 21.16 ㎡ 14.72 ㎡

本プロジェクト 36.00 ㎡ 28.80 ㎡   

 

⑩教員室 

新設 ICS の組織表にしたがい、常勤教員 60 人分が授業の準備や資料の整理、採点などを行う

ため、各室 15 人の教員室を４室、計画する。人数分の机、椅子とキャビネットをレイアウトし、

室の広さを設定した。結果として単位面積が過去の無償案件より小さくなった。 

表 3-18 教員室の広さ、定員と単位面積の比較 

  床面積 定員 単位面積   

類似施設（ICSQ） 28.80 ㎡ 4-6 人 4.8-7.2 ㎡/人 コースごと 

本プロジェクト 60.00 ㎡ 15 人 4.0 ㎡/人 コースと関係なく設置 
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b.学生寮、教員宿舎 

①学生寮 

学生寮は過去の無償案件を参考に各室 8 人の寮室を 19 室計画する。各室サイズは 2 段ベッド

と私物をしまう個人用ロッカーをレイアウトし決定した。結果として単位面積は過去の無償案

件、既存 ICSM と同程度となった。学生寮は片廊下形式にレイアウトされ、2 例が向かい合い

中庭を形成する。廊下の反対側にはサービス用のバルコニーを設ける。過去の無償案件でも含

まれていた自習室は 1 室、定員 16 人として計画する。 

表 3-19 学生寮寮室の広さ、定員と単位面積の比較 

  床面積 定員 単位面積 備考 

類似施設（ICSQ） 31.92 ㎡ 8 人 4.0 ㎡/人 2 段ベッド、個人用ロッカー 

類似施設（前回計画） 32.40 ㎡ 8 人 4.1 ㎡/人 2 段ベッド、個人用ロッカー 

類似施設（既存 ICSM） 15.80 ㎡ 4 人 4.0 ㎡/人 平ベッド、ロッカーは廊下（室外）に 

本プロジェクト 32.49 ㎡ 8 人 4.1 ㎡/人 ICSQ と同じ 

 

②教員宿舎 

教育宿舎は監督職員用として計画し、「モ」国の平均的な家族規模に配慮し、3 寝室タイプと

し、夫婦 2 人のほかに 2～4 人程度の子供が居住できるようにする。コスト縮減の視点から 2

階建てとし、1 階をトイレ、シャワー、キッチン、収納、洗濯場（室外）などの設備と居間、2

階に寝室を計画する。結果として過去の無償案件（ICSQ）より大きくなったが、ICSQ では 2

寝室タイプと小さく、視察の結果、単身教員の一時的な宿舎としてとらえられ、監督職員用の

恒久的な宿舎と認識されていなかったことを考慮し計画した。「モ」国側で実施した ICS ナンプ

ラ（ICSN）の 3 寝室タイプの宿舎と比べて、過大ではないことが分かる。 

表 3-20 教員宿舎の広さ、数、タイプの比較 

  床面積 世帯数 備考 

類似施設（ICSQ） 58.50 ㎡ 8 世帯 2 寝室タイプ

類似施設（ICSN） 108.04 ㎡ 4 世帯 3 寝室タイプ

本プロジェクト 90.40 ㎡ 4 世帯 3 寝室タイプ

 

c.講堂、食堂 

①講堂 

入学式、卒業式などの各種セレモニー、オリエンテーションなどのため定員 300 人の講堂を

計画する。単位面積は過去の無償案件より小さく効率的な設計となった。客席部分は平床タイ

プとし、合同授業やセミナー、ワークショップなど多目的に使えるようにする。ステージと控

室、倉庫、トイレを計画し、AV 機器、プロジェクター、スクリーンを備える。ステージ高さは

過去の無償案件と同様に一般床+1.2m とする。客席部分は両側を全開でき、外部のテラス部分

も一体的に利用し定員以上の収容が可能なようにする。また、渡り廊下に面するため、大勢が

一斉に出入りできるようする。 
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表 3-21 講堂の広さ、定員と単位面積の比較 

  床面積 定員 単位面積 備考 

類似施設（ICSQ） 556.38 ㎡ 309 人 1.8 ㎡/人 平床タイプ、ステージ、控室、倉庫、トイレ 

類似施設（既存 ICSM） NA 250 人 - 階段教室タイプ、ステージ 

本プロジェクト 420.00 ㎡ 300 人 1.4 ㎡/人 ICSQ と同じ 

 

②食堂 

食堂は 250 人定員として計画するが、4 回転となるため頻繁に人が出入りし、特に配膳周りが

混雑するため、配膳スペースをコの字型に囲む客席レイアウトとする。中央部は中庭とし、あま

ねく通風と自然採光が行き渡るようにする。既存 ICSM でも多いときは 1,000 人程度の食事を提

供していることから厨房などサービス部門の構成と広さは既存の食堂を参考にする。厨房はセン

ターキッチンとし、中央にストーブやスチーマーなど機器類を配置し、その周りに作業台やシン

ク類をレイアウトする。厨房に面して食材庫、冷蔵・冷凍室、厨房担当の更衣・トイレ、事務所

などを配置する。このほか、外向きに利用者用のトイレをレイアウトする。単位面積は過去の無

償案件、既存 ICSM と比べて小さく、効率的な設計となっている。 

表 3-22 食堂の広さ、定員と単位面積の比較 

床面積 定員 単位面積 備考 

類似施設（ICSQ） 370.76 ㎡ 144 人 2.6 ㎡/人 270 人、2 回転 

類似施設（既存 ICSM） 475.00 ㎡ 150 人 3.2 ㎡/人 500～800 人、3～5 回転 

本プロジェクト 606.75 ㎡ 250 人 2.4 ㎡/人 1000 人、4 回転 

 

以上 a. b. c. をまとめると施設計画の概要は表 3-23 のようになる。 

表 3-23 施設の概要 

  棟名 棟数 階数 諸室（カッコ内は室数または個数） 延べ床面積

A 演習・教室棟 1 1 
2 階建

て 
機材メンテナンス演習室（2）、生物化学演習室、一
般教室（5） 

1,057.44m2

B 演習・教室棟 2 1 同上 実技演習室（2）、歯科演習室、一般教室（5） 1,075.06m2

C 
事務管理・教室
棟 

1 同上 教員室（4）、会議室、給湯室、一般教室（5） 1,083.84m2

D 図書・教員室棟 1 同上
図書室、受付、印刷室、PC 室、コンピューター課
室、サーバー室、校長室、副校長室（2）、各部門事
務室（6）、打合せ室、面談室、書庫、倉庫、給湯室 

945.63m2

E トイレ棟 3 同上
各棟とも男女別、WC（10）、小便器、洗面（8）、多目
的トイレ（2） 

317.52m2

学生用（2 棟）、教職員用（1 棟） 
F 講堂 1 平屋 客席（300 席）、ステージ、控室、倉庫、WC（4） 474.38m2

G 食堂 1 同上
食堂（250 席）、配膳スペース、手洗い・WC（4）、厨
房、食材庫、冷蔵・冷凍庫、事務室、スタッフ用更
衣・シャワー（2）・WC（2） 

624.75m2

H 女子寮 1 
2 階建

て 
寮室（8 人部屋×19）、自習室（16 席）、WC（16）・洗
面（12）、シャワー（18） 

1,391.64m2

I 男子寮 1 同上 同上、ただし WC の一部が小便器となる。 1,391.64m2
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J 教員宿舎 
1 

2 階建
て 

4 世帯用の共同住居 481.60m2

    
居間・食堂、3 寝室、台所、WC・シャワー、サービス
テラス 

K 車庫 1 平屋
バス 3 台の車庫、器具・スペアパーツ庫、スタッフ用
更衣・シャワー・WC 

150.00m2

L 守衛室 1 同上 受付、スタッフ用更衣・シャワー・WC 24.00m2
M 渡り廊下 1 平屋   446.25m2
N 給水塔 1 - ポンプ室 26.63m2
O 貯水槽 1 -   
P 電気室 1 平屋   35.00m2
合計       9,525.37m2

 

2） 断面計画 

断面計画は以下のように行う。 

・建設可能範囲が狭く、またコスト縮減のため、建物は極力 2 階建てとする。具体的には

講堂と食堂、サービス関連諸施設を除くすべての建物が 2 階建てとなっている。 

・屋根形状は妻面の軒ラインが揃い、壁面の保護に有効な寄棟（よせむね）とし、圧迫感

の無い 2/10 勾配とする。講堂は切妻とし室内空間を大きく取れるように 5/10 勾配とし、

一般の建物と差別化をする。サービス関係は簡易な片流れとし、鋼板ルーフシートの推

奨最低勾配とする。 

・床高は保健省の標準的高さである設計地盤レベル（工事完了後の地盤レベル、DGL）+45cm

とする。ただし、外部と一体的な使い方、見え方が求められる食堂と講堂は DGL+30cm、

渡り廊下は DGL+20cm とする。 

・天井高は保健省標準高さである 3.0m 以上とする。学生寮の寮室は 2 段ベッドが置かれる

ことから、過去の無償資金案件を参考に、3.4m とする。 

・原則として 2 階建ての 1 階部分は天井はなしとし、2 階のスラブあらわしとし、平屋建

てや 2 階建ての 2 階は屋根勾配に合わせて斜め天井とすることで、天井高を確保しつつ

階高を押え、また天井材を減らしコスト縮減を図る。 

・廊下は居室の北側に配置し、直射日光が幅広い廊下スラブと、高い窓台（窓の下の高さ）

で遮る。窓台の高さは最も日射角が低くなる冬至におけるスタディで決定する。居室の

南側は間接光を取り入れるため窓台は低くする。学生寮では中庭に向いて入り口が向か

い合う平面プランのため、比較的幅の狭いベランダが北側を向く寮室があるため、日よ

けを検討する。 

・雨水による建物基礎への影響と地盤の侵食を避け、また部分的に雨水利用を図るため、

軒樋を設け、建物廻りに設ける雨水排水溝、または雨水貯水槽に接続する。 

・降雨時にも窓を開けられるように、また直射光が入りにくいように軒側の窓にもコンク

リート庇を設ける。 

3） 構造計画 

構造計画は「モ」国保健省の標準的な設計内容と、日本建築学会規格を基準とし、構造強度
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の確保とコスト縮減の観点から改良を加え、以下の通り計画する。 

a.地盤状況と基礎計画 

敷地内の 8 地点で実施したボーリング調査の結果によるとサイトの地層は地表面から 10m ま

では緩い砂質層が続き、GL-1.0m での N 値は 6～10 の弱い地盤である。N 値から推計される許

容支持力は 50kN/㎡であり、2 階建ての RC 造の建物を支える基礎形式を経済性に配慮し検討す

る。 

基礎形式：連続基礎 

支持層 ： GL-0.5ｍ以深 

支持力 ： 50kN/㎡ 

b.架構計画 

主架構は「モ」国で一般的なラーメン構造とし、構造種別は以下のとおりとする。 

主要構造 ：鉄筋コンクリート造、一部スチール造 

屋根構造 ：鉄骨による単純梁（一般）、テンション梁（講堂） 

内外壁 ：コンクリートブロックによる非耐力壁 

c.設計荷重 

①積載荷重 

日本国基準 建築基準法施行令第 85 条に従い、各部屋の積載荷重の実情に基づき、用途に合

わせた荷重を採用する。主な部屋の積載荷重は、以下のとおりとする。 

表 3-24 積載荷重の設定（単位: N/m2） 

用途 床スラブ・小梁用 フレーム用 地震・たわみ用 施行令の適用基準 

屋根 1,000 0 0 屋上（S 造体育館，武道館）

居住室 2,900 1,800 800 居住室，宿泊室，病室 

事務室 2,900 1,800 800 事務室 

一般教室、演習室 2,300 2,100 1,100 教室 

廊下、階段 3,500 3,200 2,100 集会室（その他） 

講堂、食堂 3,500 3,200 2,100 集会室（その他） 

倉庫 7,800 6,900 4,900 倉庫 

 

②風荷重 

マプト市の過去 20 年間の記録風速である 30m/s（Mavalane）を基準風速 Vo とし、日本の基

準で風荷重を算定する。 

③地震力 

地震力は考慮しない。 
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d.使用材料 

使用材料は、現地調達が可能な下記の材料を優先して使用する。 

コンクリート ：普通コンクリート、設計基準強度 Fc25 

鉄筋  ：異型鉄筋 Y6～Y20（grade 450/ SANS 920） 

鉄骨  ：H 形鋼、等辺山形鋼、鋼管、丸鋼（S355R/ SANS 50025: 2009） 

4） 設備計画 

a.電気設備 

①電気幹線設備 

既存電力網からサイト内の引き込み柱までの電力の引き込みは「モ」国側負担により実施さ

れる。電力は高圧 33kV で引き込まれ、開閉器、変圧器を介して電圧を 380V に変換した後、主

電源盤に接続する。主電源盤以降の各棟分電盤への配電は 380V 3 相 4 線を基本とし計画する。

変圧器は、本プロジェクトでの電力需要、安全率及び将来需要を考慮し算定した容量を満たす

500kVA と設定する。 

また、電圧変動により影響を受けやすい機材類は、機材工事として自動電圧調整器（AVR= 

Automatic Voltage Regulator）を設置するが、数が多い歯科用ハンドピースが接続する回路には

AVR を設置する。 

②非常用電源設備 

電力供給は不安定であり、停電は多く週に 1～2 回は発生している。停電によって運営に支障

がある、または冷蔵庫など長時間の停電による影響が大きなもののみ対象とする。対象部分は

表 3-25 のとおりで、発電機の容量は 50kVA とする。 

表 3-25 非常用電源対象部位の設定  

  棟名 対象部分 

A 演習・教室棟 1 生物化学演習室内の冷蔵庫 

C 事務管理・教室棟 1 階すべて（空調を除く） 

D 図書・教員室棟 すべて（空調を除く） 

G 食堂 冷蔵・冷凍室ならびに食材庫内の冷蔵庫 

L 守衛室 すべて 

N 給水塔 ポンプすべて 

O 貯水槽 

 

③避雷設備 

避雷設備については、15m を超える給水塔のみ突針による避雷設備を設置する。 

④照明設備 

各室機能に応じて蛍光灯器具を主体とした照明設備を設ける。照明器具は現地で容易に入手

可能な管球類を使用したものとし、また設置高さは管球類の交換を配慮し、天井の高いホール
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部分でも梁高さ（2.5～3.0m 程度）に投光器（flood light）を設置し天井を照らし間接照明とす

る。講堂のみは高天井用のメタルハライド灯を計画する。トイレ、シャワー、厨房や開放廊下

に設置する照明器具は防水タイプとする。居住施設を伴うため夜間の施設利用及び防犯のため

外灯（庭園灯）を設置する。 

設計照度は識字性が問われる教育・事務管理諸室についてのみ 300Lux と設定し、このほかは、

類似施設などを参考に設置間隔を規定し、一定照度を確保する。 

⑤コンセント設備 

コンセントは家具・機材レイアウトを考慮し、以下のように計画する。床は清掃時に水を使う

ため、原則としてフロアコンセントは使わない。 

・一般教室、事務室は 2 口×4 箇所、演習室は同 12 箇所、講堂・食堂、学生寮と住居は適

宜壁付きコンセントを設ける。カウンター部分はカウンター上に設置とする。 

・前項とは別に、プロジェクター、エアコン、演習用・厨房機材は専用コンセントを計画

する。 

・歯科演習室の頭部ファントム演習用（ハンドピースと照明）は中央に演習机が設けられ

るため、床ピット経由で配線し、演習机脚部などに壁付きコンセントを設置する。 

・コンピューターの利用が予定される PC 室と図書室の PC コーナーには壁に配線用モール

ドを配し電源コンセント、通信用アウトレットを設ける計画とする。 

・廊下、トイレ、ホールなどの部分も清掃やメンテナンス用にコンセントを設ける。雨が

掛かる部位については高さを調整するか防水コンセントとする。 

・厨房施設は使用調理器具を考慮しコンセントをレイアウトし、必要に応じて防水コンセ

ントを設置する。 

・本プロジェクトで空調を設置しない室も、将来「モ」国側工事で空調が設置できるよう

に、開閉器を設ける。 

⑥通信設備（電話通信設備・インターネット通信設備） 

現在、サイト近傍には電話線網がなく、サイトまで延長する必要があり、本プロジェクトで

設置されるサーバー室の構内交換機（Private Automatic Branch Exchanger: PABX）まで電話線を

引き込むことを「モ」国側負担工事とする。本プロジェクトでは PABX から各必要諸室に配線、

電話機の設置を行う。電話通信設備は学生寮、教員宿舎を除き、すべての建物に設置する。教

育・事務管理ブロックは各棟の弱電のケーブルラック（EPS 内）経由で配線し、他の建物には

各棟に 1 か所程度に配線、電話機の設置を行う。 

インターネット通信設備は、施設全体のシステム構築を扱うことになるため、原則として本

プロジェクトでは扱わず、運営を行う保健省または新設 ICS により行われる。本プロジェクト

ではルーターや各種サーバーを設置するサーバー室の設置と想定される対象諸室への配管経路

の確保（壁内の空配管とケーブルラック）を行う。電話設備と同様に学生寮は対象から外れる。

ただし、PC 室と図書 PC コーナーについては室内のネットワーク（LAN）を機材工事で行う。

設置される電話機は、利用状況に応じ通話機能の拡張・限定を PABX により変更できるよう計
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画する。 

⑦始業ベル 

授業の開始、終了を知らせるチャイムを教育・事務管理ブロックに設置し、ボタンは総務部

事務室に設置する。 

b.機械設備計画 

①給水設備 

給水源は地下水で、地上置きのパネル式リザーバータンクにいったん貯め、給水塔に揚水し、

ここから重力式で供給する。一日の必要水量は節水を前提とすると表 3-26 のように 62m3 とな

る。リザーバータンクの容量は水源が地下水であるため比較的安定していると考えて一日分

（62m3）とし、高架水槽は日量の 1/8 とし 8 ㎥とする。給水塔は建物配置範囲の中央付近に設

置し、その高さは各使用箇所の高さと給水塔からの距離による水圧損失から、器具が要求する

最低水圧を確保できる高さとして、タンク底高さを GL+14m として設計する。 

表 3-26 必要給水量の算定 

  人数 使用水量原単位（L/日） 使用水量（m3/日） 

通学学生 600 30 18 

居住学生 300 120 36 

常勤教職員 150 30 4.5 

非常勤教職員 40 30 1.2 

教職員住宅 20 120 2.4 

合計 62.1 

 

また、給排水箇所は以下とする。 

表 3-27 給排水箇所の設定 

  棟名 給排水箇所 

A 演習・教室棟 1 
1 階: 機材メンテナンス演習室のカウンターシンク、生物化学演習室のカウンタ
ーシンクと中央実験台 

B 演習・教室棟 2 1 階: 実技演習室の手洗器、歯科演習室の歯科治療ユニット 

C 事務管理・教室棟 1 階: 給湯室 

D 図書・教員室棟 2 階: 給湯室 

E トイレ棟 1,2 階: 手洗器と便器 

F 講堂 1 階: トイレの手洗器と便器 

G 食堂 
1 階: 手洗い、トイレの手洗器と便器、厨房・配膳のシンク、スタッフ用更衣・トイ
レの手洗器、便器とシャワー 

H 女子寮 1,2 階: 手洗器、便器、シャワー 

I 男子寮 1 階: 洗濯シンク 

J 教員宿舎 
1 階: トイレ、シャワー、厨房 

2 階: トイレ 

K 車庫 1 階: スタッフ用更衣・トイレの手洗器、便器とシャワー 

L 守衛室 2 階: 手洗器、便器とシャワー 

  外構 植栽、車両洗浄、清掃用の散水栓 
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給湯設備についてはシャワーと調理・皿洗い用に表 3-28 のように設定する。容量・方式は使

用人数と頻度、集中の程度を考慮し、設計する。太陽熱給湯器は省エネ、省コストの点から採

用が望ましいが、補助的に付く電気発熱容量が小さく、集中して利用する学生、スタッフのシ

ャワー用としては不適当とし、教員宿舎のみの採用とする。 

表 3-28 給湯箇所の設定 

  棟名 給湯箇所と方法 

G 食堂 厨房（調理、皿洗い）、スタッフ用更衣室（シャワー）に電気式貯湯タンク 

H 女子寮 シャワー室に電気式貯湯タンク 

I 男子寮   

J 教員宿舎 シャワー室に電気式貯湯タンク 

 

②衛生設備 

便器設置数は男女同数とする。数の設定は国際基準（International Plumbing Code=IPC）を目

安に設定し、便器は節水型を採用する。また、大便器はウォータークローゼットとするが、多

様な文化、生活習慣などに配慮し、ハンドシャワーを設置する。便器は過去の経験から陶器製

だと破損することが多いため、より耐久性の高いステンレス製便器とする。 

表 3-29 衛生機器の数の設定 

  IPC の最小設置基準 
  WC または小便器 洗面器 シャワー 
教職員用
（業務用） 

最初の 50 人までは 25 人ごとに 1 個、
50 人を超える分は 50 人ごとに 1 個

最初の 50 人までは 40 人ごとに 1 個、
50 人を超える分は 80 人ごとに 1 個 

- 

教育用 50 人ごとに 1 個 50 人ごとに 1 個 - 
寮 10 人ごとに 1 個 10 人ごとに 1 個 8 人ごとに 1 個

固定席の
無い講堂 

男: 125 人ごとに 1 個 
女: 65 人ごとに 1 個 

200 人ごとに 1 個 - 

 
  ICSM の定員 IPC 基準による衛生機器数 本計画での衛生機器数 
  定員 WC 小便器 洗面 シャワー WC 小便器 洗面 シャワー

教職員用 146 人 3 個 3 個 10 個* 4 個* 8 個* 
教育用 男 450 人 9 個 9 個 8 個 8 個 8 個 
  女 450 人 9 個 9 個 12 個 8 個 
学生寮 男 152 人 15 個 15 個 19 個 8 個 12 個 20 個 20 個

  女 152 人 15 個 15 個 19 個 16 個 20 個 20 個

講堂 男 150 人 2 個 1 個 1 個 2 個 2 個 
  女 150 人 3 個 1 個 3 個 2 個 

*ICS キリマネと定員あたりの機器数が同程度となるよう調整した。 

 

③排水処理設備 

本プロジェクトではトイレからの汚水排水と手洗い、厨房からの雑排水を別途処理する単独

処理方式とする。汚水排水は同国の標準設計に散水ろ床槽を追加した腐敗槽による処理とし、

処理後、雑排水と合流させる。厨房排水はグリーストラップを経由させ、一般雑排水と合流さ
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せる。本プロジェクトでは物理化学演習室での演習内容として重金属の使用の可能性は低く、

酸・アルカリの使用が想定される。酸・アルカリの排水については、現地の基準はなく一般的

には希釈し雑排水として処理をしており、保健省から了解も得ており、同様の対応とする。 

浸透処理は、地下水レベルが GL-1.6m 程度26となるため、トレンチ方式とし、地質調査から

判明した浸透性能、各エリアの想定使用水量から必要延長を算定する。 

④空調・換気設備 

教育関係の諸室、講堂、食堂、学生寮の寮室は天井扇を設置し、夏季の暑さをしのぐ計画と

する。ただし、表 3-30 に示す各諸室はその機能、要求性能から壁掛け型のルームエアコンを設

置する。 

換気は自然換気を基本とするが、試薬類やガスを使う可能性のある、または演習により粉じ

んが発生する可能性のある各種演習室（PC 室除く）、他の居室部と隣合うトイレ（臭気防止）、

ガスを使う厨房と給湯室については機械換気設備を設置する。厨房のレンジはグリスフィルタ

ー付きレンジフードとする。吸気はドアのアンダーカットや窓の開閉により行い、専用の吸気

ガラリは設けない。大人数が集会する講堂客席部については建物の前面と背面に換気ガラリを

設置し、自然換気とする。 

このほか、厨房にはパネル式の冷蔵室、冷凍室を設置する。 

表 3-30 空調・機械換気対象箇所の設定 

  棟名 空調 機械換気 

A 演習・教室棟 1   演習室すべて 

B 演習・教室棟 2   演習室すべて 

C 事務管理・教室棟 校長室、副校長室、各部門事務室 給湯室 

D 図書・教員室棟 
図書室、受付、印刷室、PC 室、コンピ
ューター課室、教員室、会議室 

印刷室、サーバー室、給湯室 

F 講堂   トイレのみ 

G 食堂 事務室 
トイレ、厨房、食材庫、スタッフ用更衣・
トイレ 

J 教員宿舎   台所、トイレ・シャワー 

K 車庫   スタッフ用更衣・トイレ 

L 守衛室   スタッフ用更衣・トイレ 

 

⑤ガス設備 

厨房と生物化学演習室には LPG ガスの供給を計画する。対象室の近くに車両でアクセスでき

る位置にガス庫を設置する。ガス庫は防犯とガス漏れへの対応のため鋼製格子ドアを設置し換

気を確保する。ボンベの開閉はガス庫内で行うこととし、ガス供給は鋼製配管を用いる。防食

性に配慮し埋設配管はせず、厨房についてはレンジフードの支持材に沿わせ、フード部で調理

機器に下す（垂直配管する）。生物化学演習室は床の設けたピット内に配管し、実験台の下で立

ち上げる。 

                                                                 
26 8つのボーリング地点のうち、もっとも浅い位置での数値であり、雨期終盤のもっとも地下水レベルが高い時期におけるもの。 
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⑥消防設備 

消防設備については、「モ」国の規定は無く過去の無償案件を参考に、以下の通り設定する。 

表 3-31 消防設備の概要 

設備 設置個所と詳細 

自動火災報知設備 ・住居を除く全居室に感知器を設置、受信機は校長室（または総務部）に設置する
・煙を発生する厨房と車庫は熱感知器、それ以外の一般居室は煙感知器とする。 

ホースリール ・警戒半径 30m のホースリールを階段近傍に設置し施設全体が警戒範囲内に収ま
る計画とする。 
・ホースリールには消火器、手動のアラームベルを設置する。 
・防火水槽はリザーバータンクを兼用し、消火用の専用ポンプを設置する。 

消火器 ・CO2、粉末タイプをセットで設置する。 
・ホースリールへの併設のほか、火を使う生物化学演習室、機材メンテナンス演習
室、歯科演習室、サーバー室、厨房、車庫、または大人数が集まる講堂、食堂に設
置する。 

避難誘導灯（サイン） ・2 階建て建物の階段部分に設ける。 

 

⑦廃棄物（ごみ） 

可燃ごみについては敷地内の焼却炉で処理をする。不燃ごみ、リサイクルごみについてはご

みステーションを設置し、分別した上で、外部委託業者に回収を依頼する。 

5） 建築資材計画 

建築材料の選定にあたって、現地の気候風土に適し、現地で定着した材料や仕上げ方法を採

用し、維持管理の容易な施設の実現を基本方針とする。また、可能な限り現地にて調達可能な

建設資材を調達することにより、現地での補修・メンテナンスが容易な計画とする。 

表 3-32 建築資材計画 

    現地工法 採用工法 
 

採用理由 

外部 勾配
屋根 

軽量鉄骨または木製下地
+鋼製ルーフシートまたは
セメント瓦 

軽量鉄骨下地+ガルバリ
ウム鋼板ルーフシート 

現地で一般的であり、施工性が良
い。 

 陸屋
根 

モルタル下地+アスファル
ト防水、または塗膜防水 

モルタル下地+塗膜防水 現地で一般的であり、施工性が良
い。 

  外壁 モルタルペンキ仕上げ 同左 現地で一般的であり、施工性がよ
く、安価 

 窓 スチール、アルミ、PVC、
木製のいずれもある。ジャ
ロジー窓も多い 

アルミ引き違い 防虫ネット、防犯グリルの組み合わ
せが可能な材質、形式である 

  ドア スチール、木製ドア 木製框ドア（外部）、木製
フラッシュ（内部）、スチー
ル（サービス） 

現地で一般的であり、調達性、加工
性、メンテナンス性も良い 

内部 天井 T バー+吸音ボード（吊り
天井）、縁甲板、べニア
（斜め天井） 

一般居室（斜め）: 縁甲板
（室外）、べニア（室内） 
水回り（吊り天井）: 耐水
セメント版 

各天井形式に合わせて、調達性、
施工性、また耐久性を考慮して採用
した。 
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  壁 モルタルペンキ（一般）、
タイル水回り） 

同左 現地で一般的であり、施工性も高
く、メンテナンス性に優れる。 

  床 磁器タイル、現場テラゾ
ー、木製床 

磁器タイル（一般居室・水
回り）、木製（講堂、住居）

現地で一般的であり、耐久性に優
れ、またメンテナンス性も良い。 

 

（3） 機材計画 

1） 数量算定根拠 

対象 8 コースの 1 クラス当たりの学生数は 30 人であり、コース毎の演習方法に拠り表 3-33

の通り数量算定を行った。 

表 3-33 数量算定根拠 

コース名 数量算定根拠

一般看護師、助産
師、医療技師、保
健師 

実技演習室における演習は 6 人/グループで行うため、マネキン等の演習機材数量
は 5 台を基本とする。前回計画で整備を実施済みの機材についても、数量が不足
する場合には追加的に整備を行うこととする。人体模型類については演示的に使用
されるため 1 台を基本とする。また聴診器や非観血式血圧計等の基本的かつ安価
な機材については費用対効果の面で優れるため 30 台を基本とし、クラス全員が同
時に演習可能な数量とする。ベッド及びスクリーン（衝立）は各演習室 5 台ずつを計
画する。 

検査技師、薬剤師 生物化学演習室における演習は 6 人/グループで行うため、天秤や pH メーターなど
基本的な演習機材数量は 5 台を基本とする。分光光度計やヘマトクリット遠心器等
は共用することとし各 1 台とした。最も基本的な機材である顕微鏡は 2 人に 1 台を計
画することとする。 

歯科技師 歯科演習室における演習も 6 人/グループで行われるが、歯科治療ユニットの設置ス
ペース及び費用対効果の観点から機材数量は 1 台を基本とする。また歯科用頭部
ファントムを使用した演習は 15 人ずつのグループで行うため 15 台を計画する。 

機材メンテナンス
技師 

機材メンテナンス実習室における演習は 10 人/グループで行う。演習は 2 人 1 組で
行うため、機材数量は 5 台を基本とする。工具セットやマルチメーターは使用頻度も
高く、最も基本的な演習機材であるため各 10 台とする。溶接機やグラインダ等の中
型工作機材は共用することとし各 2 台を計画する。 

 

2） 機材計画 

表 3-8 の選定基準と表 3-33 の数量算定根拠にもとづき、要請機材リストを検討した。検討結

果は巻末に添付した。また、主要な機材の内容と数量は表 3-34 の通りである。 

表 3-34 主要機材の内容と数量 

機材
番号 

機材名 主要スペック 数量 使用目的 

LH-14 クランクベッド タイプ 2 クランクハイローギャッチベッド 10 実技演習室にて
各種マネキンをお
き、介護、出産な
どの実習に使用
する 

  背上げ 0-75°  
    膝上げ 0-45°  
    ハイロー 380-610mm  
    キャスター φ100mm、対角ストッパー付 
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LH-38 患者介護訓練
用模型 

型式 全身模型、男性器・女性器着脱式 5 看護師・助産師・
医療技師・保健
師コースの学生
が患者介護の実
習に使用する 

  サイズ 実物大  
    実習項目 全身清拭、口腔ケア、患者移送、経管

栄養、浣腸 
 

      導尿、人工肛門ケア、気管挿入など  
    材質 軟質樹脂または硬質樹脂  
LH-45 出産シミュレー

ター（高機能
型） 

型式 全身型 4 看護師・助産師・
医療技師・保健
師コースの学生
が分娩介助の実
習に使用する 

  実習項目 触診､新生児心音聴診､出産介助､内
診 

 

  構成 本体､胎児､子宮頸部､臍帯､胎盤など  
    材質 軟質樹脂（生体に近い触感を有するこ

と） 
 

LM-02 双眼顕微鏡 タイプ 双眼式 15 生物化学演習室
に設置し、細胞な
どの観察に使用
する 

    総合倍率 x40-x1,000  
    接眼レンズ x10  
    光学システム インフィニティコレクト  
    対物レンズ接続 4 以上   
    光源 ハロゲンランプまたは LED   
LM-06 蒸留装置 型式 バンステット型 5 生物化学演習室

に設置し、蒸留の
実験にしようする

    製造水 蒸留式  
    採水量 10L/h  
    供給水 水道水、井水  
LM-28 中央実験台 構成 本体，教員用椅子，スツール 5 生物化学演習室

に設置し、各種実
験に供する 

    型式 フレーム型中央実験台  
    寸法 3,600 x 1,200 x 800mm 程度  
    天板材質 耐熱・耐水・耐薬性があること   
    ガスコック 2 口×2   
    コンセント 4 口   
    水栓 3 口以上   
DN-01 ファントムヘッ

ドユニット 
構成 デンタルシミュレーターセット， 15 歯科技師コース

の学生が歯科治
療の姿勢やさまざ
まな口腔処置を
実習する 

    マイクロモーターハンドピース，  
      スチールバーセット，アームライト  
    ﾏｲｸﾛﾓｰﾀｰﾊﾝ

ﾄﾞﾋﾟｰｽ 
卓上型、AC 電源、回転速度/最大
35,000rpm 調整可 

 

    アームライト ダブルアーム式 LED 照明、10W 以
上、固定金具付 

 

DN-03 歯科治療ユニ
ット 

構成 本体，歯科医師用スツール，手用器具
セット，デンタルバーセット 

1 同上 

    ｼｰﾄ昇降方式 油圧パンタグラフ   
    ｼｰﾄ座面高さ 400 to 750mm   
    ﾊﾞｯｸｼｰﾄ角度 70°～2°   
    ｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞﾗｲ

ﾄ 
ハロゲン、 30,000lux   

    ｴｱﾀｰﾋﾞﾝﾊﾝﾄﾞﾋﾟ
ｰｽ 

１本   

    ｴｱﾓｰﾀｰｾｯﾄ １本   
    ｽﾘｰｳｪｲｼﾘﾝｼﾞ １本   
    ﾊﾞｷｭｰﾑｼﾘﾝｼﾞ １本   
AD-02 印刷機 型式 デジタルプリンター 1 印刷室に設置し、

各種資料の複写
に使用する 

    最大印刷解像
度 

600dpi x 600dpi 以上  

    最大印刷用紙 A3  
    最大原稿用紙 A3   
    最大給紙トレイ 1000 枚   
    プリンター機能 装備 

 
  



 72

      
AD-03 バス 排気量 4,000cc 以上 3 学生が病院実習

に行くときの送迎
用 

    ﾄﾗﾝｽﾐｯｼｮﾝ マニュアル 5 速+1 リバース以上  

    乗車定員 30 人以上   
    燃料 軽油   
    燃料タンク容量 95L 以上   
    ドア 前方に 1 ヶ所   
    運転席 右側   

RM-01 デスクトップ型
パソコン 

構成 
本体、モニター、UPS、ネットワーク用
部材 

41 PC 室に設置さ
れ、各コースの学
生がワード、表計
算ソフト、ネット検
索などの基本操
作を学ぶ 

  CPU Dual Core 1.8GHz 以上  
    HDD 500GB 以上  
    メモリー 4GB 以上  
    ドライブ DVD マルチ  
    OS Windows professional 最新版  

    ソフト 
Office professional 最新版、ウイルス対
策ソフト 

 

    モニター カラーLCD、21 インチ以上  
    UPS 500VA 以上、バックアップ 10 分  
RM-06 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ 表示方式 3LCD プロジェクター 21 一般教室や演習

室で、教材を投影
し、学生の理解を
助ける。 

  光出力 2,600lm 以上  
    解像度 WXGA(1280ｘ800）  
    アスペクト比 16:9 又は 16:10  
    入力端子 音声または画像シグナル(アナログ

RGB, HDMI) 
  

    投射画面サイズ
/距離 

100 インチ   

RM-07 スクリーン ｽｸﾘｰﾝｻｲｽﾞ 100 インチ 16：9or 16:10 21  
    型式 スプリング式（天井設置型）   
    色 白色   
HL-01 音響機器 構成 ﾜｲﾔﾚｽﾏｲｸ､ﾜｲﾔﾚｽﾁｭｰﾅｰ､ｱﾝﾃﾅ､有

線ﾏｲｸ､ﾏｲｸｽﾀﾝﾄﾞ(ﾃｰﾌﾞﾙ置き型､床置
き型)､ｽﾋﾟｰｶｰ(壁設置､床置き型)､ｽﾃﾚ
ｵﾐｷｻｰ､ﾊﾟﾜｰｱﾝﾌﾟ 

1 講堂に設置し、各
種プレゼンテーシ
ョンに使用する 

HL-02 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ 構成 本体、ズームレンズ、天井設置式金
具、HDMI エクステンダー 

1 講堂に設置し、各
種イベントでプレ
ゼンテーション資
料を投影する 

    光出力 5,500lm 以上  
    解像度 WXGA(1280ｘ800）  
    アスペクト比 16:9 又は 16:10  
    入力端子 音声または画像シグナル(アナログ

RGB, HDMI) 
  

    ﾘﾓｰﾄｺﾝﾄﾛｰﾗｰ 装備   
    レンズ 電気式ズーム   
    投射画面サイズ 200 インチスクリーン   
KN-01 厨房機材セット 構成 ｶﾞｽｺﾝﾛ､ｶﾞｽ調理器､蒸し器､電気ﾌﾗｲ

ﾔｰ､ｶﾞｽｸﾞﾘﾙ､ﾁｪｽﾄﾌﾘｰｻﾞｰ等 
1 厨房に設置し、調

理に使用する 
    ガスコンロ ガス口数 x4   
    ガス調理器 ガス口数 x4、オーブン機能付属   
    蒸し器 容量 150L   
    電気フライヤー 容量 10Lx2、床置き型、バスケット装備   
    ガスグリル 700(W)x700(D)x850(H)mm、床置き型   
    チェストフリーザ

ー 
1 ドアタイプ、500L 以上、冷凍温度
-10℃以下 
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3-2-3 概略設計図 
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3-2-4 施工計画／調達計画 

3-2-4-1 施工方針／調達方針 

（1） 事業実施の基本事項 

本プロジェクトは、日本国政府の閣議決定を経て両国政府間で事業実施に係る交換公文

（E/N=Exchange of Note）が署名され、贈与契約（G/A=Grant Agreement）が締結された後、日本

国政府の無償資金協力の枠組みに従って実施される。その後、「モ」国政府と日本法人のコンサ

ルタント会社が契約を締結し、施設・機材の詳細設計が行われる。詳細設計図面および入札図

書の完成後、一定の資格を満たす日本法人企業を対象とする競争入札が行われ、選定された企

業と同国政府の間で締結する建設工事・機材調達契約に従って施設の建設および機材の調達が

行われる。なお、本プロジェクトでは機材調達の占める割合は大きくはないものの、医療機器

等、専門性が高い機材が多く、また競争性を担保する観点からも、入札は建設工事と機材調達

を分離して行うことが望ましい。但し、搬入・据付工程を建設工程と調整するなどの配慮が必

要となる。 

（2） 事業実施体制 

①「モ」国側実施体制 

本プロジェクト実施に係る「モ」国側責任機関は保健省（Ministry of Health: MISAU）であり、

保健省計画協力局（Directorate of Planning and Cooperation : DPC）が実施機関として「モ」国側

負担工事であるサイトの建造物や高架線の撤去、電力線、電話線の引込み、門塀の建設などの

確実な実施を図るとともに、事業実施に必要となる許認可や関係機関の合意取得等を実施する。

また、保健省人材局（National Directorate of Human Resource: DRH）は施設運営段階における主

体的な機関であり、DPC とともに事業全体を推進させていく役割を担う。プロジェクト実施に

係る両国政府間での交換公文締結については外務省が所管する。 

②国際協力機構（JICA） 

独立行政法人国際協力機構（JICA）は、「モ」国側実施機関との間で G/A を締結し、本プロ

ジェクトが日本の無償資金協力の制度に従って適切に実施されるよう実施監理を行う。 

③コンサルタント 

コンサルタントは「モ」国側実施機関との間で締結する設計監理契約に従い、本報告書の内

容に基づく施設・機材の詳細設計および施工・調達監理業務を行う。また入札図書を作成し、

施工・調達会社の選定と建設工事・機材調達契約の締結を支援する。これら業務を効率的に実

施するため、コンサルタントは実施機関である DRH ならびに DPC との協力体制を築いて作業

を進めるほか、施工・調達期間中は必要な監理技術者を現地へ派遣する。 

④施工・調達会社 

一般競争入札により選定される日本法人の施工・調達会社は、「モ」国側実施機関との間で締
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結する建設工事・機材調達契約に則り、契約図書に従って履行期限内に建設工事、機材調達を

実施する。建設工事の施工および機材の調達に当っては、施工・調達会社は本プロジェクトの

規模と内容に見合った効率的な施工・調達体制を現地に構築する。 

⑤現地施工会社の活用と技術者派遣 

「モ」国内には十分な建設市場があり、技術力のある建設会社、サプライヤーがある。日本

法人の施工会社は、各工種でこれら現地施工会社を活用することが可能である。なお、本プロ

ジェクトでは現地製の屋根材、防水材を用い、現地仕様で勾配屋根の仕上げ工事を行うが、こ

れらの工事の出来が建物の品質と出来を大きく左右するため、屋根工事のために技術者の派遣

を計画する。また、同様に品質、工期を左右する鉄骨架構に対する施工指導も兼務させること

とする。 

⑥事業実施体制 

 

図 3-1 プロジェクト実施体制 

3-2-4-2 施工上／調達上の留意事項 

（1） 免税手続き 

本プロジェクトでは輸入税と付加価値税（IVA）還付の 2 つが免税の対象となる。「モ」国で
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は担当省庁が契約業者に代わり税関または歳入庁に税金を支払う方式となるため、必要税額を

予め想定し、実施年度の予算として確保することが重要である。保健省の場合、予算の移行が

まとまってなされるため、他省庁よりは手続きが一つ少ない。また、輸入税についてはタイム

リーな免税がされないと、コンテナの滞留料や保管料が課されるなどトラブルが発生するため、

遅滞ないスムーズな手続きが必要であるが、そのためには着工時に工事期間中の輸入予定（免

税申請予定）と IVA の還付予定のスケジュールを提出することが大切である。 

保健省の場合、免税手続きは財務総務局（DAF）調達センター（Centro de Abastecimento）が

主体となり行われる。免税のための事前プロセスは、以下のようになる。 

・保健省内で DPC がプロジェクトを登録し、また財務省にもプロジェクトの登録を申請す

る。 

・財務省がプロジェクト登録後、今後のプロセスについて通達。 

・DPC が輸入税と付加価値税のある程度余裕をみた概算額（施設と機材の内訳含む）をま

とめ、DAF に提出する。DAF はこれを財務省に予算申請する。 

また、実施段階での免税手続きは、以下の通りとなる。 

・輸入税：①請負者が Invoice などの必要書類（船積み関係書類）を DAF の調達センター

に提出、②積荷検査を実施、③調達センターが通関手続きと輸入税の支払いを行う 

・IVA：①ある一定期間毎に請負者が DPC に申請、②DPC が DAF に必要書類を転送、③

請負者に還付 

（2） 機材調達に関する留意点 

プロジェクト実施後、調達機材が継続的かつ適正に作動し、演習等において十分に活用され

るためには、機材の適正な操作および維持管理方法を指導することが極めて重要である。従っ

て機材据付技術者は十分な知識と経験を持った熟練の技術者が選定されるよう入札図書内容に

は留意するとともに、機材の取り扱い説明には時間をとり、受け入れ側担当者の理解度を確認

するように留意する。 

3-2-4-3 施工区分／調達・据付区分 

「モ」国側負担工事の概要は次章に記載するが、両国の施工区分/調達・据付区分で特記する

項目は表 3-35 のように整理される。 

表 3-35 相手国側分担事業内容 

項目 日本側負担工事 「モ」国側負担工事 

電力の供給 受変電室の建設、トランスの設置 
敷地内の引き込み柱までの高圧線の引き込
み 

電話の引き込み 
サーバー室に PABX を設置し、二次側の
配線 

電話会社との契約、PABX までの電話線の
引き込み 

インターネットの
引き込み 

サーバー室を整備し、また想定される使
用箇所への空配管の敷設 

プロバイダー会社との契約、サーバーまでの
回線の引き込み、ネットワーク機器の設置と
システムの構築 
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ガスの供給 
ガス倉庫の設置、生物化学演習室・厨房
内の使用箇所への配管 

ガス容器設置とバルブへの接続 

 

3-2-4-4 施工監理計画／調達監理計画 

（1） 監理の基本方針 

コンサルタントは日本国の無償資金協力の枠組みと概略設計の主旨を踏まえ、詳細設計から

入札業務、施工および調達監理、引渡しへと一貫した業務の実施を図る。施工･調達監理に当っ

ては両国政府機関との緊密な連絡･報告を行い、また施工・調達関係者に対して迅速かつ適切な

助言を行って、契約図書に基づく所定品質の施設･機材を遅滞なく完成させるよう監理を行う。 

（2） 施工監理の体制と業務内容 

建設工事の施工監理業務を適切に実施するため、コンサルタントは日本人の建築技術者 1 名

を常駐監理者として施工･調達の全期間にわたり「モ」国に派遣し、以下の業務を行うものとす

る。更に、日本国内においては総括管理者の下に建築・構造・電気設備・機械設備・機材の各

分野の担当技術者を配して、プロジェクト全体の統括監理、日本国内関係機関との連絡･調整、

常駐監理者に対する支援を行う体制を構築し、日本調達となる資機材の検査等の監理業務を分

担する。また、工事の進捗に合せて施工監理のポイントとなる時期に専門技術者を短期派遣し、

現地での検査立会いや施工指導を行う計画とする。 

・施工業者から提出される施工計画、工程計画、建設資機材調達計画、品質管理計画を確

認し、承認を与える。また、必要に応じて指導･助言･調整を行う 

・施工業者から提出される施工図、製作図、見本品等の内容を確認し、承認を与える 

・契約図ならびに仕様書の解釈、これらにもとづく指示を行う 

・本プロジェクトで調達される建設資材に係る工場検査、また機材の船積み前検査を実施

し、検査報告書を確認する 

・設計図に規定される材料、仕上がり、寸法、数量の検査を行い、必要な指導・助言を行

う 

・施工中の安全確保について施工･調達業者の作成する安全管理計画と現場での安全対策を

確認し、必要に応じて指導･助言を行う 

・施主と施工業者間で生じる建設工事に係る不和、論争、紛争を調停する 

・同コンサルタント契約の 14 条に規定される契約修正に係る提案、調整をする 

・設計変更の必要が生じた場合、「コンサルタント業務の手引き」に従い必要な手続きを行

う 

・中間支払いのマイルストーンとなる工事の検査を行い、施主の承認のもと支払いに必要

な完了証明書を発行する 

・施主と施工業者間の協議に参加し、必要な助言を行う 
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・施工に係る全体工程と施工現場の進捗を把握し、必要に応じて施工業者に助言・指導す

るとともに、定期的に両国関係機関への進捗報告を行う 

・「モ」国側負担事項の進捗状況を把握し、必要な助言や支援を行う 

・完了時の検査を実施し、施設の引渡しに立ち会って、施工業者の行う操作･保守に関する

指導を確認する 

（3） 調達監理の体制と業務内容 

本プロジェクトの調達先は、日本、「モ」国または第三国である。日本または第三国における

船積みの際には、船積み港にて第三者検査機関による、船積み前機材照合検査を実施する。コン

サルタントは第三者機関から提出される検査証の内容を書面にて確認するものとする。またコン

サルタントは検査完了確認後、速やかに検査報告書を「モ」国実施機関宛てに発行し、報告を行

う。本プロジェクトで調達される全ての機材は据付工事・初期操作指導・運用指導の完了後、「モ」

国側責任者、調達業者、コンサルタント立会の下、検収・引渡しを行う。検収においては、契約

書に示された内容と、モデル名、原産地、メーカー名、ODA ステッカー貼付の有無、外観検査

などを実施する。機材の調達監理にあたっては、以下の体制で実施する。 

・常駐調達監理技術者：1 名、据付工事および初期操作指導・運用指導の全期間に係る調

達監理業務全般 

・調達監理技術者：1 名、据付工事および初期操作指導・運用指導の検収・引渡し業務 

・検査技術者：2 名、業者契約後の打合せ業務、船積み前機材照合検査の準備、検査証内

容の確認およびメーカー保証期間満了前検査 

3-2-4-5 品質管理計画 

計画施設は主架構が鉄筋コンクリートによるラーメン構造で、小屋組だけ鉄骨トラスまたは

H 型鋼による単純梁、また壁はコンクリートブロック積みで、階数は二階建てが主となる。品

質管理においては耐久性等の基本性能に大きな影響を及ぼす構造躯体（鉄筋、鉄骨、コンクリ

ート工事）および屋根・外壁工事、各種建築設備工事に重点を置いて、以下に従い管理を行な

う計画とする。なお、材料規格や試験方法は SANS、EN（欧州規格）を参照する。 

・支持地盤について、基礎掘削後に床付け面の地盤が本調査での地盤調査結果と相違がな

いことを目視にて確認する 

・建物位置について、測量機器を用いてベンチマークの設定と建物位置の縄張りを行い、

コンサルタント、施工業者立会で確認する 

・材料試験は、砂、骨材、水、また鉄筋、鋼材について公的試験所にて実施する 

・コンクリートはマプト市郊外の生コンプラントの活用を想定する。コンクリート強度は

Fc25（25N/㎟）とし、3N/㎟を加えた 28N/㎟を品質基準強度として管理する。プラントに

よる試験練による計画調合を行い、練上げ時のスランプ、コンクリート温度、空気量、

塩化物含有量を検査･確認するとともに、打設時（打設 150 ㎥毎かつ打設部位毎）に 1 週

および 4 週強度確認用に各 3 本のテストピースを採取し、圧縮破壊試験を実施して強度
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確認を行う 

・暑中コンクリートに対しては、打設前に骨材への散水や水温管理等の必要な対策を行う

とともに、打設後はシート掛け養生等の表面保護対策を行う 

・鉄骨加工場は品質管理の視点から慎重に選定をし、製作図確認～製作・加工～防錆処理

～製品検査まで一貫して行う。また、コンクリート打設前にコンサルタント、施工業者

立会で配筋検査を行い、数量･位置･精度、継手と定着長さ、スペーサーの設置状況を確

認する 

・組積工事については、圧縮強度や単位重量を指定することで材料の品質管理を行う。最

大積上げ高 1.2ｍとし、化粧積みについては、水糸によって水平方向の通りを確保する 

・屋根工事についてはメーカー仕様・標準施工方法に準ずることを基本に、施工要領書・

施工図において十分な確認を行い、現場では要求精度と取合い部や支持金物等の注意個

所を明確にして入念なチェックを行う 

3-2-4-6 資機材等調達計画 

「モ」国ではセメント、砂利・骨材、木製品を除き、建設資材は生産しておらず、多くが隣

国の南アフリカや EU、中東、インド、中国、ASEAN などからの輸入品となる。首都マプトで

は建設資機材が豊富にあり、多くを輸入品の現地調達でまかなうことが可能である。これは施

設完成後の維持管理の点で有利である。現地調達が困難な資材や品質確保に必要な資材は、日

本国からの調達とする。主要資機材の品目、仕様、調達先を表 3-36 に示す。 

表 3-36 調達材料区分 

資材名 現地調達 日本
調達 

概要 

国産品 輸入品

建築
資材 

仮設材   ○ 品質・安全管理の視点から日本からの調達を検討 

砂 ○   マプト郊外で川砂の調達が可能 

骨材 ○   マプト郊外から調達が可能 

セメント ○   普通ポルトランドセメント（CEM-II 32.5, 42.5）が調達可能 

生コン ○   サイトから調達圏内にプラントがあり、調達可能 

木材 ○   シャンフータ、ウンビラなどの良質な堅木が調達可能 

型枠用合板  ○  輸入品を調達可能 

鉄筋  ○  異形鉄筋（SANS 準拠品）が調達可能 

構造用鋼材  ○  
欧州製、南ア製などを輸入している。工場による品質の差
が大きく、慎重に工場を選定する必要がある 

セメント製品 ○   
一般に流通しているコンクリートブロックは強度、精度が低
くプラントを慎重に選定する必要がある。他に縁石、コンク
リート平板などのセメント製品も現地で調達可能 

鋼製屋根材  ○  南アなどの輸入品が広く流通している 

木製建具 ○   国内産の堅木材による製品が一般に流通してい 

金属製建具  ○  スチール、アルミとも輸入品が流通している 

磁器タイル  ○  欧州製・ブラジル製等輸入品が国内流通している 

塗料  ○  
南アなどの塗料メーカーの代理店があり、調合・販売して
いる 
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金物類  ○ ○ 
建具金物は欧州製・南ア製等輸入品が広く国内流通して
いる。また、フロアドレンやエキスパンションカバーなど特
殊ものは日本調達を考える 

ガラス  ○  同上 

木仕上げ材 ○ ○  
国内産のパーケット、縁甲板、南ア製のフローリング材や
化粧合板、メラミン化粧版などが流通している 

ボード類  ○  南ア製の石こうボード、岩綿吸音板などが流通している 

家具、造作
類 

○ ○  
現地にはメラミン化粧版やスチール板、鋼材を加工する工
場がある。ほかに教育用家具や黒板、掲示板などは南ア
製など第三国品が流通している 

設備
資材 

衛生陶器・
水栓類 

 ○  

欧州製・南ア製等輸入品が国内流通している 
配管材、ポ
ンプ 

 ○  

電線､ケー
ブル類 

 ○  

照明器具､ｺ
ﾝｾﾝﾄ､ｽｲｯ
ﾁ類 

 ○  
現地で入手可能な管球類、現地で流通する電化製品の
コンセント形状などに留意して製品選定する 

配電盤類   ○ 品質および調達の点から日本調達とする 

 

本プロジェクトで調達される機材のうち、PC 関連機材およびコピー機等の OA 機材について

は、「モ」国または近隣国に代理店がありアフターセールスサービスが可能な日本産品または第

三国製品を計画する。バスについてはメーカーまたは型式毎に生産国が異なるため、現地・本

邦・第三国調達を含めた形で輸送経路・コスト面を勘案しつつ最適な調達方法を検討する。第

三国まで調達範囲を広げるにあたっては、DAC 諸国あるいは OECD 加盟国製品に限定する等の

一定の制限を設け、機材の品質を確保することとする。 

3-2-4-7 初期操作指導・運用指導等計画 

本プロジェクトで調達される全ての機材については「モ」国側への引渡し時に、機材調達業

者の管理の下、専門の据付工事技術者、メーカー派遣の日本人技術者または現地代理店技術者

による初期操作指導を実施し、機材を実際に使用する教員等の理解を確実なものとする。また

マネキン等の臨床演習用シミュレーターおよびデンタルユニット等の歯科演習用機材について

は、効果的な機材の活用を促進するため、上述の初期操作指導に加え、更に詳細な操作方法や

日常のメンテナンス方法に係る運用指導を別途実施する計画とする。コンサルタントは、これ

らの指導が適正に実施されるよう監理するとともに、引渡しに際しては各コースの責任者と面

談し、これら説明・指導が適切に実施されたか、担当者の理解が十分かどうか確認を行う。 

3-2-4-8 ソフトコンポーネント計画 

施設の維持管理については、新しい運営組織でもメンテナンススタッフが確保される予定で

あること、その半数が既存 ICS からの異動による配置であることから、既存 ICS や過去の無償

案件をベースに設計される計画施設でも問題なく維持管理が可能と考えられる。また、機材に

ついても、シミュレーターや今回、初めてとなる歯科治療ユニットについては初期操作指導の
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ほか、運用指導を行うこととなっており、運用上の問題はない。このように本プロジェクトで

はソフトコンポーネントは不要と判断する。 

3-2-4-9 実施工程 

日本国政府の無償資金協力により本プロジェクトが実施される場合、両国間での交換公文

（E/N）および贈与契約（G/A）締結後に以下の段階を経て事業が実施される。 

（1） 詳細設計・詳細積算（約 7.0 ヶ月） 

コンサルタントは「モ」国側実施機関との間で設計監理契約を締結し、本概略設計の内容に

基いて詳細設計図面と入札図書を作成する。詳細設計の着手および完了時に国実施機関との打

合せを行い、最終成果品の承認を得て詳細施計業務を完了する。契約から業務完了までの期間

は約 7.0 カ月と見込まれる。 

（2） 入札（約 3.0 ヶ月） 

「モ」国側実施機関による入札図書承認後、コンサルタントは実施機関を代行して日本にお

いて入札参加資格事前審査（Pre-Qualification: PQ）を公告により行い、審査基準に適合した日

本法人の施工･調達会社による競争入札を関係者立会いの下で開催する。最低価格を提示した入

札者はその入札内容が適正と評価された場合に落札者となり、国実施機関との間で建設工事・

機材調達契約を締結する。入札図書承認から契約締結までの期間は約 3.0 ヵ月である。 

（3） 施工・調達（約 15.0 ヶ月） 

工事契約書に署名後、JICA の認証を得て、工事施工業者、機材調達・据付け業者は施設建設

工事および機材工事に着手する。本プロジェクトの施設規模と現地建設労務事情より、建設工

事および機材調達・据付は、約 15.0 ヶ月と判断される。これには順調な資機材の調達と、「モ」

国側関係機関の迅速な諸手続きや審査、円滑な「モ」国側負担工事の実施が前提となる。 

以上を取りまとめた事業実施工程を表 3-37 に示す。 
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表 3-37 事業実施工程表 

 

 

 

  

実施設計 着手協議

詳細設計

積算調査

詳細積算 （計7.0ヶ月）

積算審査

入札 図書承認

公示・入札図書配布

見積もり期間

入札・契約 （計3.0ヶ月）

[施設建設]

施工調達 工事準備 （計15.0ヶ月）

地業・基礎工事

1階躯体工事

2階躯体工事

屋根工事

仕上工事

設備工事

外構工事

検査・引き渡し

[機材調達]

製造・調達

検査・船積み

輸送

据付・試運転・初期操作指導

引き渡し

8 9 10 11 12 13

13月数

月数 1 2 3 4 5 6 7

7 8 9 10 11 12 14 15

14 15

1 2 3 4 5 6
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3-3 相手国側分担事業の概要 

現地調査において確認された本計画実施に係る「モ」国側負担事項は以下の通りである。 

表 3-38 相手国側負担事項内容 

段
階 

項目 実施主
体 

想定される時期また
は期限 

実施設計・入札   

 [1] コンサルタント契約（実施設計） DPC G/A 締結後速やか
に（2014 年 2 月）  [2] 銀行取決め MISAU 

 [3] [1]の支払いに係る支払い授権書の発行 MISAU コンサルタント契約
後 2 週間（2014 年 2
月） 

 [4] 支払いに係る銀行手数料の負担 MISAU 支払い請求ごと 

 [5] コンサルタント契約（入札、施工監理） MISAU G/A 締結後速やか
に（2014 年 6 月） 

 [6] [4]の支払いに係る支払い授権書の発行 MISAU コンサルタント契約
後 2 週間（2014 年 7
月） 

 [7] 2015 年度予算の申請 MISAU 2014 年 7 月 

 [8] サイト内のすべての既存建屋、構造物の撤去 DPC 2014 年 9 月まで 

  [9] サイト内の既存高圧線、電柱の移設 DPC 2014 年 9 月まで 

  [10] サイト内の既存樹木の伐採、伐根 DPC 2014 年 9 月まで 

  [11] 実施設計図の承認、保健省内でのプロジェクトの登録、
財務省へのプロジェクト登録の申請（免税関連）、マプト市役所
への届出 

DPC 2014 年 9 月まで 

 [12] 日本での入札立会いならびに工事契約 DPC 2014 年 12 月 

工事期間中   

 [13] [12]の支払いに係る支払い授権書の発行 MISAU 工事契約後 2 週間
（2014 年 12 月） 

 [14] 支払いに係る銀行手数料の負担 MISAU 支払い請求ごと 

 [15] マプト市役所への着工届 DPC 工事契約締結後速
やかに（2015 年 1
月） 

 [16] 本プロジェクトのために働く日本人、第三国人の入国ビ
ザ、滞在許可取得への支援 

MISAU 

 [17] 本プロジェクトのため外国から輸入する製品の通関手続
きの実施、関税の免税 

DAF 
/DPC 

契約業者からの要
請のたびに 

 [18] 本プロジェクトのため国内で購入する製品、サービスへの
付加価値税の免税 

DAF 
/DPC 

契約業者からの要
請のたびに 

  [19] 電力の引き込み、契約 DPC 2016 年 2 月まで 

  [20] 電話線の引き込み、契約 DPC 2016 年 2 月まで 

 [21] 2016 年度予算の申請 MISAU 2015 年 7 月 

 [22] 境界塀、排水溝（道路沿い）、門扉の建設 DPC 2016 年 4 月まで 

  [23] アクセス道路の建設 DPC 2016 年 4 月まで 

引き渡し後   

  [24] インターネット機器の設置、LAN 工事 DPC 施設引き渡し後速
やかに   [25] 本プロジェクトに含まれない家具、事務用品、食器、ファ

ブリックなどの用意 
DPC 
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「モ」国側負担事項の実施は、保健省計画協力局インフラ部（DPC/ DI）が主となり行うが、

免税関係は保健省総務財務局（DAF）の所管となる。DPC/ DI はこれまで日本を含む ODA 案件

を経験しており、経験、能力ともに問題はないと思われる。重要なのは、表 3-40 で整理したよ

うに、必要な会計年度に適切な額の予算確保を確実にすることである。 

 

3-4 プロジェクトの運営･維持管理計画 

（1） 運営・維持管理体制と人員の確保について 

本プロジェクトで新設される新設 ICS の運営・維持管理は、新しく設立される運営組織によ

って行われる。組織は表 2-1 に記載した通りで、校長の下に副校長が 2 名配置され、この 3 名の

管理職のもと教務部門と事務管理部門、ならびにサービス部門が組織される。3 名の管理職は既

存 ICS からの異動となるため、既存 ICS の運営で培った経験を踏まえて確実な運営が期待でき

る。教務部門は 60 名の常勤教員からなり、このうち 26 名が既存 ICS からの異動となる。事務

管理部門については 32 名のうち 24 名が既存 ICS からの異動で、コンピューター課を除くすべ

ての課に既存 ICS のスタッフがいるため、こちらも堅実な体制作りをしていることがうかがえ

る。サービス部門についても同様に 51 名のうち、30 名が既存 ICS からの異動となる。 

新規採用は教務部門で 34 名、事務管理部門で 8 名、サービス部門で 21 名を予定している。保

健省職員、国家保健サービス職員および人材養成機関の教職員は、臨時教員も含めて全員が保健

省の人材として一括管理されているため、相互間の異動は通例となっている。このため、新規採

用職員についても省内の人材の異動でまかなわれることになるため、人件費としての追加予算は

基本的に必要がない。また、教員になるためには資格保持者である必要があるが、人材数も十分

にいるとのことである。新設 ICS が現在の市中心部から郊外に移転することによってかえって

通勤事情はよくなるため、この点からも新規確保の障害とは考えにくい。 

一方で、新規に教員として異動するためには研修が必要であり、適切な時期に研修予算の確保

と実施を確認していく必要がある。特に以下の点に留意する必要がある。 

・現在保健省や病院で働いている職員を初めて教員として異動する場合には、教授法に関

する研修が必要になる。 

・歯科コースについては、現在 ICS ベイラでしか開講されていないため、新たに教員とし

て任命する見通しである。このため、教授法研修に加え、病院実習先の確保など、様々

なコース開設準備が必要となるため、これが予定通り進んでいるか確認が必要である。 

・機材メンテナンスコースは全国でも新設コースであるため、特に確認が必要である。た

だし、人材としては JICA の研修に参加した人材、キューバでの海外研修に参加した/して

いる人材がいるため、これらを配置する見通しである。また、歯科コースと同様に、病

院実習先の確保など、コース開設準備が必要である。 
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（2） 運営・維持管理の方法 

本プロジェクトの目的である保健人材養成のコース運営を支える施設・設備・機材の維持管

理の方法に絞って記述する。 

・計画施設は高度なシステムや複雑な仕様を排したメンテナンスの容易な設計としている

が、建物を長期にわたって良好な状態に維持するためには、日常的な清掃・点検の実施

と磨耗･破損･老朽化による不具合に対する早期の対応が必要となる。 

・定期清掃：毎日、毎週、毎四半期ごとなど頻度ごとに清掃スケジュールを立て、清掃ス

タッフによる定期清掃を実施する。 

・施設の定期的な修繕：施設の磨耗・破損・老朽化に対する修繕としては、建具の点検･

調整（1 回/年程度）、塗装部の補修（1 回/3 年程度）、塗替え（1 回/10 年～15 年程度）が

必要となる。 

・建築設備の維持管理：建築設備については、故障の修理や部品交換などの補修に至る前

に、日常の｢予防的メンテナンス｣が重要である。設備機器の寿命は、正常操作と日常的

な点検・給油・調整・清掃・補修などにより、確実に伸びるものである。 

・本計画施設では現地で広く利用されている設備を採用し複雑なシステムは含まれないが、

竣工時に引渡される維持管理マニュアルに従って、簡易な補修･修理や部品交換等を行い、

ポンプ、発電機については外部委託業者による定期点検を行う体制とする。 

・外構設備の維持管理：年 2 回程、排水桝の点検･清掃を行うとともに、腐敗槽については

年 1 回の清掃・汚泥除去が必要である。 

・機材の維持管理：機材は付属マニュアル等に従って整備・点検を行い、また消耗品やス

ペアパーツの補充を行う。各機材を管理する部署ではインベントリーや保守管理記録を

作成し、計画的な維持管理を行う必要がある。 

・塩素滅菌器の設置と維持: 地下水水質検査の結果、大腸菌類が基準値以上検出されたこ

とを踏まえ（2-2-2(4)参照）、保健省は、2013 年 9 月の協議時の合意のとおり、施設の運

用段階において塩素滅菌器の設置及び維持管理を含む適切な処理を行うものとする。 

 

3-5 プロジェクトの概略事業費 

3-5-1 協力対象事業の概略事業費 

本協力対象事業を実施する場合に必要となる事業費総額は、下記（3）に示す積算条件によれ

ば、次のとおりに見積られる。 

（1） 日本側負担経費  

施工・調達業者契約認証まで非公表 
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（2） 「モ」国側負担経費 

表 3-39 「モ」国側負担経費 

 項目・内容 概略費用 

（千 Mt） （百万円）

[4] [14] 支払いに係る銀行手数料の負担 583 1.8 

[8] サイト内のすべての既存建屋、構造物の撤去 1,054 3.2 

[9] サイト内の既存高圧線、電柱の移設 1,080 3.3 

[10] サイト内の既存樹木の伐採、伐根 41 0.1 

[17] 輸入資機材に係る関税の免税 5,563 16.8 

[18] 国内調達物品・サービスに係る IVA の免税 34,763 105.0 

[19] 電力の引き込み（1.5km）、契約 2,056 6.2 

[20] 電話線の引き込み、契約 965 2.9 

[22] 境界塀、排水溝（道路沿い）、門扉の建設 11,210 33.8 

[23] アクセス道路の建設 110 0.3 

[24] インターネット機器の設置、LAN 工事 331 1.0 

[25] 本プロジェクトに含まれない家具、事務用品、食器、布類などの用意 1,551 4.7 

合計 59,307 179.1 

 

（3） 積算条件 

・積算時点 ：平成 25 年 3 月 

・為替交換レート： 1US$=89.70 円、1US$=29.70Mt、1Mt=3.020 円（Mt: ﾒﾃｨｶﾙ/ﾒﾃｨｶｲｽ） 

・施工・調達期間：工事の期間は施工工程に示した通り。 

・その他 ：本計画は日本国政府の無償資金協力の制度に従い実施されるものとする。 

3-5-2 運営･維持管理費 

本計画施設の運営･維持管理に必要とされる費用についての試算を以下に示す。 

（1） 人件費 

本プロジェクトの実施により、表 2-1 に示すような ICS 運営組織が計画されている。「モ」国

では省庁ごとに公務員給与が基礎給与として定められており、これに役職、地方、時間外などの

各種手当が加わり給与として支給される。ここでは組織表にもとづき役職者ごとに給与クラスを

想定し、給与クラスごとの平均額と各種手当割合の想定から ICS 全体の人件費を表 3-41 のよう

に想定し 20,570 千 Mt.と試算する。 
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表 3-40 新設 ICS の人件費試算 

（単位: Mt. ） 

役職   人数[a] 想定給与クラス 
基礎給与

平均 
各種手当
の割合

基準給与 年給[b] [a]*[b] 

管理職 校長 1 
Médico de saude 
publica consultor 

24,191 60% 38,706 464,472 464,472 

  副校長 2 
Tecnico superior de 
saude N2 

21,505 60% 34,408 412,892 825,783 

教員部
門 

主任ク
ラス 

10 
Tecnico superior de 
saude N1 

15,987 60% 25,579 306,943 3,069,430

  
一般教
員 

50 
Tecnico especializado 
de saúde 

7,442 60% 11,907 142,889 7,144,468

事務管
理部門 

各課主
任 

9 
Tecnico superior de 
saude N1 

15,987 40% 22,381 268,575 2,417,176

  スタッフ 23 Tecnico de saúde 6,371 40% 8,919 107,026 2,461,606
サービ
ス部門 

各課主
任 

6 
Tecnico especializado 
de saúde 

7,442 20% 8,931 107,167 643,002 

  スタッフ 45 
Auxiliares técnicos de 
saúde 

5,469 20% 6,563 78,752 3,543,862

    146   20,569,799

出所: 調査団作成（http://www.meusalario.org/mocambique などから） 

（2） 光熱費 

給水・電力供給に必要な経費につき以下の通り想定し、841 千 Mt.と試算する。  

①給水費 

給水は井戸水によるため、ポンプを動かす電気料金として計上される。 

②電力使用料 

ここでは以下のような前提で電力使用量について試算する。 

・ICS の通常プログラムは一年間 40～42 週だが、これ以外の期間も各種研修が行われるも

のとして、通年使用されることと仮定する。 

・休日は保安関係と学生寮、厨房の使用のみとする。 

・1 日当りの各電気設備の使用時間、使用率は表 3-42 のとおり設定する。 

表 3-41 一日使用時間、需要率の設定 

  防災類 
電灯

(昼間) 
電灯

(夜間)
コンセ
ント 

厨房機
器 

冷蔵冷
凍庫

温水器 ポンプ 天井扇
エアコ

ン 

平日   

1 日使用時間 24 11 5 16 6 24 4 12 16 11 

需要率(100%) 100 20 80 20 60 20 60 30 60 30 

休日  

1 日使用時間 24 2 5 16 6 24 4 12 16 0 

需要率(100%) 100 20 80 20 40 20 60 10 20 0 



98 
 

 

試算は次のように行い、その結果、本プロジェクト実施後に必要となる年間使用電力量は

519,316kWh となり、料金は以下のとおり 641 千 Mt となる。 

 [基本料金 1,034Mt×12 ヶ月]+[使用料金 1.21Mt×519,316kWh]=641 千 Mt 

③通信費 

ICS キリマネの 2012 年予算では 150 千 Mt.として計上されており、学生数が 698 人（2011 年）

から、150 千×900/698=193 千 Mt. と試算する。 

（3） 食材、消耗品調達費 

食材や教材、制服、など消耗品（非耐久財）の購入については、ICS キリマネの 2012 年予算

から推計する。同予算には非耐久財の購入として 2,600 千 Mt.が計上されているが、ICS キリマ

ネの学生数 698 人（2011 年）から、本プロジェクトでは 2,600 千×900/698=3,352 千 Mt.が必要

と試算する。 

（4） 維持管理費 

本計画で整備される施設及び家具の維持管理に必要となる費用は表 3-43 のとおり、3,018 千

Mt.と試算される。施設の維持管理費としては外壁や内外鉄部･木部塗装の部分補修、仕上材の

部分補修、屋根などの一部補修、建具及び建具金物の修理交換、照明器具のバルブ取替え、設

備部品の一部交換、設備機器の故障修理、破損家具の部材交換、浄化槽及び排水枡の清掃など

の経常的な維持管理に充てられるもので、大規模修繕のための費用は別途教育省又はマプト市

の管理する投資予算にて賄われる。機材については、通常の使用条件下では特段の維持管理費

は必要としないが、消耗品や定期的な部品交換を必要とする機材についてのみ必要な維持管理

費を試算した。 

表 3-42 維持管理費試算 

（単位: 千 Mt.） 

施設維持管理費  

 建築維持管理費*   471 

設備維持管理費*   964 

 家具維持管理費*  266 
小計(1 )  1,701 (5,137 千円) 

機材維持管理費  
 対象機材 数量

[a] 
消耗品 年間使

用数[b]
単価[c]
(千 Mt)

合計金額
[a*b*c] 

 

スパイロメーター 5 ﾏｳｽﾋﾟｰｽ 1 1.0 5.0 

滅菌器（オートクレーブ） 2 ガスケット 1 13.0 26.0 
静脈注射訓練用腕模型 5 交換用皮膚 1 5.4 27.0 

皮膚縫合キット 3 交換用皮膚 1 10.0 30.0 

双眼顕微鏡（ﾃｨｰﾁﾝｸﾞｽｺｰﾌﾟ付） 1 電球 1 1.2 1.2 
双眼顕微鏡 15 電球 1 1.2 18.0 
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分光光度計 1 キュベット 1 1.7 1.7 

遠心分離器 1 試験管 2 3.4 6.8 
ヘマトクリット遠心器 1 ﾍﾏﾄｸﾘｯﾄﾁｭ

ｰﾌﾞ 
1 0.5 0.5 

pH 計 5 電極 1 9.6 48.0 

ファントムヘッドユニット 15 替歯 1 7.4 111.0 
コピー機 1 トナー 4 1.8 7.2 

印刷機 1 インク 4 3.1 12.4 

カラープリンター 1 トナー 4 38.0 152.0 
モノクロプリンター 1 トナー 4 4.8 19.2 

バス 表 3-44 による 851 

 小計(2 ) 1,317 (3,977 千円)

 合計(1)+(2) 3,018 (9,114 千円)

* 日本における建築物維持管理費データを参考に、本プロジェクトの施設内容･仕様から判断される経常的な施設維

持管理費（年間）を以下と想定した 

  - 建築維持管理費：建築直接工事費×0.2% 

  - 設備維持管理費：設備直接工事費×1.5% 

  - 家具維持管理費：家具本体費×1.5% 

表 3-43 バス関連年間経費試算 

 費目 数量 
単価 
(Mt) 

年計 
(千 Mt) 

備考 

運転手月給 36 6,563 236 

燃料（軽油） 3,429 36.8 126 
数量=年間走行距離 24,000km÷燃費
7km/L  

消耗品交換 3 30,000 90 オイル、フィルター、タイヤなど 

保険代 3 133,100 399 車両価格の 6% 

合計 851  

 

（5） 運営･維持管理費の妥当性 

上記試算結果をまとめると、本計画の実施により必要となる年間運営･維持管理費は表 3-45

の通り、27,781 千 Mt.と試算される。 

表 3-44 年間運営･維持管理費 

（単位: 千 Mt.） 

人件費 20,570  

光熱費 841  

食材・消耗品購入 3,352  

施設・機材維持管理費 3,018  

合計 27,781 (83,899 千円) 
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この試算額は、既存 ICSM 予算の最近の推移（表 3-46）からすると、おおむね同程度の額と

なる。 

表 3-45 過去 3 年の既存 ICSM 当初予算額と執行額 

（単位: 千 Mt.） 

2010 年 2011 年 2012 年 

予算 執行額 予算 執行額 予算 執行額

35,522 20,424 79,532 39,297 42,102 26,110

出所：保健省提出資料をもとに作成。2011 年執行額だけは ICSM 年次レポート 2011 年版より。 

 

保健人材養成機関の予算は、在籍学生数にもとづき各養成機関が積算し、所管する州保健局

に申請する仕組みとなっているが、既存 ICSM のみは中央保健省の直轄となっている。養成機

関のスタッフは保健省職員であるため、運営・維持管理費の多くを占める人件費（20,570 千

Mt.）は保健省の人件費として計上される。新設 ICS 向けの人材確保は既存 ICSM からの移籍と

保健省職員からの新規採用が大半であるため、外部からの新規採用は少ない。なお、2010-2012

年の保健省全体の人件費 1,636～2,083 百万 Mt.に対して本プロジェクトの施設人件費は 0.98～

1.26%となる。また、その他の運営費（7,211 千 Mt.）の多くの項目は物品・サービスとして計

上されるが、2010-2012 年の保健省全体の同費目 1,286～1,551 百万 Mt.に対して、0.46～0.55%

程度となる。 

以上から、移転による新設 ICS の運営維持費による保健省予算の増額分は実数としても割合

としても大きくはなく、また現在の予算規模で十分に吸収できると考えられる。 

なお、現在、マプト市州政府（保健局）への移管の審査が行われているため、将来的にはマプ

ト保健局の所管となる可能性がある。保健省への聞き取りでは、これまで既存 ICSM 以外の養成

機関は移管後問題なく運営されていること、万が一運営費が不足する事態があっても、運営を確

保するため中央保健省から予算補助を行うことができることが確認されている。 

（6） 機材の更新時期の目安 

機材の更新時期の目安として財務省の「減価償却資産の耐用年数等に関する省令 別表第一」

がある。法定耐用年数 15 年に対し、実年数 20 年という事例から、同表で定められる耐用年数

の 1.33 倍を実年数と考え、表 3-47 のように、本プロジェクトの調達機材の更新時期は想定され

る。 

表 3-46 調達機材の更新時期の目安 

カテゴリー 更新時期 カテゴリー 更新時期 

簡易臨床機器 7 年 顕微鏡 11 年 

人体模型・マネキン 7 年 パソコン 6 年 

試験・測定機器 7 年 コピー機 7 年 

歯科診療用ユニット 10 年 音響機器 7 年 

高圧滅菌器 6 年 厨房機器 7 年 
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測定工具 7 年 バス 7 年 

金属加工機械 14 年 



 

第 4 章 プロジェクトの評価 
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第4章 プロジェクトの評価 

4-1 事業実施のための前提条件 

本プロジェクト実施の前提条件として「モ」国側が取組むべき事項は以下の通りである。 

（1） 施設建設プロジェクトの実施に必要な許認可・同意の取得 

施設建設に当たっては環境影響評価に係る事前スクリーニングとプロジェクト承認が必要で

ある。実施機関となる保健省計画協力局は本概略設計に基づき必要な資料を整え、環境問題調

整省と協議の上でプロジェクト実施に先立って必要な手続きを完了する必要がある。 

（2） 免税措置の円滑な実施 

本協力対象事業は日本の無償資金協力による実施を想定しており、E/N 及び G/A に基づき、

事業実施に係る物品及び役務の調達に対する輸入税と内国税は免除又は「モ」国側にて負担す

る必要がある。過去の建設プロジェクトでは付加価値税（IVA）の支払いに関する還付手続き

の遅延が発生しており、プロジェクトの円滑な実施のためには保健省は確実な予算確保の上で

遅滞なく手続きを行って、IVA 相当分の迅速な支払いが行われるよう努める必要がある。 

（3） 「モ」国側負担事項の遵守 

本プロジェクト実施に当たっては、「モ」国側負担として合意された事項が遅滞なく、確実に

実施されることが必要である。施設建設に関係する建設用地の準備（既存樹木の撤去、整地）、

電力引込み、門扉・外周塀の整備等は、保健省が内容及び実施時期について日本側関係者や請

負業者と調整のうえ、事前に予算を確保し、実施体制を明確にして実施を図ることが重要であ

る。 

 

4-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項 

プロジェクトの効果が発現・持続するために「モ」国側が取組むべき事項は以下の通りであ

る。 

（1） 教職員の確実な配置 

本プロジェクトで新設される ICS は 146 人の教職員の配置が計画されており、このうち 83

人は既存 ICS からの異動で、残りの 63 人は保健省職員などからの新規採用となる。新規採用さ

れる教職員については施設完成後速やかに配置が行われるよう事前に予算手当てを含む計画を

策定し、計画的に採用・配属の準備を進める必要がある。また、配置される教員については適

正な資格と能力を有するとともに、性別や職歴等のバランスを考慮した配置とすることが求め

られる。 
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（2） 十分な学校運営予算の確保 

本プロジェクトで新設される ICS の運営・維持管理に必要な費用は、ICS が作成する活動計

画・予算計画に則り、保健省予算に計上される。「3-5-2 運営・維持管理費」に示した試算では、

新たな施設の運営・維持管理費用のうち、人件費は省全体の人件費に対して 1%前後、物品・サ

ービス費については同 0.5%前後となり、十分負担可能な額であるが、必要最低限の内容に基づ

く試算であることを踏まえ、確実な予算が継続的に確保される必要がある。 

 

4-3 外部条件 

（1） 安定した経済・財政運営と保健予算の拡充 

「モ」国経済は内戦終了後着実な成長を続け、国家予算も 2012 年までの 3 ヵ年で年 15～20%

の増を続けている。その中で保健分野は国家開発計画の優先分野として重点的な予算配分を受

けている。一方、同国は依然として国家財政の 40%27を援助を中心とする国外資金に頼る状態

にあり、世界経済の停滞や燃料価格の高騰、援助資金の増減等の外部要因の変化に対して脆弱

である。本プロジェクトの成果が持続的に維持されるためには新設される ICS の運営と維持管

理に係る十分な予算が安定的に確保されるのみならず、養成される保健人材が安定して雇用さ

れることが必要である。そのために、国家財政の安定的な運営と保健分野への重点配分の継続、

また保健人材養成機関の効率的な運営が上位計画に従って着実に実施され、将来に亘って保健

分野への予算が適正に配分されていくことが求められる。 

（2） 物価の高騰と治安状況の悪化 

本プロジェクトが計画に沿って円滑に実施されるためには、事業実施に係る資機材価格や労

務費が急速に上昇すること無く、計画時の水準に対して安定的に維持されることが必要である。

「モ」国では 2010 年までの 5 ヵ年で消費者物価指数が年平均 9%を超え、2010 年には 12.7%の

上昇を記録している。また、2013 年 11 月の州議会選挙、2014 年の大統領選を控えた 2013 年の

10 月から同国の北部、中部で頻発する野党によるゲリラ活動やマプトで増えている外国人の誘

拐事件など政治的な不安が増えており、治安状況の悪化が懸念される。 

 

4-4 プロジェクトの評価 

以下のように、本プロジェクトの妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 

4-4-1 妥当性 

（1） プロジェクトの裨益対象 

本プロジェクトの直接的な裨益対象は新設される医療従事者養成学校で教育を受ける学生

                                                                 
27 2012 年度国家予算書 
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660～1,020 人（2015-2018 年予測）と教職員 146 人であるが、質の高い保健人材の養成を通じて

全国で供される国民保健サービス（NHS）の質を向上させることを上位の目標としており、全

国民が間接的な裨益対象となる。 

（2） プロジェクト目標と緊急性 

本プロジェクトは「マプト市において ICS を整備し医療従事者の養成環境を改善することに

より、適正な技術を有する医療従事者の拡充し、もって保健医療サービスの質の改善に寄与す

ること」をプロジェクトの目標としており、これは BHN（Basic Human Needs）に合致しており、

国民の生活改善に直接的に貢献するものであり、緊急性は十分に高い。 

（3） 中・長期的開発計画の目標達成への貢献 

「モ」国政府は国家開発計画である「政府 5 ヵ年計画」や「貧困削減行動計画」において経

済成長を通じた貧困削減を主目標としている。また、政府が取り組む 3 つの政策目標のうちの

一つとして「人間・社会開発」をあげ、これを実現するための優先的な 3 つの戦略目標の一つ

に「社会サービスの効率と質」を打ち出し、保健人材については「人材管理の改善を通して、

質の高いケアの提供と利用者のニーズに合致することを強調した、より人間味のあるサービス

の提供を行う」としている。本プロジェクトは保健人材養成能力の拡充を通じてこうした上位

計画の目標達成に貢献するものである。 

（4） 我が国の援助政策・方針との整合性 

我が国は対「モ」国の国別援助方針として「潜在力を活かした持続可能な経済成長の推進と

貧困削減 」を基本方針として掲げ、（1）回廊開発を含む地域経済活性化、（2）人間開発、（3）

防災・気候変動対策を重点 3 分野として援助を行っている。本プロジェクトはこのうち「人間

開発」の「保健サービスへのアクセス改善のための支援」として位置付けられ、保健人材養成

の拡充を通じて保健サービスの質を改善し貧困削減を支援するものである。このように本プロ

ジェクトは対「モ」国の国別援助方針に整合し、協力の妥当性は高い。 

 

4-4-2 有効性 

（1） 定量的効果 

本協力対象事業の実施により定量的効果が期待されるアウトプットは以下の通りである。 

表 4-1 協力対象事業の実施により期待される定量的効果 

指標名 基準値（2013 年） 目標値（2019 年）

新設 ICS における歯科技師コースの年間卒業生数 0 人 48 人 

新設 ICS における機材メンテナンス技師コースの年間卒業生数 0 人 24 人 

新設 ICS における教室数あたりのクラス数 6.7 クラス/教室* 2.0 クラス/教室 
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*比較のため、既存 ICSM における使用可能な教室数あたりのクラス数を記載した。 

（2） 定性的効果 

本協力対象事業の実施により定性的効果が期待されるアウトプットは以下の通りである。 

・教室や教育機材の数の不足が解消され学生の学習環境及び教員の労働環境が改善する。 

・実習室及び実習機材が量・質ともに改善され、演習重視のカリキュラムが適切に実施さ

れる。 
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1. 調査団員・氏名 
1-1 現地調査 I（2013 年 3 月 3 日～3 月 29 日） 

総括  小林 美弥子 JICA 資金協力支援部 実施監理第二課 課

長 

計画管理 安孫子 悠 JICA 人間開発部 保健第一グループ 

  保健第二課 

業務主任/建築計画 川添 健治 株式会社マツダコンサルタンツ 

建築設計/自然条件調査 橋本 雅夫 株式会社マツダコンサルタンツ 

施工計画/積算 島田 光博 株式会社マツダコンサルタンツ 

機材・調達計画/積算 岡本 明広 インテムコンサルティング株式会社 

積算 2 玉木 智宏 インテムコンサルティング株式会社 

教育計画 花屋 亜希子 インテムコンサルティング株式会社 

通訳 戸田 佐保 株式会社マツダコンサルタンツ 

  （フランシール） 

 

1-2 現地調査 II（2013 年 6 月 25 日～8 月 13 日） 

水理地質/試掘管理 大鹿 祐介 株式会社地球システム科学 

 

1-3 現地調査 III（2013 年 9 月 21 日～9 月 29 日） 

総括  小林 洋輔 JICA 人間開発部 保健第一グループ 

  保健第二課 課長 

計画管理 安孫子 悠 JICA 人間開発部 保健第一グループ 

  保健第二課 

業務主任/建築計画 川添 健治 株式会社マツダコンサルタンツ 

機材・調達計画/積算 岡本 明広 インテムコンサルティング株式会社 

通訳 戸田 佐保 株式会社マツダコンサルタンツ 

  （フランシール） 
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2．調査行程 

2-1 現地調査 I 

 

 

 

 

総括 計画管理 a 業務主任/建

築計画

e. 機材調達計

画/積算

g. 人材養成計

画・保健事情

b. 建築設計/

自然条件調査

/設備計画

d. 施工計画/

積算

f. （機材）積算

2

通訳

1 3月3日 日 ※現地参団 成田発、マプト着（翌日）

2 3月4日 月  JICA表敬、 技プロ協議

3 3月5日 火 現地業者聞き取り、再委託 ←a

4 3月6日 水 サイト視察、既存ICSM、MOH（施設）

5 3月7日 木 MOH（施設） MOH（機材） MOH（保健人

材関係）

←a 再委託準備 ←g, a

6 3月8日 金 MOH（計画内
容）、既存

ICSM

MOH（機材）、
ICSM既存施

設・機材確認

MOH（保健人
材関係）ICSM

7 3月9日 土 資料整理 成田発

8 3月10日 日 マプト着 ←a

9 3月11日 月

10 3月12日 火
技プロ協議

MOH（機材）、
技プロ協議

MOH（保健人
材関係）技プロ

協議

ICSM既存施
設・機材確認

技プロ協議

←a,e,g

11 3月13日 水 成田発 MOH（収集資

料、免税）

MOH（機材）、

技プロ協議

ドナー聞き取

り、MOH(PDC)

免税協議 資料整理 免税協議

12 3月14日 木 マプト着 MOH（計画内

容）、JICA中間
報告

MOH（機材）、

ISCISA協議

MOH（養成計

画・運営）

サプライヤー聞き取り

13 3月15日 金 →a, g MOH（計画内

容、先方負担）

 ICSM 既存機

材調査

資料整理

14 3月16日 土 資料整理 団内会議、資料整理 団内会議・調

達調査準備

15 3月17日 日 成田発 資料整理

16 3月18日 月 MOH（機材）、

JICA協議

MOH（養成計

画・運営）、
JICA（中間報

告）

サプライヤー聞

き取り

再委託契約

（測量）、再委
託サイト説明

←a,e,g

17 3月19日 火 資料整理 マプト発 ←a

18 3月20日 水 計画サイト、既存施設 公立病院・保

健センター見

学

資料整理、

HOM聞き取り

成田着

19 3月21日 木 MD署名、 JICA、大使館報告 マプト発 ADM、サイト周
辺の地下水事

情

20 3月22日 金 マプト発 MOH（建設関

係）

MOH機材メン

テナンス課、

MOH（機材）

成田着 サプライヤー聞

き取り、サイト

周辺聞取り

21 3月23日 土 成田着 資料整理 ←a ←a

22 3月24日 日

23 3月25日 月 MOH（建設関係） ←a

24 3月26日 火  MOH最終協議

25 3月27日 水

26 3月28日 木 マプト発 ←a

27 3月29日 金 成田着

現地業者聞き

取り

MOH（ミニッツ協議）

※再委託調査

追加のため、
自社負担により

延長

※現地
参団

MOH（インセプション）、大使館表敬

資料整理、団内会議

マプト-キリマネ

JICA報告

ICSキリマネ視察

キリマネ-マプト

マプト着

JICA、 技プロ協議

調査票回収・

確認、再委託

サプライヤー聞き取り、再委託
見積依頼（測量）

団内会議

再委託契約（地質）

現地業者聞き取り、EDM聞き取

り、再委託ネゴ

サプライヤー聞き取り、再委託
見積依頼（地質）

見積回収・確

認

調達事情調査

（代理店調査・
見積依頼）

ICSM一般機材

協議
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2-2 現地調査 II 

 

2-3 現地調査 III（概要説明） 

水理地質/試掘管理
1 6月25日 火 東京発

2 6月26日 水 マプト着、JICA事務所報告
3 6月27日 木 MOH協議、業者見積もり

4 6月28日 金 サイト視察、業者契約交渉
5 6月29日 土 書類作業

6 6月30日 日 公休

7 7月1日 月 調査業務、契約準備
8 7月2日 火 MOH協議、業者契約

9 7月3日 水 着工準備、打合せ
10 7月4日 木

11 7月5日 金 掘削許可手続き、JICA選定経緯報告
12 7月6日 土 書類作業

13 7月7日 日 公休

14 7月8日 月 掘削許可手続き
15 7月9日 火 掘削許可手続き、サイト作業

16 7月10日 水
17 7月11日 木 書類作業

18 7月12日 金 掘削許可手続き、サイト作業
19 7月13日 土 書類作業

20 7月14日 日 公休

21 7月15日 月 サイト設営準備
22 7月16日 火 No.1井戸掘削

23 7月17日 水 No.1井戸孔内確認、作井作業
24 7月18日 木

25 7月19日 金 No.1井戸揚水試験

26 7月20日 土
27 7月21日 日 公休

28 7月22日 月 No.1井戸揚水試験
29 7月23日 火

30 7月24日 水 No.2井戸掘削
31 7月25日 木 No.2井戸孔内確認、作井作業

32 7月26日 金

33 7月27日 土 No.2井戸揚水試験
34 7月28日 日 公休

35 7月29日 月 No.2井戸揚水試験
36 7月30日 火

37 7月31日 水 No.3井戸掘削
38 8月1日 木 No.3井戸孔内確認、作井作業

39 8月2日 金

40 8月3日 土
41 8月4日 日 公休

42 8月5日 月 Well Head Block、防護工事、MOH報告
43 8月6日 火 Well Head Block、防護工事

44 8月7日 水
45 8月8日 木

46 8月9日 金

47 8月10日 土 書類作業
48 8月11日 日 公休

49 8月12日 月 マプト発
50 8月13日 火 東京着

総括 計画管理
a. 業務主任/

建築計画

e. 機材調達計

画/積算
通訳

1 9月21日 土 東京発

2 9月22日 日 東京発 マプト着

3 9月23日 月

団内会議

4 9月24日 火

5 9月25日 水 サイト視察 書類作業

ミニッツ案の検討

6 9月26日 木

7 9月27日 金 JICA事務所報告

8 9月28日 土 東京着 マプト発

9 9月29日 日 東京着

マプト着

MOH協議（プログラム、計画内容について）

水関係の補足調査、ミニッツ資料など

MOH協議（先方負担事項、地下水について）

MOH協議（ミニッツ案の提示）

MOH協議（ミニッツ協議）

マプト発 補足調査等
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3. 関係者（面会者）リスト 

氏名 所属・肩書き 

モザンビーク側 

保健省Ministério da Saúde (MISAU) 

Dr. Martinho Dgedge  人材局（DRH）局長 

【2013.03現地調査時】

Director Nacional de Recursos 

Humanos

Dra. Luísa Maria Panguene  DRH副局長（養成担当）  Directora Nacional Adjunta 

(Formação), DRH 

Dra. Hortência Faia Ribeiro  DRH副局長（管理担当）  Directora Nacional Adjunta (Gestão), 

DRH

Dr. Francisco Langa  DRH継続教育・卒後教育部

（DFCPG）部長

Chefe do Depto. de Formação 

Contínua e Pós‐Graduação, DRH

Dra. Esperança Fumo  DRH・DFCPG養成管理課長  Chefe da Repartição de 

Administração de Formação, DRH

Sr. Custódio Martinho  DRH・DFCPG養成管理課員  Técnico de Administração de 

Formação, DRH 

Dra. Suraia Mussa Nanla  DRHカリキュラム計画・新規養

成部（DPDCFI）部長 

Chefe do Depto. de Planificação e 

Desenvolvimento Curricular e 

Formação Inicial, DRH 

Dra. Atália Helena Nhacutone 

da Cruz 

DRH・DPDCFI教務課長  Chefe da Repartição Pedagógica, 

DRH

Dra. Alda M. Gouveia  DRH・DPDCFI教務課員  Técnica da Repartição Pedagógica, 

DRH

Dra. Ermelinda Notiço  DRH・DPDCFI新規養成計画課

長 

Chefe da Repartição de Planificação 

da Formação Inicial, DRH 

Dra. Elisa Isabel Jame Chapola  DRH助産師コースコーディネ

ーター 

Coordenadora Nacional dos Cursos 

de ESMI

Dr. Abílio Domingos  DRH臨床検査技師コースコー

ディネーター

Coordenador Nacional dos Cursos de 

Laboratório

Dr. Carlos Norberto Bambo  DRH医療技師コースコーディ

ネーター

Coordenador Nacional dos Cursos de 

Medicina Geral 

Dra. Marta Mapengo 

Domingos 

健康管理局（DNAM）口腔衛生

プログラムチーフ 

Chefe do Programa de Saúde Oral, 

Direcção Nacional de Assistência 

Médica (DNAM) 

Dra. Emília Gaudiana Nhamo  DNAM歯科コース担当 Medicina Dentária, DNAM 

Sr. Abubacar Sumalgy  DNAMメンテナンス・ロジステ

ィクス・消耗品部（DMLC）部

長 

Chefe do Depto. de Manutenção, 

Logística e Consumíveis, DNAM 

Sra. Marcelle Claquin  DRHモニタリング・評価アドバ

イザー 

Assessora na Área de Monitoria e 

Avaliação, DRH 

Dra. Célia Gonçalves  計画協力局（DPC）局長  Directora de Planificação e 

Cooperação

Dr. Moisês Ernesto Mazivila  DPC副局長  Director Adjunto de Planificação e 

Cooperação
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Sr. Dionísio V. Zaqueu  DPCプロジェクト部（DP）部長 Chefe do Depto. de Projectos, DPC

Sr. Bernardo Mendonça  DPCインフラ部（DI）部員（建

築士） 

Arquitecto, Depto. de Projectos, DPC

Sr. Moisés Caetano  DPC・DI部員（建築士） Arquitecto, Depto. de Projectos, DPC

Sr. Carlos Santos  DPC・DI部員（建築士）  Arquitecto, Depto. de Infraestrutura, 

DPC

Sr. Hugo Banze  DPC・DI部員（建築士） Arquitecto, DI, DPC 

Sr. Júlio Muqueleia  DPC・DI部員（電気技師） Electrotécnico, DI, DPC 

Sr. João Chilindza  DPC・DI部員（構造技師） Engenheiro de Estrutura, DI, DPC

Sr. Artur Mucavele  DPC・DI部員（給排水設備担当）Responsável por Água e Saneamento, 

DI, DPC

Dra. Maria da Conceição 

Cuamba 

DPCプロジェクト室長  Chefe do Gabinete dos Projectos, 

DPC

Dra. Leopordina F. Massingue  DPCモニタリング・評価部

（DMA）部長

Chefe do Depto. de Monitoria e 

Avaliação, DPC 

Sr. Daniel F. Simone 

Nhachengo 

DPC計画・保健経済部（DPES）

部長 

Chefe do Depto. de Planificação e 

Economia Sanitária, DPC 

Sra. Virgínia Gribunds  DPC・DPES部員 Técnica de Administração, DPC

Sr. Casimiro Nhaquila  DPC国際協力部（DCI）部員 Técnico de Cooperação, DPC

Sr. Chanvo S. L. Daca  DPC・DCI部員 Técnico de Cooperação, DPC

Sr. Acácio Chamusse Cuambe  総務財務部（DAF）調達センタ

ー所長 

Director do Centro de Abastecimento, 

DAF

Sr. Silvestre Benjamim  水質検査ラボ検査員 Técnico do Laboratório de Água

Dra. Lágrima Maússe  ICSマプト副校長（教務担当） Directora Adjunta Pedagógica, ICS 

Maputo

Sr. Silvestre Lan  ICSマプト副校長（運営管理担

当） 

Director Adjunto Administrativo, ICS 

Maputo

Sr. Atêncio Albertina Malate  ICSキリマネ校長 Director Geral, ICS Quelimane

Sr. Fernando Camacho  ICSキリマネ教員部長（教務担当

副校長代理）

Chefe da Docência (Director 

Pedagógico Interino), ICS Quelimane

教育省Ministério da Educação 

Dr. Fernando E. R. Vaz  ISCISA校長補佐官 Assessor do Director, ISCISA

Dra. Olívia Ferreira  ISCISA教務部長 Directora Pedagógica, ISCISA

Sr. Paulino A. Cassocera ISCISA運営管理部長 Director Administrativo, ISCISA

マプト市役所 Conselho 

Municipal de Maputo 

   

Sr. Manduele  都市計画局長  Director de Urbanização, Conselho 

Municipal de Maputo (CMM)

Sr. Sérgio  都市計画局員 Técnico de Urbanização, CMM

Sr. António Fernando Chavo  EDM（モザンビーク電気公社）

マプト市カムフモ地区配電セン

ター所長

Chefe do Centro de Distribuição de 

Ka Mfumo, EDM 

Sr. Armindo Pene  ADM（モザンビーク水道公社）

調査・プロジェクト・工事部マ

Gestor do Depto. de Estudos, 

Projectos e Obras, ADM 
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ネージャー

Sr. Carlos Cossa  ADMプロジェクト課長 Director de Projectos, ADM 

国際機関（ドナー）Parceiros de Cooperação

Dr. Angel G. Mendoza  Jhpiego 

人材養成シニア専門家 

Especialista Senior em Formação e 

Fortalecimento de Recursos 

Humanos, Jhpiego 

Dra. Pilar Martines  I‐tech 

臨床教育アドバイザー

Assessora Clínico‐ Pedagógica, I‐tech

Dr. Giulio Borgnolo  Italian Cooperation 

プログラムチーフ

Chefe de Programa, Cooperação 

Italiana

Dra. Lucy Ramirez  Elizabeth Glaser Pediatric AIDS 

Foundation (EGPAF) 

HRアドバイザー

Assessora de Recursos Humanos, 

EGPAF 

日本側 

在モザンビーク日本国大使館 Embaixada do Japão em Moçambique

Sr. Eiji Hashimoto  特命全権大使  Embaixador Extraordinário e 

Plenipotenciário 

Sr. Sugata Sumida  経済協力調整員  Coordenador para Cooperação 

Económica

Sr. Kazuyoshi Inoguchi  専門調査員 Assessor Especial 

JICAモザンビーク事務所 Escritório da JICA em Moçambique

Sr. Akihiro Miyazaki  次長  Representante Residente Adjunto

Sr. Hiroyuki Hasegawa  企画調査員 Assessor de Formulação de Projectos

Dra. Lucy Sayuri Ito  技術協力プロジェクト「保健人材養

成機関教員能力強化プロジェクト」

チーフアドバイザー 

Assessora Líder, Projecto para 

Fortalecimento das Habilidades 

Pedagógicas e Técnicas dos 

Professores dos IFS 

Sra. Naoko Takeyama  技術協力プロジェクト「保健人材養

成機関教員能力強化プロジェクト」

コーディネーター 

Coordenadora, Projecto para 

Fortalecimento das Habilidades 

Pedagógicas e Técnicas dos 

Professores dos IFS 
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4. 討議議事録（M/D） 
4-1 現地調査 I 
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4-2 現地調査 III（概略設計概要説明） 
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5. 参考資料 

番号 資料名 形態 発行年 発行機関 

1 Plano de Acção de Redução da Pobreza (PARP)  
 

電子ｺﾋﾟｰ Mar. 2011 República de Moçambique

2 Programa Quinquenal do Governo para 2010-2014 
 

電子ｺﾋﾟｰ Apr. 2010 República de Moçambique

3 Plano Estrategico do Sector Saúde 2014-2019 (PESS) 電子ｺﾋﾟｰ Sep. 2013 DPC/ MISAU 

4 National Plan for Health Human Resources 
Development (NPHHRD) 

電子ｺﾋﾟｰ 2006 DRH/ MISAU 

5 Plano Nacional de Formação por Institutição de 
Formação 2011-2015 

電子ｺﾋﾟｰ n.d. DRH/ MISAU 

6 Plano de Aceleração da Formação de Tecnicos de 
Saúde 2013-2015 (PAF) 

電子ｺﾋﾟｰ n.d. MISAU 

7 Relatório da Revisão do Sector de Saúde (Sector 
Review) 

電子ｺﾋﾟｰ 2012 USAID, Confederation 
Suisse, WHO, WB 

8 Relatório Anual de Actividades do Ano 2010 do ICSM 電子ｺﾋﾟｰ 2011 ICSM, DRH/ MISAU 

9 Relatório Anual de Actividades do Ano 2011 do ICSM 電子ｺﾋﾟｰ May 2012 ICSM, DRH/ MISAU 

10 Relatório Anual de Actividades do Ano 2012 do ICSM 電子ｺﾋﾟｰ n.d. ICSM, DRH/ MISAU 

11 Sufficient and Competent Health Workers for 
Expanded and Improved Health Services for the 
Mozambican People 

電子ｺﾋﾟｰ n.d. DRH/ MISAU 

12 Anuário Estatístico 2011 電子ｺﾋﾟｰ Aug. 2012 INE 

13 Proposta do Orçamento do Estado para 2013 
 

電子ｺﾋﾟｰ Sep. 2012 Ministério da Educação 

14 Orçamento do Estado para 2012 
 

電子ｺﾋﾟｰ Jan. 2012 República de Moçambique

15 Orçamento do Estado para 2011 
 

電子ｺﾋﾟｰ Jan. 2011 República de Moçambique

16 Orçamento do Estado para 2010, 2011, 2012 
 

電子ｺﾋﾟｰ Jan. 2010, 
2011, 12 

República de Moçambique

17 Execução Orçamental MISAU 2010 
 

電子ｺﾋﾟｰ 2010 DAF/ MISAU 

18 Execução Orçamental MISAU 2011 
 

電子ｺﾋﾟｰ 2011 DAF/ MISAU 

19 Execução Orçamental MISAU 2012 
 

電子ｺﾋﾟｰ 2012 DAF/ MISAU 
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6. その他 
6-1 機材検討表 

① ② ③ ④ ⑤ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ 看

護

師

助

産

師

医

療

技

師

保

健

師

検

査

技

師

薬

剤

師

歯

科

技

師

機

材

メ

ン

テ

一

般

機

材

1 LH-01 聴診器 A - ○ ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ 30 1台/人 30

LH-02 聴診器（胎児用） A - ○ - - ○ × ○ -

2 LH-03 非観血式血圧計 A - ○ ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ 30 1台/人 30

3 LH-04 体温計 A - ○ ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ 30 1台/人 30

4 LH-05 耳鏡 A - ○ - - ○ ○ ○ ○ ○ 5 1台/G 5

5 LH-06 打鍵器 A - ○ ○ - ○ ○ ○ ○ ○ 5 1台/G 5

6 LH-07 拡大鏡 A - ○ - - ○ ○ ○ ○ ○ 5 1台/G 5

7 LH-08 検眼鏡 A - ○ - - ○ ○ ○ ○ ○ 5 1台/G 5

8 LH-09 スパーテル A - ○ ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ 30 1台/人 30

9 LH-10 喉頭鏡 B - ○ - - ○ ○ ○ ○ 5 1台/G 5

10 LH-11 ペンライト A - ○ ○ - ○ ○ ○ ○ ○ 30 1台/人 30

11 LH-12 スパイロメーター B - ○ - - ○ ○ ○ ○ 5 1台/CL 5

12 LH-13 鋼製小物 A - ○ ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5 1台/G 5

13 LH-14 クランクベッド A
- ○ ○ - ○ ○ ○ ○ 10

5台/室

（2室）
10

14 LH-15 滅菌器（ｵｰﾄｸﾚｰﾌﾞ） A
- ○ ○ - ○ ○ ○ ○ ○ 2

1台/室

（2室）
2

LH-16 滅菌器（乾熱式） B - ○ - ○ ○ × ○ -

15 LH-17 吸引機（電動） A - ○ ○ - ○ ○ ○ ○ ○ 5 1台/G 5

16 LH-18 アンビュバッグセット A - ○ ○ - ○ ○ ○ ○ 5 1台/G 5

LH-19 保育器 B - ○ - ○ ○ × ○ -

17 LH-20 衝立 A
- ○ ○ - ○ ○ ○ ○ 10

5台/室

（2室）
10

18 LH-21 回診車 A - ○ ○ - ○ ○ ○ ○ 5 1台/G 5

19 LH-22 体重計（新生児用） A - ○ - ○ ○ ○ ○ ○ 5 1台/G 1 4

20 LH-23 身長計（大人用） A - ○ ○ - ○ ○ ○ ○ ○ 5 1台/G 5

21 LH-24 骨格模型 A
- ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2

1台/室

（2室）
1 1

22 LH-25 脳模型 A - ○ ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 1台/CL 1

23 LH-26 脊柱模型 A - ○ ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 1台/CL 1

24 LH-27 人体模型 A - ○ ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 1台/CL 1

25 LH-28 人体模型（小児） A - ○ ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 1台/CL 1

26 LH-29 筋肉模型 A - ○ ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 1台/CL 1

27 LH-30 喉頭・肺模型 A - ○ ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 1台/CL 1

28 LH-31 心臓模型 A
- ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2

1台/室

（2室）
1 1

29 LH-32 骨盤模型（女性） A - ○ ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 1台/CL 1

30 LH-33 骨盤模型（男性） A - ○ ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 1台/CL 1

31 LH-34 目模型 A - ○ ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 1台/CL 1

32 LH-35 耳模型 A - ○ ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 1台/CL 1

33 LH-36 聴診実習用模型 A - ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5 1台/G 2 3

34 LH-37 血圧測定訓練模型 A - ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5 1台/G 2 3

35 LH-38 患者介護訓練用模型 A - ○ ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5 1台/G 5

36 LH-39 静脈注射訓練用腕模型 A - ○ ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5 1台/G 5

37 LH-40 静脈注射シミュレーター A - ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5 1台/G 2 3

LH-41 導尿シミュレーター（女

性）

B
- ○ - ○ ○ × ○ -

LH-42 導尿シミュレーター（男

性）

B
- ○ - ○ ○ × ○ -

38 LH-43 皮膚縫合キット A - ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5 1台/G 2 3

39 LH-44 縫合練習腕模型 A - ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5 1台/G 2 3

40 LH-45 出産シミュレーター（高

機能型）

A
- ○ - ○ ○ ○ ○ ○ 5

1台/G
1 4

41 LH-46 会陰縫合シミュレーター A - ○ - ○ ○ ○ ○ ○ 5 1台/G 2 3

42 LH-47 看護訓練用新生児模型 A - ○ - ○ ○ ○ ○ ○ 5 1台/G 1 4

43 LH-48 妊娠骨盤模型 A - ○ - ○ ○ ○ ○ ○ 5 1台/G 1 4

44 LH-49 コンドーム装着訓練模

型（男性）

A
- ○ - ○ ○ ○ ○ ○ 5

1台/G
2 3

45 LH-50 診察訓練用睾丸模型 A - ○ - ○ ○ ○ ○ ○ 5 1台/G 1 4

必要

数量

[A]

計画数

量

[A]-

[B]

計画数量の検討

機材選定基準 機材削除基準 算定根

拠

G=グ

ループ

CL=クラ

ス

ICSM

から

ICSIへ

の移転

数量

[B]

先

方

優

先

順

位

最

終

計

画

機

材

要請機材内容の検討

No. 番号 機材名

対象コース
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① ② ③ ④ ⑤ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ 看

護

師

助

産

師

医

療

技

師

保

健

師

検

査

技

師

薬

剤

師

歯

科

技

師

機

材

メ

ン

テ

一

般

機

材

46 LM-01 双眼顕微鏡（ティーチン

グスコープ付）

A
- ○ - - ○ ○ ○ 1

1台/CL
1

47 LM-02 双眼顕微鏡 A - ○ - - ○ ○ ○ ○ 15 1台/2人 15

48 LM-03 滅菌器（乾熱式） A - ○ - - ○ ○ ○ ○ 1 1台/CL 1

49 LM-04 培養器 A - ○ - - ○ ○ ○ ○ 1 1台/CL 1

50 LM-05 分光光度計 A - ○ - - ○ ○ ○ ○ 1 1台/CL 1

51 LM-06 蒸留装置 A - ○ - - ○ ○ ○ ○ 5 1台/G 5

52 LM-07 遠心分離器 A - ○ - - ○ ○ ○ ○ 1 1台/CL 1

53 LM-08 磁気撹拌器 A - ○ - - ○ ○ ○ ○ 1 1台/CL 1

54 LM-09 振盪器 A - ○ - - ○ ○ ○ ○ 1 1台/CL 1

55 LM-10 タッチミキサー A - ○ - - ○ ○ ○ ○ 5 1台/G 5

56 LM-11 計数器 A - ○ - - ○ ○ ○ ○ 5 1台/G 5

57 LM-12 スライドグラス乾燥器 A - ○ - - ○ ○ ○ ○ 1 1台/CL 1

58 LM-13 ヘマトクリット遠心器 A - ○ - - ○ ○ ○ ○ 1 1台/CL 1

59 LM-14 冷蔵庫 A - ○ - - ○ ○ ○ ○ 1 1台/CL 1

60 LM-15 分析用天秤 A - ○ - - ○ ○ ○ ○ 5 1台/G 5

61 LM-16 電子天秤 A - ○ - - ○ ○ ○ ○ 5 1台/G 5

62 LM-17 乳鉢 A - ○ - - ○ ○ ○ ○ 5 1台/G 5

63 LM-18 血球計算盤 A - ○ - - ○ ○ ○ ○ 5 1台/G 5

LM-19 微量遠心分離器 A - ○ - - ○ × ○ -

64 LM-20 pH計 A - ○ - - ○ ○ ○ ○ 5 1台/G 5

65 LM-21 恒温水槽 A - ○ - - ○ ○ ○ ○ 1 1台/CL 1

66 LM-22 比重計 B - ○ - - ○ ○ ○ 5 1台/G 5

67 LM-23 嫌気ジャー A - ○ - - ○ ○ ○ ○ 1 1台/CL 1

68 LM-24 ストップウォッチ A - ○ - - ○ ○ ○ ○ 5 1台/G 5

69 LM-25 染色容器 B - ○ - - ○ ○ ○ 5 1台/G 5

LM-26 安全キャビネット B - ○ - - ○ × × ○ -

70 LM-27 ガラス器具セット A - ○ - - ○ ○ ○ ○ 5 1台/G 5

71 LM-28 中央実験台 A - ○ - - ○ ○ ○ ○ 5 1台/G 5

72 DN-01 ファントムヘッドユニット A
- ○ - - ○ ○ ○ 15

15台/G

（15人）
15

73 DN-02 エアコンプレッサー A
- ○ - - ○ ○ ○ 2

1台/10

ﾌｧﾝﾄﾑ
2

74 DN-03 歯科治療ユニット A - ○ - - ○ ○ ○ 1 1台/G 1

DN-04 吸引装置ユニット A - ○ - - ○ × ○ -

DN-05 歯科X線撮影装置 B - △ - - ○ × ○ -

DN-06 X線フィルム現像機 B - △ - - ○ × ○ -

DN-07 X線防護エプロン B - △ - - ○ × ○ -

75 DN-08 光重合照射器 A
- △ - - ○ ○ ○ 15

15台/G

（15人）
15

DN-09 アマルガムミキサー A - △ - - ○ × × ○ -

DN-10 印象材練和器 B - × - - ○ × ○ -

76 DN-11 卓上型滅菌器 A - ○ - - ○ ○ ○ 1 1台/CL 1

77 DN-12 器具運搬台 A - ○ - - ○ ○ ○ 1 1台/CL 1

DN-13 歯科用キャビネット A - ○ - - ○ × ○ -

DN-14 石膏バイブレーター B - × - - ○ × ○ -

DN-15 超音波スケーラー B - × - - ○ × ○ -

78 DN-16 修復器具セット A
- ○ - - ○ ○ ○ 15

15台/G

（15人）
15

79 EM-01 メンテナンス工具セット A
- - - - ○ ○ ○ 10

10台/G

（10人）
10

80 EM-02 卓上ドリル A - - - - ○ ○ ○ 2 2台/CL 2

81 EM-03 ガス溶接機セット A - - - - ○ ○ ○ 2 2台/CL 2

82 EM-04 アーク溶接機 B - - - - ○ ○ ○ 2 2台/CL 2

83 EM-05 グラインダー A - - - - ○ ○ ○ 2 2台/CL 2

84 EM-06 作業台用万力 A
- - - - ○ ○ ○ 5

5台/G

（10人）
5

85 EM-07 パーツ収納キャビネット A
- - - - ○ ○ ○ 5

5台/G

（10人）
5

86 EM-08 工具キャビネット A
- - - - ○ ○ ○ 5

5台/G

（10人）
5

87 EM-09 ECGシミュレーター A - - - - ○ ○ ○ 2 2台/CL 2

88 EM-10 除細動器シミュレーター A - - - - ○ ○ ○ 2 2台/CL 2

最

終

計

画

機

材

計画数量の検討

機材選定基準 機材削除基準 対象コース 必要

数量

[A]

算定根

拠

G=グ

ループ

CL=クラ

ス

ICSM

から

ICSIへ

の移転

数量

[B]

計画数

量

[A]-

[B]

No. 番号 機材名

先

方

優

先

順

位

要請機材内容の検討
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選定基準 
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師
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師
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般

機
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89 EM-11 パワーメーター A
- - - - ○ ○ ○ 5

5台/G

（10人）
5

90 EM-12 麻酔器校正器 A - - - - ○ ○ ○ 2 2台/CL 2

91 EM-13 酸素濃縮器校正器 A - - - - ○ ○ ○ 2 2台/CL 2

EM-14 赤外線温度計 B - - - - ○ × ○ -

EM-15 パワークオリティメー

ター

B
- - - - ○ ×

○
-

EM-16 位相差計 B - - - - ○ × ○ -

92 EM-17 アーステスター A
- - - - ○ ○ ○ 5

5台/G

（10人）
5

93 EM-18 クランプメーター A
- - - - ○ ○ ○ 5

5台/G

（10人）
5

94 EM-19 漏電電流計 A
- - - - ○ ○ ○ 5

5台/G

（10人）
5

95 EM-20 デジタルマルチメーター A
- - - - ○ ○ ○ 10

10台/G

（10人）
10

96 EM-21 小型オシロスコープ A
- - - - ○ ○ ○ 5

5台/G

（10人）
5

97 EM-22 シグナルジェネレー

ター

A
- - - - ○ ○ ○ 5

5台/G

（10人）
5

EM-23 検電計 B - - - - ○ × ○ -

98 EM-24 デジタルタコメーター A
- - - - ○ ○ ○ 5

5台/G

（10人）
5

99 EM-25 電源供給装置 A
- - - - ○ ○ ○ 5

5台/G

（10人）
5

100 EM-26 絶縁変圧器 A
- - - - ○ ○ ○ 5

5台/G

（10人）
5

101 AD-01 コピー機 A

○ ○ ○ - - ○ ○ 1

既存数

量に準

じる

1

102 AD-02 印刷機 A

○ ○ ○ - - ○ ○ 1

既存数

量に準

じる

1

103 AD-03 バス A

○ ○ ○ - - ○ ○ 3

運行表

を基に

算定

3

104 RM-01 デスクトップ型パソコン A

○ ○ ○ - - ○ ○ 41

PC室31

台+図書

室10台

41

105 RM-02 ノート型パソコン A

○ ○ ○ - - ○ ○ 21

教室数+

実習室

数

21

106 RM-03 スイッチングハブ A

○ ○ ○ - - ○ ○ 3

PC室2

台+図書

室1台

3

107 RM-04 カラープリンター A ○ ○ ○ - - ○ ○ 1 PC室用 1

108 RM-05 モノクロプリンター A
○ ○ ○ - - ○ ○ 1

図書室

用
1

109 RM-06 プロジェクター A

○ ○ ○ - - ○ ○ 21

教室数+

実習室

数

21

110 RM-07 スクリーン A

○ ○ ○ - - ○ ○ 21

教室数+

実習室

数

21

111 HL-01 音響機器 A ○ ○ ○ - - ○ ○ 1 講堂用 1

112 HL-02 プロジェクター A ○ ○ - - - ○ ○ 1 講堂用 1

113 HL-03 スクリーン A ○ ○ ○ - - ○ ○ 1 講堂用 1

HL-04 運動器具セット B × - - - - × ○ -

114 KN-01 厨房機材セット A

○ ○ ○ - - ○ ○ 1

施設計

画に準

じる

1

最

終

計

画

機

材

計画数量の検討

機材選定基準 機材削除基準 対象コース 必要

数量

[A]

算定根

拠

G=グ

ループ

CL=クラ

ス

ICSM

から

ICSIへ

の移転

数量

[B]

計画数

量

[A]-

[B]

No. 番号 機材名

先

方

優

先

順

位

要請機材内容の検討
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① 新設 ICS の施設運営・活動内容と整合する機材 

② 既存 ICS で活用実績が有り、必要性が認められる機材 

③ 既存 ICSM に機材を残すため、新規に整備が必要となる機材 

④ 既存機材が有るが、追加的に整備の必要性が認められる機材 

⑤ 各コースのカリキュラム・演習内容と整合する機材 

削除基準 

I  使用頻度が低いと見込まれるなど、費用対効果の低い機材 

II  他の機材で代用が可能である等、要請内容が重複する機材 

III 入札による調達上、支障が生ずる機材（銘柄指定が必要かつ妥当な理由がない等） 

IV 優先順位が低く、予算上の制約等により協力対象事業に含めることが難しい機材 

V  前回案件での整備又は既存機材が有り、数量が十分な機材 
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6-2 機材リスト 

 

  

1 聴診器 30 58 ヘマトクリット遠心器 1
2 非観血式血圧計 30 59 冷蔵庫 1
3 体温計 30 60 分析用天秤 5
4 耳鏡 5 61 電子天秤 5
5 打鍵器 5 62 乳鉢 5
6 拡大鏡 5 63 血球計算盤 5
7 検眼鏡 5 64 pH計 5
8 舌圧子 30 65 恒温水槽 1
9 喉頭鏡 5 66 比重計 5

10 ペンライト 30 67 嫌気ジャー 1
11 スパイロメーター 5 68 ストップウォッチ 5
12 鋼製小物 5 69 染色容器 5
13 クランクベッド 10 70 ガラス器具セット 5
14 滅菌器（ｵｰﾄｸﾚｰﾌﾞ） 2 71 中央実験台 5
15 吸引機（電動） 5 72 ファントムヘッドユニット 15
16 アンビュバッグセット 5 73 エアコンプレッサー 1
17 衝立 10 74 歯科治療ユニット 1
18 回診車 5 75 光重合照射器 15
19 体重計（新生児用） 4 76 卓上型滅菌器 1
20 身長計（大人用） 5 77 器具運搬台 1
21 骨格模型 1 78 修復器具セット 5
22 脳模型 1 79 メンテナンス工具セット 10
23 脊柱模型 1 80 卓上ドリル 2
24 人体模型 1 81 ガス溶接機セット 2
25 人体模型（小児） 1 82 アーク溶接機 2
26 筋肉模型 1 83 グラインダー 2
27 喉頭・肺模型 1 84 作業台用万力 5
28 心臓模型 1 85 パーツ収納キャビネット 5
29 骨盤模型（女性） 1 86 工具キャビネット 5
30 骨盤模型（男性） 1 87 ECGシミュレーター 2
31 目模型 1 88 除細動器シミュレーター 2
32 耳模型 1 89 パワーメーター 5
33 聴診実習用模型 3 90 麻酔器校正器 2
34 血圧測定訓練模型 3 91 酸素濃縮器校正器 2
35 患者介護訓練用模型 5 92 アーステスター 5
36 静脈注射訓練用腕模型 5 93 クランプメーター 5
37 静脈注射シミュレーター 3 94 漏電電流計 5
38 皮膚縫合キット 3 95 デジタルマルチメーター 10
39 縫合練習腕模型 3 96 小型オシロスコープ 5
40 出産シミュレーター（高機能型） 4 97 シグナルジェネレーター 5
41 会陰縫合シミュレーター 3 98 デジタルタコメーター 5
42 看護訓練用新生児模型 4 99 電源供給装置 5
43 妊娠骨盤模型 4 100 絶縁変圧器 5
44 コンドーム装着訓練模型（男性） 3 101 コピー機 1
45 診察訓練用睾丸模型 4 102 印刷機 1
46 双眼顕微鏡（ティーチングスコープ 1 103 バス 3
47 双眼顕微鏡 15 104 デスクトップ型パソコン 41
48 滅菌器（乾熱式） 1 105 ノート型パソコン 21
49 培養器 1 106 スイッチングハブ 3
50 分光光度計 1 107 カラープリンター 1
51 蒸留装置 5 108 モノクロプリンター 1
52 遠心分離器 1 109 プロジェクター（小） 21
53 磁気撹拌器 1 110 スクリーン（小） 21
54 振盪器 1 111 音響機器 1
55 タッチミキサー 5 112 プロジェクター（大） 1
56 計数器 5 113 スクリーン（大） 1
57 スライドグラス乾燥器 1 114 厨房機材セット 1

機材

番号
機 材 名

数

量

数

量
機 材 名

室

名
機材

番号

実

技

演

習

室

歯

科

演

習

室

機

材

メ

ン

テ

ナ

ン

ス

演

習

室

一

般

機

材

室

名

生

物

化

学

演

習

室

生

物

化

学

演

習

室
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6-3 土地使用許可書 
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6-4 測量結果 
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6-5 地盤調査結果 
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6-6 地下水調査結果 
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6-7 国内試験所での試験結果 
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